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設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止】 
 

要求事項との対比表 

7 条-1 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

（外部からの衝撃による損傷の

防止） 

 

第七条 設計基準対象施設（兼

用キャスクを除く。）が想定され

る自然現象（地震及び津波を除

く。）によりその安全性を損なう

おそれがある場合は、防護措置、

基礎地盤の改良その他の適切な

措置を講じなければならない。

①,⑤,⑦ 

 

【解釈】 

１ 第１項に規定する「想定さ

れる自然現象」には、台風、竜巻、

降水、積雪、凍結、落雷、火山事

象、生物学的事象、森林火災等を

含む。①,⑤ 

 

 

２ 第１項に規定する「適切な

措置を講じなければならない」

には、供用中における運転管理

等の運用上の措置を含む。①,

⑤,⑦ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3 外部からの衝撃による損

傷の防止 

 

設計基準対象施設は，発電所

敷地で想定される風（台風），

低温（凍結），積雪，雷の自然

現象（地震及び津波を除く。）

又はその組合せに遭遇した場

合において，自然現象そのもの

がもたらす環境条件及びその

結果として施設で生じ得る環

境条件においてその安全性を

損なうおそれがある場合は，防

護措置，基礎地盤の改良その

他，供用中における運転管理等

の運用上の適切な措置を講じ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3 外部からの衝撃による損

傷の防止 

 

 設計基準対象施設は，外部か

らの衝撃のうち自然現象によ

る損傷の防止において，発電所

敷地で想定される風（台風），

竜巻，低温（凍結），降水，積

雪，落雷，地滑り，火山の影響

及び生物学的事象の自然現象

（地震及び津波を除く。）又は

地震及び津波を含む自然現象

の組合せに遭遇した場合にお

いて，自然現象そのものがもた

らす環境条件及びその結果と

して施設で生じ得る環境条件

において，その安全性を損なう

おそれがある場合は，防護措

置，基礎地盤の改良その他，供

用中における運転管理等の運

用上の適切な措置を講じる。 

①-1，①-2 

【7 条共通 1】 

 

 

(3) その他の主要な構造 

 

(ⅰ)本発電用原子炉施設は，

(1)耐震構造，(2)耐津波構造に

加え，以下の基本的方針のもと

に安全設計を行う。 

 

a. 設計基準対象施設 

 

(a) 外部からの衝撃による損

傷の防止 

 

安全施設□1 は，発電所敷地で

想定される風（台風），竜巻，

低温（凍結），降水，積雪，落

雷，地滑り，火山の影響，生物

学的事象の自然現象が発生し

た場合において，自然現象その

ものがもたらす環境条件及び

その結果として施設で生じ得

る環境条件において①-1 も安

全機能を損なわない設計とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.1.1.4 外部からの衝撃 

 

 

柏崎刈羽原子力発電所敷地

で想定される自然現象（地震及

び津波を除く。）①-2 について

は，網羅的に抽出するために，

柏崎刈羽原子力発電所敷地及

びその周辺での発生実績の有

無に関わらず，国内外の基準や

文献等に基づき事象を収集し，

洪水，風（台風），竜巻，低温

（凍結），降水，積雪，落雷，地

滑り，火山の影響，生物学的事

象，森林火災等を考慮する。◇7  

 

また，これらの自然現象につ

いて関連して発生する自然現

象も含める。◇7  

 

これらの事象について，海外

の評価基準を考慮のうえ柏崎

刈羽原子力発電所及びその周

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3 外部からの衝撃による損

傷の防止 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止】 
 

要求事項との対比表 

7 条-2 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

２ 周辺監視区域に隣接する地

域に事業所、鉄道、道路その他の

外部からの衝撃が発生するおそ

れがある要因がある場合には、

事業所における火災又は爆発事

故、危険物を搭載した車両、船舶

又は航空機の事故その他の敷地

及び敷地周辺の状況から想定さ

れる事象であって人為によるも

の（故意によるものを除く。以下

「人為による事象」という。）に

より発電用原子炉施設（兼用キ

ャスクを除く。）の安全性が損な

われないよう、防護措置その他

の適切な措置を講じなければな

らない。①,⑤,⑦ 

 

【解釈】 

３ 第２項に規定する「事故そ

の他の敷地及び敷地周辺の状況

から想定される事象であって人

為によるもの」には、ダムの崩

壊、船舶の衝突、電磁的障害等の

敷地及び敷地周辺の状況から生

じうる事故を含む。①,⑤ 

 

 

４ 第２項に規定する「適切な

措置を講じなければならない」

には、対象とする発生源から一

定の距離を置くことを含む。①,

⑤,⑦ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記に加え，重要安全施設□2

は，科学的技術的知見を踏ま

え，当該重要安全施設に大きな

影響を及ぼすおそれがあると

想定される自然現象により当

該重要安全施設に作用する衝

撃及び設計基準事故時に生じ

辺での発生の可能性，安全施設

への影響度，柏崎刈羽原子力発

電所敷地及びその周辺に到達

するまでの時間余裕及び影響

の包絡性の観点から，発電用原

子炉施設に影響を与えるおそ

れがある事象として，風（台

風），竜巻，低温（凍結），降水，

積雪，落雷，地滑り，火山の影

響，生物学的事象を選定する。

◇7  

 

なお，森林火災の出火原因と

なるのは，たき火やタバコ等の

人為によるものが大半である

ことを考慮し，森林火災につい

ては，人為によるもの（火災・

爆発）として選定する。◇7  

 

安全施設◇1 は，これらの自然

現象が発生した場合において，

自然現象そのものがもたらす

環境条件及びその結果として

施設で生じ得る環境条件にお

いても，安全機能を損なわない

設計とする。◇4 （①-1） 

 

上記に加え，重要安全施設◇2

は，科学的技術的知見を踏ま

え，当該重要安全施設に大きな

影響を及ぼすおそれがあると

想定される自然現象により，当

該重要安全施設に作用する衝

撃及び設計基準事故時に生じ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止】 
 

要求事項との対比表 

7 条-3 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

３ 航空機の墜落により発電用

原子炉施設（兼用キャスクを除

く。）の安全性を損なうおそれが

ある場合は、防護措置その他の

適切な措置を講じなければなら

ない。①,⑦ 

 

【解釈】 

５ 第３項の航空機の墜落につ

いては、「実用発電用原子炉施設

への航空機落下確率の評価基準

について」（平成２１・０６・２

５原院第１号。平成２１年６月

３０日原子力安全・保安院制

定））に基づいて確認すること。

この場合において、設置許可申

請時の航路に変更がないことに

より確認すること。①,⑦ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震及び津波を含む自然現

象の組合せについて，火山につ

いては地震（年超過確率 10-2相

当地震動）と積雪，基準地震動

Ｓｓについては積雪，基準津波

については弾性設計用地震動

Ｓｄ－１と積雪の荷重を，施設

の形状及び配置に応じて考慮

する。 

②-1,②-2 

【7 条共通 2】 

 

組み合わせる主荷重と従荷

重の規模は，基本的には主荷重

[設計基準規模]×従荷重[年超

過確率 10-2規模]の組合せを想

定する。 

②-3 

【7 条共通 3】 

 

従荷重として組み合わせる

地震，積雪深の大きさはそれぞ

れ年超過確率 10-2相当地震動，

柏崎市における 1 日当たりの

積雪量の年超過確率 10-2 規模

の値 84.3cm とし，また，従荷

重とは別に，ベース負荷として

日最深積雪量の平均値に当た

る①-4 応力，について，それぞ

れの因果関係及び時間的変化

を考慮して適切に組み合わせ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る応力について，それぞれの因

果関係及び時間的変化を考慮

し，適切に組み合わせる。◇4（①

-4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・設置変更許可と整合を図る

ため記載。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・設置変更許可と整合を図る

ため記載。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・設置変更許可と整合を図る

ため記載。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3 外部からの衝撃による損

傷の防止 

 

 

 

 

 

 

②-1引用元：P8 

②-2引用元：P9 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3 外部からの衝撃による損

傷の防止 

 

 

②-3引用元：P9 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3 外部からの衝撃による損

傷の防止 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止】 
 

要求事項との対比表 

7 条-4 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計基準対象施設は，発電所

敷地又はその周辺において想

定される発電用原子炉施設の

安全性を損なわせる原因とな

るおそれがある事象であって

人為によるもの（故意によるも

のを除く。）（以下「人為事象」

という。）に対してその安全性

が損なわれないよう，防護措置

その他，対象とする発生源から

一定の距離を置くことによる

適切な措置を講じる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る積雪量 31.1cm を考慮する。 

②-4 

【7 条共通 4】 

 

設計基準対象施設は，外部か

らの衝撃のうち人為による損

傷の防止において，発電所敷地

又はその周辺において想定さ

れる火災・爆発（森林火災，近

隣工場等の火災・爆発，航空機

墜落による火災），有毒ガス，

船舶の衝突及び電磁的障害に

より発電用原子炉施設の安全

性を損なわせる原因となるお

それがある事象であって人為

によるもの（故意によるものを

除く。）（以下「人為事象」とい

う。）に対してその安全性が損

なわれないよう，防護措置その

他，対象とする発生源から一定

の距離を置くことによる適切

な措置を講じる。 

①-3 

【7 条共通 5】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，安全施設は，発電所敷

地又はその周辺において想定

される火災・爆発（森林火災，

近隣工場等の火災・爆発，航空

機落下火災等），有毒ガス，船

舶の衝突，電磁的障害の発電用

原子炉施設の安全性を損なわ

せる原因となるおそれがある

事象であって人為によるもの

（故意によるものを除く。）に

対して①-3 安全機能を損なわ

ない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柏崎刈羽原子力発電所敷地

又はその周辺において想定さ

れる発電用原子炉施設の安全

性を損なわせる原因となるお

それがある事象であって人為

によるもの（故意によるものを

除く。）は，網羅的に抽出する

ために，柏崎刈羽原子力発電所

敷地及びその周辺での発生実

績の有無に関わらず，国内外の

基準や文献等に基づき事象を

収集し，飛来物（航空機落下

等），ダムの崩壊，爆発，近隣

工場等の火災，有毒ガス，船舶

の衝突，電磁的障害等の事象を

考慮する。◇7  

 

これらの事象について，海外

の評価基準を考慮のうえ柏崎

刈羽原子力発電所及びその周

辺での発生可能性，安全施設へ

の影響度，柏崎刈羽原子力発電

所敷地及びその周辺に到達す

るまでの時間余裕及び影響の

包絡性の観点から，発電用原子

炉施設に影響を与えるおそれ

がある事象として，火災・爆発

（森林火災，近隣工場等の火

災・爆発，航空機落下火災），

有毒ガス，船舶の衝突，電磁的

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②-4引用元：P9,10 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3 外部からの衝撃による損

傷の防止 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止】 
 

要求事項との対比表 

7 条-5 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

想定される人為事象のうち，

航空機の墜落については，防護

設計の要否を判断する基準を

超えないことを評価して設置

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

想定される人為事象のうち，

航空機の墜落については，防護

設計の要否を判断する基準を

超えないことを評価して設置

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自然現象及び発電所敷地又

はその周辺において想定され

る発電用原子炉施設の安全性

を損なわせる原因となるおそ

れがある事象であって人為に

よるものの組み合わせについ

ては，地震，津波，風（台風），

竜巻，低温（凍結），降水，積

雪，落雷，地滑り，火山の影響，

生物学的事象，森林火災等を考

慮する。□3  

 

事象が単独で発生した場合

の影響と比較して，複数の事象

が重畳することで影響が増長

される組み合わせを特定し，そ

の組み合わせの影響に対して

も安全機能を損なわない設計

とする。□3  

 

 

 

 

 

障害を選定する。◇7  

 

安全施設は，これらの発電用

原子炉施設の安全性を損なわ

せる原因となるおそれがある

事象であって人為によるもの

（故意によるものを除く。）に

対して安全機能を損なわない

設計とする。◇4 （①-3） 

 

自然現象，人為事象の組み合

わせについては，地震，津波，

風（台風），竜巻，低温（凍結），

降水，積雪，落雷，地滑り，火

山の影響，生物学的事象，森林

火災等を考慮する。◇3  

 

 

 

 

 

 

事象が単独で発生した場合

の影響と比較して，複数の事象

が重畳することで影響が増長

される組み合わせを特定し，そ

の組み合わせの影響に対して

も安全機能を損なわない設計

とする。◇3  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求事項に対する設計の明

確化。（航空機の墜落に対する

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3 外部からの衝撃による損

傷の防止 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止】 
 

要求事項との対比表 

7 条-6 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（変更）許可を受けている。工

事計画認可申請時に，設置（変

更）許可申請時から，防護設計

の要否を判断する基準を超え

るような航空路の変更がない

ことを確認していることから，

設計基準対象施設に対して防

護措置その他の適切な措置を

講じる必要はない。 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

（変更）許可を受けている。工

事計画認可申請時に，設置（変

更）許可申請時から，防護設計

の要否を判断する基準を超え

るような航空路の変更がない

ことを確認していることから，

設計基準対象施設に対して防

護措置その他の適切な措置を

講じる必要はない。① 

【7条共通 6】 

 

 なお，定期的に航空路の変更

状況を確認し，防護措置の要否

を判断することを保安規定に

定めて管理する。⑦ 

【7条共通 7】 

 

 

 

 航空機の墜落及び爆発以外

に起因する飛来物については，

発電所周辺の社会環境からみ

て，発生源が設計基準対象施設

から一定の距離が確保されて

おり，設計基準対象施設が安全

性を損なうおそれがないため，

防護措置その他の適切な措置

を講じる必要はない。① 

【7条共通 8】 

 

また，想定される自然現象

（地震及び津波を除く。）及び

人為事象に対する防護措置に

は，設計基準対象施設が安全性

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ここで，想定される自然現象

及び発電所敷地又はその周辺

において想定される発電用原

子炉施設の安全性を損なわせ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ここで，想定される自然現象

及び発電用原子炉施設の安全

性を損なわせる原因となるお

それがある事象であって人為

防護設計の要否の確認結果） 

・差異なし。（追加要求事項で

はあるが，従前から実施してい

る設計により適合しているた

め。） 

 

 

 

 

 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求に対する事項を運用で

担保する必要がある基本設計

方針について，保安規定に定め

て管理する旨を記載。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・設置変更許可と整合を図る

ため記載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3 外部からの衝撃による損

傷の防止 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3 外部からの衝撃による損

傷の防止 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3 外部からの衝撃による損

傷の防止 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止】 
 

要求事項との対比表 

7 条-7 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を損なわないために必要な設

計基準対象施設以外の施設又

は設備等（重大事故等対処設備

を含む。）への措置を含める。 

③-1 

【7 条共通 9】 

 

 

重大事故等対処設備は，外部

からの衝撃による損傷の防止

において，想定される自然現象

（地震及び津波を除く。）及び

人為事象に対して，「5.1.2 多

様性，位置的分散等」及び

「5.1.5 環境条件等」の基本

設計方針に基づき，必要な機能

が損なわれることがないよう，

防護措置その他の適切な措置

を講じる。④ 

【7条共通 10】 

 

設計基準対象施設又は重大

事故等対処設備に対して講じ

る防護措置として設置する施

設は，その設置状況並びに防護

する施設の耐震重要度分類及

び重大事故等対処施設の設備

分類に応じた地震力に対し構

造強度を確保し，外部からの衝

撃を考慮した設計とする。⑤ 

【7条共通 11】 

 

2.3.1 外部からの衝撃より防

護すべき施設 

る原因となるおそれがある事

象であって人為によるものに

対して，安全施設が安全機能を

損なわないために必要な安全

施設以外の施設又は設備等（重

大事故等対処設備を含む。）へ

の措置を含める。③-1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

によるもの（故意によるものを

除く。）に対して，安全施設が

安全機能を損なわないために

必要な安全施設以外の施設又

は設備等（重大事故等対処設備

を含む。）への措置を含める。

◇4 （③-1） 

 

適合のための設計方針 

第六条 外部からの衝撃によ

る損傷の防止 

 

1 について◇7  

 

発電所敷地で想定される自

然現象（地震及び津波を除く。）

については，柏崎刈羽原子力発

電所及びその周辺での発生の

可能性，安全施設への影響度，

発電所敷地及びその周辺に到

達するまでの時間余裕及び影

響の包絡性の観点から，発電用

原子炉施設に影響を与えるお

それがある事象として，風（台

風），竜巻，低温（凍結），降水，

積雪，落雷，地滑り，火山の影

響，生物学的事象を選定する。 

 

安全施設は，発電所敷地で想

定される自然現象が発生した

場合においても安全機能を損

なわない設計とする。 

 

ここで，発電所敷地で想定さ

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。（技術基準規則 54条の追加

要求事項に関連して，変更後を

記載。） 

 

 

 

 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③-1引用元：P6,7 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3 外部からの衝撃による損

傷の防止 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3 外部からの衝撃による損

傷の防止 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止】 
 

要求事項との対比表 

7 条-8 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計基準対象施設が外部か

らの衝撃によりその安全性を

損なうことがないよう，外部か

らの衝撃より防護すべき施設

は，設計基準対象施設のうち，

「発電用軽水型原子炉施設の

安全機能の重要度分類に関す

る審査指針」で規定されている

安全重要度分類のクラス１，ク

ラス２及び安全評価上その機

能に期待するクラス３に属す

る構築物，系統及び機器とす

る。その上で，安全重要度分類

のクラス１，クラス２及び安全

評価上その機能に期待するク

ラス３に属する構築物，系統及

び機器に加え，それらを内包す

る建屋を外部事象から防護す

る対象（以下「外部事象防護対

象施設」という。）とする。 

⑤-1，⑤-2 

また，外部事象防護対象施設

の防護設計については，外部か

らの衝撃により外部事象防護

対象施設に波及的影響を及ぼ

すおそれのある外部事象防護

対象施設以外の施設について

も考慮する。⑤ 

さらに，重大事故等対処設備

についても，重大事故防止設備

が，設計基準事故等対処設備並

びに使用済燃料貯蔵槽（使用済

燃料貯蔵プール）の冷却設備及

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

れる自然現象に対して，安全施

設が安全機能を損なわないた

めに必要な安全施設以外の施

設又は設備等（重大事故等対処

設備を含む。）への措置を含め

る。 

 

また，発電所敷地で想定され

る自然現象又はその組み合わ

せに遭遇した場合において，自

然現象そのものがもたらす環

境条件及びその結果として安

全施設で生じ得る環境条件を

考慮する。 

 

発電用原子炉施設のうち安

全施設は，以下のとおり条件を

設定し，自然現象によって発電

用原子炉施設の安全性が損な

われないようにする。 

 

（中略） 

 

自然現象の組み合わせにつ

いては，設計上考慮すべき自然

現象（地震及び津波を除く。）

及び発電所敷地又はその周辺

で想定される発電用原子炉施

設の安全性を損なわせる原因

となるおそれがある事象であ

って人為によるもの（故意によ

るものを除く。）として抽出さ

れた事象に，地震，津波を②-1

加えた 83 事象について，事象

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。（技術基準規則 54条の追加

要求事項に関連して，変更後を

記載。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.1 外部からの衝撃より防

護すべき施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤-1引用元：P13,14 

⑤-2引用元：P14 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止】 
 

要求事項との対比表 

7 条-9 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3.2 設計基準事故時に生じ

る荷重との組合せ 

 

 

科学的技術的知見を踏まえ，

安全機能を有する構築物，系統

及び機器のうち，特に自然現象

（地震及び津波を除く。）の影

響を受けやすく，かつ，代替手

段によってその機能の維持が

困難であるか，又はその修復が

著しく困難な構築物，系統及び

機器は，建屋内に設置すること

等により，想定される自然現象

（地震及び津波を除く。）によ

び注水設備（以下「設計基準事

故対処設備等」という。）の安

全機能と同時に必要な機能が

損なわれることがないよう，外

部からの衝撃より防護すべき

施設に含める。④ 

上記以外の設計基準対象施

設については，外部からの衝撃

に対して機能を維持すること

若しくは損傷を考慮して代替

設備により必要な機能を確保

すること，安全上支障のない期

間での修復等の対応を行うこ

と又はそれらを適切に組み合

わせることにより，その安全性

を損なわない設計とする。 

⑤-3 

【7 条共通 12】 

 

2.3.2 設計基準事故時及び重

大事故等時に生じる荷重との

組合せ 

 

科学的技術的知見を踏まえ，

外部事象防護対象施設及び重

大事故等対処設備のうち，特に

自然現象（地震及び津波を除

く。）の影響を受けやすく，か

つ，代替手段によってその機能

の維持が困難であるか，又はそ

の修復が著しく困難な構築物，

系統及び機器は，建屋内に設置

すること，又は可搬型重大事故

等対処設備によるバックアッ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の特性（相関性，発生頻度等）

を踏まえて，組み合わせを網羅

的に検討する。組み合わせを考

慮した場合に発電用原子炉施

設に与える影響パターンにつ

いては以下の観点で分類する。 

 

・組み合わせた場合も影響が

増長しない（影響が小さくなる

ものを含む）  

・同時に発生する可能性が極

めて低い 

・増長する影響について，個々

の事象の検討で包絡されてい

る，又は個々の事象の設計余裕

に包絡されている 

以上の観点より，事象が単独

で発生した場合の影響と比較

して，複数の事象が重畳するこ

とで影響が増長される組み合

わせを特定し，その中から荷重

の大きさ等の観点で代表性の

ある，地震，積雪，火山②-2 の

組み合わせの影響に対し，安全

施設の安全機能を損なわない

設計とする。 

組み合わせる事象の規模に

ついては，主事象として設計基

準で想定している規模，副事 

象として年超過確率 10-2 の規

模の事象を想定②-3 し，発生

頻度の高い積雪については，地

震と降下火砕物の組み合わせ

を考慮する場合も平均的な負

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。（技術基準規則 54条の追加

要求事項に関連して，変更後を

記載。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤-3 引用元：P16,18,20,22,24 

,26,29 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.2 設計基準事故時及び重

大事故等時に生じる荷重との

組合せ 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止】 
 

要求事項との対比表 

7 条-10 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

り作用する衝撃が設計基準事

故時に生じる荷重と重なり合

わない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プが可能となるように位置的

分散を考慮して可搬型重大事

故等対処設備を複数保管する

こと等により，当該施設に大き

な影響を及ぼすおそれがある

と想定される自然現象（地震及

び津波を除く。）により作用す

る衝撃が設計基準事故時及び

重大事故等時に生じる荷重と

重なり合わない設計とする。 

①-4，④，⑥ 

【7条共通 13】 

 

 具体的には，建屋内に設置さ

れる外部事象防護対象施設及

び重大事故等対処設備につい

ては，建屋によって自然現象

（地震及び津波を除く。）の影

響を防止することにより，設計

基準事故又は重大事故等が発

生した場合でも，自然現象（地

震及び津波を除く。）による影

響を受けない設計とする。 

 屋外に設置されている外部

事象防護対象施設については，

設計基準事故が発生した場合

でも，機器の運転圧力や温度等

が変わらないため，設計基準事

故時荷重が発生するものでは

なく，自然現象（地震及び津波

を除く。）による衝撃と重なる

ことはない。 

 屋外に設置される重大事故

等対処設備について，竜巻に対

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

荷として考慮する。②-4 

 

2 について 

 

発電用原子炉施設のうち重

要安全施設は，予想される自然

現象のうち最も苛酷と考えら

れる条件，又は自然力に事故荷

重を適切に組み合わせた場合

を考慮する。◇8  

 

重要安全施設に大きな影響

を及ぼすおそれがあると想定

される自然現象は，1 において

選定した自然現象に含まれる。

◇7  

 

また，重要安全施設を含む安

全施設は，1 において選定した

自然現象又はその組み合わせ

により安全機能を損なわない

設計としている。安全機能が損

なわれなければ設計基準事故

に至らないため，重要安全施設

に大きな影響を及ぼすおそれ

があると想定される自然現象

又はその組み合わせと設計基

準事故に因果関係はない。した

がって，因果関係の観点から

は，重要安全施設に大きな影響

を及ぼすおそれがあると想定

される自然現象により重要安

全施設に作用する衝撃及び設

計基準事故時に生じる応力を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。（技術基準規則 54条の追加

要求事項に関連して，変更後を

記載。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①-4引用元：P2,3 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.2 設計基準事故時及び重

大事故等時に生じる荷重との

組合せ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止】 
 

要求事項との対比表 

7 条-11 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3.3 設計方針 

 

以下に自然現象（地震及び津

波を除く。）及び人為事象に係

る設計方針を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

しては位置的分散を考慮した

配置とするなど，重大事故等が

発生した場合でも，重大事故等

時の荷重と自然現象（地震及び

津波を除く。）による衝撃を同

時に考慮する必要のない設計

とする。 

 したがって，自然現象（地震

及び津波を除く。）による衝撃

と設計基準事故又は重大事故

等時の荷重は重なることのな

い設計とする。 

④，⑥ 

【7条共通 14】 

 

2.3.3 設計方針 

 

外部事象防護対象施設及び

重大事故等対処設備は，以下の

自然現象（地震及び津波を除

く。）及び人為事象に係る設計

方針に基づき設計する。⑤ 

人為事象のうち火災・爆発

（森林火災，近隣工場等の火

災・爆発，航空機墜落による火

災）及び有毒ガスの設計方針に

ついては「(2)a. 外部火災」

の設計方針に基づき設計する。

⑤ 

【7条共通 15】 

 なお，危険物を搭載した車両

については，燃料輸送車両の火

災・爆発として近隣工場等の火

災・爆発及び有毒ガスの中で取

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組み合わせる必要はなく，重要

安全施設は，個々の事象に対し

て安全機能を損なわない設計

とする。◇8  

 

3 について 

 

 発電所敷地又はその周辺で

想定される発電用原子炉施設

の安全性を損なわせる原因と

なるおそれがある事象であっ

て人為によるもの（故意による

ものを除く。）については，柏

崎刈羽原子力発電所及びその

周辺での発生の可能性，安全施

設への影響度，発電所敷地及び

その周辺に到達するまでの時

間余裕及び影響の包絡性の観

点から，発電用原子炉施設に影

響を与えるおそれがある事象

として，火災・爆発（森林火災，

近隣工場等の火災・爆発，航空

機落下火災等），有毒ガス，船

舶の衝突，電磁的障害を選定す

る。◇7  

 

安全施設は，発電所敷地又は

その周辺において想定される

発電用原子炉施設の安全性を

損なわせる原因となるおそれ

がある事象であって人為によ

るもの（故意によるものを除

く。）に対して安全機能を損な

わない設計とする。◇4 （①-3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。（技術基準規則 54条の追加

要求事項に関連して，変更後を

記載。） 

 

 

 

 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止】 
 

要求事項との対比表 

7 条-12 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

り扱う。⑤ 

【7条共通 16】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ここで，発電所敷地又はその

周辺において想定される発電

用原子炉施設の安全性を損な

わせる原因となるおそれがあ

る事象であって人為によるも

の（故意によるものを除く。）

に対して，安全施設が安全機能

を損なわないために必要な安

全施設以外の施設（重大事故等

対処設備を含む。）への措置を

含める。◇4 （③-1） 

 

なお，発電用原子炉施設への

航空機の落下確率は，「実用発

電用原子炉施設への航空機落

下確率に対する評価基準につ

いて」（平成 14･07･29 原院第

4号（平成 14 年 7 月 30 日原

子力安全・保安院制定））等に

基づき評価した結果，約 3.4×

10-8 回/炉･年であり，防護設

計の要否判断の基準である 10-

7 回/炉･年を超えないため，航

空機落下による防護について

は設計上考慮する必要はない。

◇10  

 

また，本発電所敷地周辺の社

会環境からみて，発電所周辺で

の爆発等に起因する飛来物に

より，安全施設が安全機能を損

なうことはない。◇11  

 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止】 
 

要求事項との対比表 

7 条-13 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 自然現象 

 

 

c. 風（台風） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 自然現象 

a. 竜巻 

b. 火山 

c. 風（台風） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a-1) 風（台風） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発電用原子炉施設のうち安

全施設は，以下のとおり，想定

される偶発的な発電用原子炉

施設の安全性を損なわせる原

因となるおそれがある事象で

あって人為によるものによっ

て，発電用原子炉施設の安全性

を損なわない設計とする。◇4

（①-3） 

 

1.8 外部からの衝撃による損

傷の防止に関する基本方針 

 

 

 

 

1.8.1 風（台風）防護に関す

る基本方針 

 

添付書類六の「7.1 風（台

風）」に示す◇6 設計基準風速

（40.1m/s，地上高 10m，10 分

間平均）の風によってその安全

機能が損なわれないことを確

認する必要がある施設を，◇9

「発電用軽水型原子炉施設の

安全機能の重要度分類に関す

る審査指針」で規定されている

クラス 1，クラス 2及びクラス

3に属する構築物，系統及び機

器（以下 1.8 では「安全重要度

分類のクラス 1，クラス 2及び

クラス 3に属する構築物，系統

及び機器」という。）とする。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止】 
 

要求事項との対比表 

7 条-14 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全機能を有する構築物，系

統及び機器は，風荷重を建築基

準法に基づき設定し，防護する

設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外部事象防護対象施設は，設

計基準風速による風荷重に対

して，機械的強度を有すること

により，安全機能を損なわない

設計とする。 

①-5，①-6，⑤-4，⑤-5 

【7 条風 1】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全施設は，設計基準風速に

よる風荷重に対し，①-5，⑤-4

安全施設及び安全施設を内包

する区画の構造健全性の確保，

若しくは，風（台風）による損

傷を考慮して，代替設備により

必要な機能を確保すること，安

全上支障のない期間での修復

等の対応，又は，それらを適切

に組み合わせることで，その安

全機能を損なわない設計とす

⑤-1 

 

その上で，上記構築物，系統

及び機器の中から，発電用原子

炉を停止するため，また，停止

状態にある場合は引き続きそ

の状態を維持するために必要

な異常の発生防止の機能，又は

異常の影響緩和の機能を有す

る構築物，系統及び機器，並び

に，使用済燃料プールの冷却機

能及び給水機能を維持するた

めに必要な異常の発生防止の

機能，又は異常の影響緩和の機

能を有する構築物，系統及び機

器として安全重要度分類のク

ラス 1，クラス 2及び安全評価

上その機能に期待するクラス

3に属する構築物，系統及び機

器に加え，それらを内包する建

屋を外部事象から防護する対

象（以下 1.8 では「外部事象防

護対象施設」という。）と⑤-2

し，外部事象防護対象施設は設

計基準風速（40.1m/s，地上高

10m，10 分間平均）の風荷重に

対し機械的強度を有すること

により安全機能を損なわない

設計とする。①-6，⑤-5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止】 
 

要求事項との対比表 

7 条-15 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故等対処設備は，建屋

内への設置又は設計基準事故

対処設備等及び同じ機能を有

する他の重大事故等対処設備

と位置的分散を図り設置する

とともに，環境条件等を考慮す

ることにより，設計基準事故対

処設備等の安全機能と同時に

その機能を損なわない設計と

する。④ 

【7条風 2】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，上記に含まれない構築

物，系統及び機器は，風（台風）

により損傷した場合であって

も，代替手段があること等によ

り安全機能は損なわれない。◇9  

 

ただし，タンクについては，

消防法（危険物の規制に関する

技術上の基準の細目を定める

告示第 4 条の 19）に従い，日

本最大級の台風の最大瞬間風

速（63m/s，地上高 15m）に基づ

いた風荷重に対する設計が要

求されていることから，設計対

象物に応じ，消防法にて要求さ

れる風荷重と上記設計基準風

速の風荷重を比較し，大きい方

を採用する。◇9  

 

なお，風（台風）の設計基準

風速は，竜巻影響評価における

設計竜巻の最大風速に，風（台

風）に伴い発生する可能性のあ

る飛来物による影響について

は，竜巻影響評価において想定

する設計飛来物の影響に包絡

される。◇12  

 

適合のための設計方針 

第六条 外部からの衝撃によ

る損傷の防止 

 

 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。（技術基準規則 54条の追加

要求事項に関連して，変更後を

記載。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止】 
 

要求事項との対比表 

7 条-16 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（中略） 

 

(1) 風（台風） 

 

安全施設は，発電用原子炉施

設内において設計基準風速

（40.1m/s，地上高 10m，10 分

間平均）の風が発生した場合に

おいても，安全機能を損なわな

い設計とする。◇9  

 

その上で，外部事象防護対象

施 設 は ， 設 計 基 準 風 速

（40.1m/s，地上高 10m，10 分

間平均）の風荷重に対し機械的

強度を有することにより安全

機能を損なわない設計とする。

◇4 （①-5，⑤-4），◇5 （①-6，⑤

-5），◇9  

 

また，上記以外の安全施設に

ついては，風（台風）に対して

機能維持する，若しくは，風（台

風）による損傷を考慮して，代

替設備により必要な機能を確

保すること，安全上支障のない

期間での修復等の対応，又は，

それらを適切に組み合わせた

設計とする。⑤-3 

 

なお，風（台風）に伴い発生

する可能性のある飛来物によ

る影響については，竜巻影響評

価において想定している設計

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止】 
 

要求事項との対比表 

7 条-17 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

d. 低温（凍結） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全機能を有する構築物，系

統及び機器は，低温（凍結）に

対して，最低気温を考慮し，屋

外機器で凍結のおそれのある

ものは必要に応じて凍結防止

対策を行う設計とする。 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

d. 低温（凍結） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外部事象防護対象施設は，設

計基準温度による低温（凍結）

に対して，屋内設備については

換気空調系により環境温度を

維持し，屋外設備については保

温等の凍結防止対策を必要に

応じて行うことにより，安全機

能を損なわない設計とする。 

①-7，①-8，⑤-6，⑤-7 

【7 条低温 1】 

 

 

重大事故等対処設備は，建屋

内への設置又は設計基準事故

対処設備等及び同じ機能を有

する他の重大事故等対処設備

と位置的分散を図り設置する

とともに，環境条件等を考慮す

 

 

(a-3) 低温（凍結） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全施設は，設計基準温度に

よる凍結に対し，①-7，⑤-6 安

全施設及び安全施設を内包す

る区画の構造健全性の確保，若

しくは，低温による凍結を考慮

して，代替設備により必要な機

能を確保すること，安全上支障

のない期間での修復等の対応，

又は，それらを適切に組み合わ

せることで，その安全機能を損

なわない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

飛来物の影響に包絡される。◇12  

 

1.8.3 低温（凍結）防護に関

する基本方針 

 

 添付書類六の「7.3 低温」

に示す◇6 設計基準温度（-

15.2℃，24 時間及び-2.6℃，

173.4 時間）の低温によってそ

の安全機能が損なわれないこ

とを確認する必要がある施設

を，安全重要度分類のクラス

1，クラス 2 及びクラス 3 に属

する構築物，系統及び機器とす

る。◇9  

 

 その上で，外部事象防護対象

施設は，屋内設備については換

気空調系により環境温度を維

持し，屋外設備については保温

等の凍結防止対策を必要に応

じて行うことにより，安全機能

を損なわない設計とする。①-

8，⑤-7 

 

 

 

 

 また，上記に含まれない構築

物，系統及び機器は，低温によ

り凍結した場合であっても，代

替手段があること等により安

全機能は損なわれない。◇9  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。（技術基準規則 54条の追加

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止】 
 

要求事項との対比表 

7 条-18 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ることにより，設計基準事故対

処設備等の安全機能と同時に

その機能を損なわない設計と

する。④ 

【7条低温 2】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

適合のための設計方針 

第六条 外部からの衝撃によ

る損傷の防止 

 

（中略） 

 

(3) 低温（凍結） 

 

安全施設は，発電用原子炉施

設内において設計基準温度（-

15.2℃，24 時間及び-2.6℃，

173.4 時間）の低温が発生した

場合においても，安全機能を損

なわない設計とする。◇9  

 

その上で，外部事象防護対象

施設は，屋内設備については換

気空調系により環境温度を維

持し，屋外設備については保温

等の凍結防止対策を必要に応

じて行うことにより，安全機能

を損なわない設計とする。◇4

（①-7，⑤-6），◇5 （①-8，⑤-

7），◇9  

 

また，上記以外の安全施設に

ついては，低温に対して機能維

持する，若しくは，低温による

凍結を考慮して，代替設備によ

り必要な機能を確保すること，

安全上支障のない期間での修

復等の対応，又は，それらを適

切に組み合わせた設計とする。

⑤-3 

要求事項に関連して，変更後を

記載。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止】 
 

要求事項との対比表 

7 条-19 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

e. 降水 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外部事象防護対象施設は，設

計基準降水量の降水による浸

水に対して，設計基準降水量を

上回る排水能力を有する構内

排水路による海域への排水及

び建屋止水処置等を行うとと

もに，設計基準降水量の降水に

よる荷重に対して，排水口によ

る海域への排水を行うことに

より，安全機能を損なわない設

計とする。 

①-9，①-10，⑤-8，⑤-9 

【7 条降水 1】 

 

重大事故等対処設備は，建屋

内への設置又は設計基準事故

対処設備等及び同じ機能を有

する他の重大事故等対処設備

と位置的分散を図り設置する

とともに，環境条件等を考慮す

 

(a-4) 降水 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全施設は，設計基準降水量

による浸水及び荷重に対し，①

-9，⑤-8 安全施設及び安全施

設を内包する区画の構造健全

性の確保，若しくは，降水によ

る損傷を考慮して，代替設備に

より必要な機能を確保するこ

と，安全上支障のない期間での

修復等の対応，又は，それらを

適切に組み合わせることで，そ

の安全機能を損なわない設計

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.8.4 降水防護に関する基本

方針 

 

添付書類六の「7.4 降水」

に 示す◇6 設計基 準降水量

（101.3mm/h）の降水によって

その安全機能が損なわれない

ことを確認する必要がある施

設を，安全重要度分類のクラス

1，クラス 2 及びクラス 3 に属

する構築物，系統及び機器とす

る。◇9  

 

その上で，外部事象防護対象

施設は，設計基準降水量の降水

による浸水に対し，構内排水路

による海域への排水，浸水防止

のための建屋止水処置等によ

り，安全機能を損なわない設計

とするとともに，外部事象防護

対象施設は，設計基準降水量

（101.3mm/h）の降水による荷

重に対し，排水口による海域へ

の排水等により安全機能を損

なわない設計とする。①-10，

⑤-9 

 

また，上記に含まれない構築

物，系統及び機器は，降水によ

り損傷した場合であっても，代

替手段があること等により安

全機能は損なわれない。◇9  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。（技術基準規則 54条の追加

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止】 
 

要求事項との対比表 

7 条-20 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ることにより，設計基準事故対

処設備等の安全機能と同時に

その機能を損なわない設計と

する。④ 

【7条降水 2】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

適合のための設計方針 

第六条 外部からの衝撃によ

る損傷の防止 

 

（中略） 

 

(4) 降水 

 

安全施設は，発電用原子炉施

設内において設計基準降水量

（101.3mm/h）の降水が発生し

た場合においても，その安全機

能を損なわない設計とする。◇9  

 

その上で，外部事象防護対象

施 設は，設 計基準降水 量

（101.3mm/h）の降水による荷

重及び浸水に対し，排水口及び

構内排水路による海域への排

水，浸水防止のための建屋止水

処置等により安全機能を損な

わない設計とする。◇4 （①-9，

⑤-8），◇5 （①-10，⑤-9），◇9  

 

また，上記以外の安全施設に

ついては，降水に対して機能維

持する，若しくは，降水による

損傷を考慮して，代替設備によ

り必要な機能を確保すること，

安全上支障のない期間での修

復等の対応，又は，それらを適

切に組み合わせた設計とする。 

⑤-3 

 

要求事項に関連して，変更後を

記載。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止】 
 

要求事項との対比表 

7 条-21 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

f. 積雪 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全機能を有する構築物，系

統及び機器は，積雪荷重を建築

基準法に基づき設定し，防護す

る設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

f. 積雪 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外部事象防護対象施設は，設

計基準積雪量による積雪荷重

に対して，機械的強度を有する

こと，また，閉塞に対して，非

常用換気空調系の給・排気口を

設計基準積雪量より高所に設

置することにより，安全機能を

損なわない設計とする。 

①-11，①-12，⑤-10，⑤-11 

【7 条積雪 1】 

 

 

 

重大事故等対処設備は，建屋

内への設置又は設計基準事故

対処設備等及び同じ機能を有

する他の重大事故等対処設備

と位置的分散を図り設置する

とともに，環境条件等を考慮す

ること，及び除雪を実施するこ

とにより，設計基準事故対処設

(a-5) 積雪 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全施設は，設計基準積雪量

による荷重及び閉塞に対し，①

-11，⑤-10 安全施設及び安全

施設を内包する区画の構造健

全性の確保，若しくは，積雪に

よる損傷を考慮して，代替設備

により必要な機能を確保する

こと，安全上支障のない期間で

の修復等の対応，又は，それら

を適切に組み合わせることで，

その安全機能を損なわない設

計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.8.5 積雪防護に関する基本

方針 

 

 添付書類六の「7.5 積雪」

に 示す◇6 設計基 準積雪量

（167cm）の積雪によってその

安全機能が損なわれないこと

を確認する必要がある施設を，

安全重要度分類のクラス 1，ク

ラス 2 及びクラス 3 に属する

構築物，系統及び機器とする。

◇9  

 

 その上で，外部事象防護対象

施 設は，設 計基準積雪 量

（167cm）の積雪荷重に対し機

械的強度を有すること，また，

非常用換気空調系の給・排気口

は，設計基準積雪量より高所に

設置することにより安全機能

を損なわない設計とする。①-

12，⑤-11 

 

 

 

 

 また，上記に含まれない構築

物，系統及び機器は，積雪によ

り損傷した場合であっても，代

替手段があること等により安

全機能は損なわれない。◇9  

 

適合のための設計方針 

第六条 外部からの衝撃によ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。・

要求事項に対する設計の明確

化。 

・追加要求事項による差異あ

り。（技術基準規則 54条の追加

要求事項に関連して，変更後を

記載。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止】 
 

要求事項との対比表 

7 条-22 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

g. 落雷 

備等の安全機能と同時にその

機能を損なわない設計とする。

④ 

【7条積雪 2】 

 

 

なお，除雪を適宜実施するこ

とを保安規定に定めて管理す

る。⑦ 

【7条積雪 3】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

g. 落雷 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a-6) 落雷 

る損傷の防止 

 

（中略） 

 

(5) 積雪 

 

安全施設は，発電用原子炉施

設内において設計基準積雪量

（167cm）の積雪が発生した場

合においても，安全機能を損な

わない設計とする。◇9  

 

その上で，外部事象防護対象

施 設は，設 計基準積雪 量

（167cm）の積雪荷重に対し機

械的強度を有すること，また，

非常用換気空調系の給・排気口

は，設計基準積雪量より高所に

設置することにより安全機能

を損なわない設計とする。◇4

（①-11，⑤-10），◇5 （①-12，

⑤-11），◇9  

 

また，上記以外の安全施設に

ついては，積雪に対して機能維

持する，若しくは，積雪による

損傷を考慮して，代替設備によ

り必要な機能を確保すること，

安全上支障のない期間での除

雪，修復等の対応，又は，それ

らを適切に組み合わせた設計

とする。⑤-3 

 

1.8.6 落雷防護に関する基本

 

 

 

 

 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求に対する事項を運用で

担保する必要がある基本設計

方針について，保安規定に定め

て管理する旨を記載。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止】 
 

要求事項との対比表 

7 条-23 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全機能を有する構築物，系

統及び機器は，発電所の雷害防

止対策として，原子炉建屋等に

避雷設備を設け，接地網の敷設

による接地抵抗の低減等を行

うことにより，防護する設計と

する。 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外部事象防護対象施設は，発

電所の雷害防止対策として，原

子炉建屋等への避雷針の設置

を行うとともに，設計基準電流

値による雷サージに対して，接

地網の敷設による接地抵抗の

低減等及び安全保護系への雷

サージ侵入の抑制を図る回路

設計を行うことにより，安全機

能を損なわない設計とする。 

①-13，①-14，⑤-12，⑤-13 

【7 条落雷 1】 

 

重大事故等対処設備は，建屋

内への設置又は設計基準事故

対処設備等及び同じ機能を有

する他の重大事故等対処設備

と位置的分散を図り設置する

とともに，必要に応じ避雷設備

又は接地設備により防護する

ことにより，設計基準事故対処

設備等の安全機能と同時にそ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全施設は，設計基準電流値

による雷サージに対し，①-13，

⑤-12 安全機能を損なわない

設計とすること，若しくは，雷

サージによる損傷を考慮して，

代替設備により必要な機能を

確保すること，安全上支障のな

い期間での修復等の対応，又

は，それらを適切に組み合わせ

ることで，その安全機能を損な

わない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

方針 

 

 添付書類六の「7.6 落雷」

に 示す◇6 設計基 準電流値

（200kA）の落雷によってその

安全機能が損なわれないこと

を確認する必要がある施設を，

安全重要度分類のクラス 1，ク

ラス 2 及びクラス 3 に属する

構築物，系統及び機器とする。

◇9  

 

 その上で，外部事象防護対象

施設の雷害防止対策として，原

子炉建屋等への避雷針の設置，

接地網の敷設による接地抵抗

の低減等を行うとともに，安全

保護系への雷サージ侵入の抑

制を図る回路設計を行うこと

により，安全機能を損なわない

設計とする。①-14，⑤-13 

 

 

 

 

 また，上記に含まれない構築

物，系統及び機器は，落雷によ

り損傷した場合であっても，代

替手段があること等により安

全機能は損なわれない。◇9  

 

適合のための設計方針 

第六条 外部からの衝撃によ

る損傷の防止 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。（技術基準規則 54条の追加

要求事項に関連して，変更後を

記載。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止】 
 

要求事項との対比表 

7 条-24 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の機能を損なわない設計とす

る。④ 

【7条落雷 2】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

h. 地滑り 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (a-7) 地滑り 

 

 

（中略） 

 

(6) 落雷 

 

安全施設は，発電用原子炉施

設内において設計基準電流値

（200kA）の落雷が発生した場

合においても，安全機能を損な

わない設計とする。◇9  

 

その上で，外部事象防護対象

施設の雷害防止対策として，原

子炉建屋等への避雷針の設置，

接地網の敷設による接地抵抗

の低減等を行うとともに，安全

保護系への雷サージ侵入の抑

制を図る回路設計を行うこと

により安全機能を損なわない

設計とする。◇4（①-13，⑤-12），

◇5 （①-14，⑤-13），◇9  

 

また，上記以外の安全施設に

ついては，落雷に対して機能維

持する，若しくは，落雷による

損傷を考慮して，代替設備によ

り必要な機能を確保すること，

安全上支障のない期間での修

復等の対応，又は，それらを適

切に組み合わせた設計とする。

⑤-3 

 

1.8.7 地滑り防護に関する基

本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止】 
 

要求事項との対比表 

7 条-25 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外部事象防護対象施設は，地

滑りに対して，斜面からの離隔

距離を確保し地滑りのおそれ

がない位置に設置することに

より，安全機能を損なわない設

計とする。 

①-15，①-16，⑤-14，⑤-15 

【7 条地滑り 1】 

 

 

 

 

重大事故等対処設備は，建屋

内への設置又は設計基準事故

対処設備等及び同じ機能を有

する他の重大事故等対処設備

と位置的分散を図り設置する

ことにより，設計基準事故対処

設備等の安全機能と同時にそ

の機能を損なわない設計とす

る。④ 

【7条地滑り 2】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全施設は，地滑りに対し①

-15，⑤-14 斜面からの離隔距

離を確保し地滑りのおそれが

ない位置に設置すること，若し

くは，地滑りによる損傷を考慮

して，代替設備により必要な機

能を確保すること，安全上支障

のない期間での修復等の対応，

又は，それらを適切に組み合わ

せることで，その安全機能を損

なわない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地滑りによってその安全機

能が損なわれないことを確認

する必要がある施設を，安全重

要度分類のクラス 1，クラス 2

及びクラス 3に属する構築物，

系統及び機器とする。◇9  

 

 その上で，外部事象防護対象

施設は，斜面からの離隔距離を

確保し地滑りのおそれがない

位置に設置することにより安

全機能を損なわない設計とす

る。①-16，⑤-15 

 

 

 

 

 

 

 また，上記に含まれない構築

物，系統及び機器は，地滑りに

より損傷した場合であっても，

代替手段があること等により

安全機能は損なわれない。◇9  

 

適合のための設計方針 

第六条 外部からの衝撃によ

る損傷の防止 

 

（中略） 

 

(7) 地滑り 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。（技術基準規則 54条の追加

要求事項に関連して，変更後を

記載。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止】 
 

要求事項との対比表 

7 条-26 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

i. 生物学的事象 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (a-9) 生物学的事象 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全施設は，発電用原子炉施

設内において地滑りが発生し

た場合においても，安全機能を

損なわない設計とする。◇9  

 

その上で，外部事象防護対象

施設は，斜面からの離隔距離を

確保し地滑りのおそれがない

位置に設置することにより安

全機能を損なわない設計とす

る。◇4 （①-15，⑤-14），◇5 （①

-16，⑤-15），◇9  

 

また，上記以外の安全施設に

ついては，斜面からの離隔距離

を確保し地滑りのおそれがな

い位置に設置すること，若しく

は，地滑りによる損傷を考慮し

て，代替設備により必要な機能

を確保すること，安全上支障の

ない期間での修復等の対応，又

は，それらを適切に組み合わせ

た設計とする。⑤-3 

 

1.8.9 生物学的事象防護に関

する基本方針 

 

 生物学的事象として海洋生

物であるクラゲ等の発生，小動

物等の侵入によってその安全

機能が損なわれないことを確

認する必要がある施設を，安全

重要度分類のクラス１，クラス

２及びクラス３に属する構築

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止】 
 

要求事項との対比表 

7 条-27 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

外部事象防護対象施設は，生

物学的事象に対して，海洋生物

であるクラゲ等の発生を考慮

して除塵装置及び海水ストレ

ーナを設置し，必要に応じて塵

芥を除去すること，また，小動

物の侵入に対して，屋内設備は

建屋止水処置等により，屋外設

備は端子箱貫通部の閉止処置

等を行うことにより，安全機能

を損なわない設計とする。 

①-17，①-18，⑤-16，⑤-17 

【7 条生物 1】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故等対処設備は，生物

学的事象に対して，小動物の侵

入を防止し，海洋生物に対し

て，予備を有することにより，

設計基準事故対処設備等の安

全機能と同時にその機能を損

 

 

安全施設は，生物学的事象と

して海洋生物であるクラゲ等

の発生及び小動物等の侵入に

対し，その安全機能を損なわな

い設計とする。 

 クラゲ等の発生に対しては，

クラゲ等を含む塵芥による原

子炉補機冷却海水系等への影

響を防止するため，除塵装置及

び海水ストレーナを設置し，必

要に応じて塵芥を除去するこ

と，小動物の侵入に対しては，

屋内設備は建屋止水処置等に

より，屋外設備は端子箱貫通部

の閉止処置等を行うことによ

り，安全施設の生物学的事象に

対する健全性の確保，若しく

は，生物学的事象による損傷を

考慮して，代替設備により必要

な機能を確保すること，安全上

支障のない期間での修復等の

対応，又は，それらを適切に組

み合わせることで，その安全機

能を損なわない設計とする。①

-17，⑤-16 

 

 

 

 

 

 

 

物，系統及び機器とする。◇9  

 

 その上で，外部事象防護対象

施設は，クラゲ等の発生に対し

て，①-18，⑤-17 クラゲ等を含

む塵芥による原子炉補機冷却

海水系等への影響を防止する

ため，除塵装置及び海水ストレ

ーナを設置し，必要に応じて塵

芥を除去することにより，安全

機能を損なわない設計とする。

◇4 （①-17，⑤-16），◇9  

 

 小動物等の侵入に対しては，

屋内設備は建屋止水処置等に

より，屋外設備は端子箱貫通部

の閉止処置を行うことにより，

安全機能を損なわない設計と

する。◇4 （①-17，⑤-16），◇9  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また，上記に含まれない構築

物，系統及び機器は，生物学的

事象により損傷した場合であ

っても，代替手段があること等

により安全機能は損なわれな

い。◇9  

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。（技術基準規則 54条の追加

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止】 
 

要求事項との対比表 

7 条-28 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なわない設計とする。④ 

【7条生物 2】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

適合のための設計方針 

第六条 外部からの衝撃によ

る損傷の防止 

 

（中略） 

 

(9) 生物学的事象 

 

安全施設は，発電用原子炉施

設内において生物学的事象と

して海洋生物であるクラゲ等

の発生及び小動物等の侵入が

発生した場合においても，その

安全機能を損なわない設計と

する。◇4 （①-17，⑤-16），◇9  

 

その上で，外部事象防護対象

施設は，クラゲ等の発生に対し

て，クラゲ等を含む塵芥による

原子炉補機冷却海水系等への

影響を防止するため，除塵装置

及び海水ストレーナを設置し，

必要に応じて塵芥を除去する

ことにより，安全機能を損なわ

ない設計とする。◇5 （①-18，

⑤-17），◇9  

 

小動物等の侵入に対しては，

屋内設備は建屋止水処置等に

より，屋外設備は端子箱貫通部

の閉止処置を行うことにより，

安全機能を損なわない設計と

する。◇4 （①-17，⑤-16），◇9  

要求事項に関連して，変更後を

記載。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止】 
 

要求事項との対比表 

7 条-29 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 人為事象 

a. 外部火災 

b. 船舶の衝突 

 

 

外部事象防護対象施設は，航

路からの離隔距離を確保する

こと，小型船舶が発電所近傍で

漂流した場合でも，防波堤等に

衝突して止まること及び深層

から取水することにより，安全

機能を損なわない設計とする。 

①-19，①-20，⑤-18，⑤-19 

【7 条船舶 1】 

 

 

 

 

 

重大事故等対処設備は，航路

からの離隔距離を確保するこ

と，小型船舶が発電所近傍で漂

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a-12) 船舶の衝突 

 

 

安全施設は，航路を通行する

船舶の衝突に対し，航路からの

離隔距離を確保することによ

り，安全施設の船舶の衝突に対

する健全性の確保，若しくは，

船舶の衝突による損傷を考慮

して，代替設備により必要な機

能を確保すること，安全上支障

のない期間での修復等の対応，

又は，それらを適切に組み合わ

せることで，その安全機能を損

なわない設計とする。①-19，

⑤-18 

 

 

 

 

 

また，上記以外の安全施設に

ついては，生物学的事象による

海洋生物であるクラゲ等の発

生及び小動物等の侵入に対す

る健全性の確保，若しくは，生

物学的事象による損傷を考慮

し安全上支障のない期間での

修復等の対応，又は，それらを

適切に組み合わせた設計とす

る。⑤-3 

 

 

 

1.8.12 船舶の衝突防護に関

する基本方針 

 

 航路を通行する船舶の衝突

に対し，航路からの離隔距離を

確保することにより，安全施設

が安全機能を損なわない設計

とする。◇4（①-19，⑤-18），◇9  

 

 小型船舶が発電所近傍で漂

流した場合でも，敷地前面の防

波堤等に衝突して止まること

から取水性に影響はない。 

 

 また，カーテン・ウォール前

面に小型船舶が到達した場合

であっても，深層から取水する

ことにより，①-20，⑤-19 取水

機能が損なわれるような閉塞

は生じない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求事項に対する設計の明

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止】 
 

要求事項との対比表 

7 条-30 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

流した場合でも，防波堤等に衝

突して止まること及び設計基

準事故対処設備等と位置的分

散を図り設置することにより，

船舶の衝突による取水性を損

なうことのない設計とする。④ 

【7条船舶 2】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 船舶の座礁により重油流出

事故が発生した場合は，オイル

フェンスを設置する措置を講

じる。◇9  

 

 したがって，船舶の衝突によ

って取水路が閉塞することは

なく，安全施設の安全機能を損

なうことはない。◇9  

 

適合のための設計方針 

第六条 外部からの衝撃によ

る損傷の防止 

 

（中略） 

 

(3) 船舶の衝突 

 

航路を通行する船舶の衝突

に対し，航路からの離隔距離を

確保することにより，安全施設

が安全機能を損なわない設計

とする。◇9  

 

小型船舶が発電所近傍で漂

流した場合でも，敷地前面の防

波堤等に衝突して止まること

から取水性に影響はない。◇9  

 

また，カーテン・ウォール前

面に小型船舶が到達した場合

であっても，深層から取水する

ことにより，取水機能が損なわ

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。（技術基準規則 54条の追加

要求事項に関連して，変更後を

記載。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止】 
 

要求事項との対比表 

7 条-31 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

c. 電磁的障害 

 

 

外部事象防護対象施設及び

重大事故等対処設備のうち電

磁波に対する考慮が必要な機

器は，電磁波によりその機能を

損なうことがないよう，ライン

フィルタや絶縁回路の設置，又

は鋼製筐体や金属シールド付

ケーブルの適用等により，電磁

波の侵入を防止する設計とす

る。①-21，④，⑤-20 

【7 条電磁 1】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a-13) 電磁的障害 

 

 

 安全施設は，電磁的障害によ

る擾乱に対し，制御盤へ入線す

る電源受電部へのラインフィ

ルタや絶縁回路の設置，外部か

らの信号入出力部へのライン

フィルタや絶縁回路の設置，通

信ラインにおける光ケーブル

の適用等により，安全施設の電

磁的障害に対する健全性の確

保，若しくは，電磁的障害によ

る損傷を考慮して，代替設備に

より必要な機能を確保するこ

と，安全上支障のない期間での

修復等の対応，又は，それらを

適切に組み合わせることで，そ

の安全機能を損なわない設計

とする。①-21，⑤-20 

 

― 以 下 余 白 ― 

 

れるような閉塞は生じない設

計とする。◇9  

 

船舶の座礁により重油流出

事故が発生した場合は，オイル

フェンスを設置する措置を講

じる。◇9  

 

1.8.13 電磁的障害防護に関

する基本方針 

 

 安全保護系は，電磁的障害に

よる擾乱に対して，制御盤へ入

線する電源受電部へのライン

フィルタや絶縁回路の設置，外

部からの信号入出力部へのラ

インフィルタや絶縁回路の設

置，通信ラインにおける光ケー

ブルの適用等により，影響を受

けない設計としている。◇4（①

-21，⑤-20），◇9  

 

 したがって，電磁的障害によ

り安全施設の安全機能を損な

うことはない。◇9  

 

適合のための設計方針 

第六条 外部からの衝撃によ

る損傷の防止 

 

（中略） 

 

(4) 電磁的障害 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。（技術基準規則 54条の追加

要求事項に関連して，変更後を

記載。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止】 
 

要求事項との対比表 

7 条-32 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 兼用キャスクが設置許可基

準規則第六条第四項又は第五項

の規定により定める自然現象に

よりその安全性を損なうおそれ

がある場合は、防護措置、基礎地

盤の改良その他の適切な措置を

講じなければならない。⑧ 

 

 

５ 兼用キャスクが設置許可基

準規則第六条第六項又は第七項

の規定により定める人為による

事象によりその安全性が損なわ

れないよう、防護措置その他の

適切な措置を講じなければなら

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

d. 航空機の墜落 

 

可搬型重大事故等対処設備

は，建屋内に保管するか，又は

屋外において設計基準対象施

設等と位置的分散を図り保管

する。④ 

【7条航空機 1】 

 

 

 

 使用済燃料を貯蔵する兼用

キャスクは保有しない。⑧ 

【7条共通 17】 

 

 

 

安全保護系は，電磁的障害に

よる擾乱に対して，制御盤へ入

線する電源受電部へのライン

フィルタや絶縁回路の設置，外

部からの信号入出力部へのラ

インフィルタや絶縁回路の設

置，通信ラインにおける光ケー

ブルの適用等により，影響を受

けない設計とする。◇4（①-21，

⑤-20），◇9  

 

したがって，電磁的障害によ

り安全施設の安全機能を損な

うことはない。◇9  

 

― 以 下 余 白 ― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。（技術基準規則 54条の追加

要求事項に関連して，変更後を

記載。） 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

核燃料物質の取扱施設及び貯蔵

施設 

2. 燃料貯蔵設備 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止】 
 

要求事項との対比表 

7 条-33 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

ない。⑧ 

 

【解釈】 

６ 第４項及び第５項に規定す

る「適切な措置を講じなければ

ならない」には、供用中における

運転管理等の運用上の措置及び

対象とする発生源から一定の距

離を置くことを含む。⑧ 

 

― 以 下 余 白 ― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 以 下 余 白 ― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 以 下 余 白 ― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 以 下 余 白 ― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 以 下 余 白 ― 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（竜巻）-1 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

（外部からの衝撃による損傷の

防止） 

 

第七条 設計基準対象施設（兼

用キャスクを除く。）が想定され

る自然現象（地震及び津波を除

く。）によりその安全性を損なう

おそれがある場合は、防護措置、

基礎地盤の改良その他の適切な

措置を講じなければならない。

竜①，竜②，竜③，竜④ 

 

【解釈】 

１ 第１項に規定する「想定さ

れる自然現象」には、台風、竜巻、

降水、積雪、凍結、落雷、火山事

象、生物学的事象、森林火災等を

含む。竜①，竜②，竜③，竜④ 

 

 

２ 第１項に規定する「適切な

措置を講じなければならない」

には、供用中における運転管理

等の運用上の措置を含む。竜①，

竜②，竜③，竜④ 

 

― 以 下 余 白 ― 

 

 

2.3 外部からの衝撃による損

傷の防止 

 

(1) 自然現象 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

2.3 外部からの衝撃による損

傷の防止 

 

(1) 自然現象 

 

a. 竜巻 

 

 

 

 

 

 

 

外部事象防護対象施設は竜

巻防護に係る設計時に，設置

（変更）許可を受けた最大風速

92m/s 竜②-1 の竜巻（以下「設

計竜巻」という。）が発生した

場合について竜巻より防護す

べき施設に作用する荷重を設

定し，外部事象防護対象施設が

安全機能を損なわないよう，そ

れぞれの施設の設置状況等を

考慮して影響評価を実施し，外

部事象防護対象施設が安全機

能を損なうおそれがある場合

は，影響に応じた防護措置その

他の適切な措置を講じる設計

とする。竜①-1 

【7 条竜巻 1】 

また，重大事故等対処設備

は，建屋内への設置又は設計基

準事故対処設備等及び同じ機

 

 

 

 

 

 

(a-2) 竜巻 

 

 

 

 

 

 

 

安全施設竜□1 は，想定される

竜巻が発生した場合において

も，作用する設計荷重に対し

て，その安全機能を損なわない

設計とする。竜①-1また，安全

施設は，過去の竜巻被害状況及

びプラント配置から想定され

る竜巻に随伴する事象竜③-14

に対して，安全機能を損なわな

い設計とする。 

竜巻に対する防護設計を行

うための設計竜巻の最大風速

は，92m/s 竜②-1 とし，設計荷

重は，設計竜巻による風圧力に

よる荷重，気圧差による荷重及

び飛来物が安全施設に衝突す

る際の衝撃荷重を組み合わせ

た設計竜巻荷重並びに安全施

設に常時作用する荷重，運転時

荷重及びその他竜巻以外の自

 

 

 

 

 

 

1.8.2 竜巻防護に関する基本

方針 

 

1.8.2.1 設計方針 

 

(1) 竜巻に対する設計の基本

方針 

 

安全施設竜◇1 が竜巻に対し

て，発電用原子炉施設の安全性

を確保するために必要な安全

機能を損なわないよう，基準竜

巻，設計竜巻及び設計荷重を適

切に設定し，以下の事項に対し

て，対策を行い，建屋による防

護，構造健全性の維持，代替設

備の確保等によって，安全機能

を損なわない設計とする。竜◇5  

また，安全施設は，設計荷重

による波及的影響によって，安

全機能を損なわない設計とす

る。竜◇5  

a. 飛来物の衝突による施設の

貫通及び裏面剥離竜◇5  

b. 設計竜巻による風圧力によ

る荷重，気圧差による荷重及び

設計飛来物による衝撃荷重を

組み合わせた設計竜巻荷重並

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求事項に対する設計の明

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（竜巻）-2 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

能を有する他の重大事故等対

処設備と位置的分散を図り設

置することにより，設計基準事

故対処設備等の安全機能と同

時にその機能を損なわない設

計とする。竜⑤ 

【7条竜巻 2】 

さらに，外部事象防護対象施

設に機械的，機能的及び二次的

な波及的影響を及ぼす可能性

がある施設の影響について考

慮した設計とする。竜③-1，竜

③-2，竜③-3 

【7 条竜巻 3】 

なお，定期的に新知見の確認

を行い，新知見が得られた場合

に評価を行うことを保安規定

に定めて管理する。竜④ 

【7条竜巻 4】 

 

(a) 影響評価における荷重の

設定 

構造強度評価においては，風

圧力による荷重，気圧差による

荷重及び飛来物の衝撃荷重を

組み合わせた設計竜巻荷重並

びに竜巻以外の荷重を適切に

組み合わせた設計荷重を設定

する。竜②-2 

【7 条竜巻 5】 

風圧力による荷重及び気圧

差による荷重としては，設計竜

巻の特性値に基づいて設定す

る。竜② 

然現象による荷重等を適切に

組み合わせたものとして設定

する。竜②-2 

安全施設の安全機能を損な

わないようにするため，安全施

設に影響を及ぼす飛来物の発

生防止対策を実施するととも

に，作用する設計荷重に対する

安全施設及び安全施設を内包

する区画の構造健全性の確保，

若しくは，飛来物による損傷を

考慮して，代替設備により必要

な機能を確保すること，安全上

支障のない期間での修復等の

対応，又は，それらを適切に組

み合わせることで，その安全機

能を損なわない設計とする。竜

□2  

 

飛来物の発生防止対策とし

て，飛来物となる可能性のある

もののうち，資機材竜②-8，車

両竜②-12 等竜②-9 について

は飛来した場合の運動エネル

ギ又は貫通力が竜②-6 設定す

る設計飛来物竜②-3 より竜②

-5 大きな竜②-7 ものに対し，

それぞれ固縛，固定又は防護す

べき施設からの離隔竜②-10

対策を実施する竜②-11。 

 

― 以 下 余 白 ― 

 

びにその他の組み合わせ荷重

（常時作用している荷重，運転

時荷重，竜巻以外の自然現象に

よる荷重及び設計基準事故時

荷重）を適切に組み合わせた設

計荷重竜◇3 （竜②-2） 

c. 竜巻による気圧の低下竜◇5  

d. 外気と繋がっている箇所へ

の風の流入竜◇5  

竜巻によってその安全機能

が損なわれないことを確認す

る必要がある施設を，安全重要

度分類のクラス 1，クラス 2 及

びクラス 3 に属する構築物，

系統及び機器とする。竜◇5  

竜巻によってその安全機能

が損なわれないことを確認す

る必要がある施設のうち，外部

事象防護対象施設は，設計荷重

に対し機械的強度を有するこ

とにより安全機能を損なわれ

ない設計とする。竜◇5  

竜巻影響評価の対象施設と

しては，竜◇5 「1.8.2.1(3) 外

部事象防護対象施設のうち評

価対象施設」及び「1.8.2.1(4) 

外部事象防護対象施設に波及

的影響を及ぼし得る評価対象

施設」竜◇4 に示す施設を外部事

象防護対象施設の対象施設と

する。竜◇5  

なお，「基準地震動及び耐震

設計方針に係る審査ガイド」の

重要度分類における耐震 S ク

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。（技術基準規則 54 条の追加

要求事項に関連して，変更後を

記載。） 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求に対する事項を運用で

担保する必要がある基本設計

方針について，保安規定に定め

て管理する旨を記載。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

竜③-1 引用元：P7 

竜③-2 引用元：P8 

竜③-3 引用元：P8 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

竜②-2 引用元：P1,2 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（竜巻）-3 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【7条竜巻 6】 

 

飛来物の衝撃荷重としては，

設置（変更）許可を受けた設計

飛来物竜②-3 である鋼製足場

板（長さ 4m×幅 0.25m×奥行き

0.04m，質量 14kg，飛来時の水

平速度 55m/s，飛来時の鉛直速

度 18m/s）及び足場パイプ（長

さ 4m ×幅 0.05m × 奥行 き

0.05m，質量 11kg，飛来時の水

平速度 42m/s，飛来時の鉛直速

度38m/s）竜②-4より竜②-5も

運動エネルギ又は貫通力が竜

②-6 大きな竜②-7 重大事故等

対処設備，資機材竜②-8 等竜

②-9 は設置場所及び障害物の

有無を考慮し，固縛，固定又は

外部事象防護対象施設等から

の離隔竜②-10 を実施する竜

②-11 こと，並びに車両竜②-

12 については構内管理及び退

避を実施することにより飛来

物とならない措置を講じるこ

とから，設計飛来物が衝突する

場合の荷重を設定することを

基本とする。竜② 

さらに，設計飛来物に加え

て，竜巻の影響を考慮する施設

の設置状況その他環境状況を

考慮し，評価に用いる飛来物の

衝突による荷重を設定する。竜

② 

【7条竜巻 7】 

ラスの設計を要求される構築

物，系統及び機器のうち，竜巻

の影響を受ける可能性がある

施設を抽出した結果，追加で竜

◇5 「1.8.2.1(3) 外部事象防護

対象施設のうち評価対象施設」

竜◇4 に反映する施設はない。竜

◇5  

竜巻に対する防護設計を行

う，外部事象防護対象施設のう

ち評価対象施設，外部事象防護

対象施設に波及的影響を及ぼ

し得る評価対象施設を「評価対

象施設等」という。竜◇5  

外部事象防護対象施設の安

全機能を損なわないようにす

るため，外部事象防護対象施設

に影響を及ぼす飛来物の発生

防止対策を実施するとともに，

作用する設計荷重に対する外

部事象防護対象施設の構造健

全性の維持，外部事象防護対象

施設を内包する区画の構造健

全性の確保，若しくは，飛来物

による損傷を考慮して，代替設

備により必要な機能を確保す

ること，安全上支障のない期間

での修復等の対応，又は，それ

らを適切に組み合わせた設計

とする。竜◇5  

屋外に設置する外部事象防

護対象施設の構造健全性の維

持又は外部事象防護対象施設

を内包する区画の構造健全性

・追加要求事項による差異あ

り。 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

竜②-3 引用元：P2 

 

 

 

 

 

 

 

竜②-4 引用元：P32 

竜②-5 引用元：P2 

竜②-6 引用元：P2 

竜②-7 引用元：P2 

竜②-8 引用元：P2 

竜②-9 引用元：P2 

 

竜②-10 引用元：P2 

竜②-11 引用元：P2 

竜②-12 引用元：P2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（竜巻）-4 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお，飛来した場合の運動エ

ネルギ又は貫通力が竜②-6 設

計飛来物竜②-3 である足場パ

イプ及び鋼製足場板より竜②-

5 も大きな竜②-7 重大事故等

対処設備，資機材竜②-8 等竜

②-9 については，その保管場

所，設置場所及び障害物の有無

を考慮し，外部事象防護対象施

設及び飛来物の衝突により外

部事象防護対象施設の安全機

能を損なわないよう防護措置

として設置する施設（以下「防

護対策施設」という。）に衝突

し，外部事象防護対象施設の機

能に影響を及ぼす可能性があ

る場合には，固縛，固定又は外

部事象防護対象施設等からの

離隔竜②-10 によって浮き上

がり又は横滑りにより外部事

象防護対象施設の機能に影響

を及ぼすような飛来物となら

ない設計とする。竜② 

【7条竜巻 8】 

重大事故等対処設備，資機材

竜②-8 等竜②-9 の固縛，固定

又は外部事象防護対象施設か

らの離隔竜②-10 を実施する

竜②-11 こと，並びに車両竜②

-12 については構内管理及び

退避を実施することを保安規

定に定めて管理する。竜④，竜

⑤ 

【7条竜巻 9】 

の確保において，それらを防護

するために設置する竜巻防護

対策設備は，竜巻防護ネット，

非常用ディーゼル発電機燃料

移送系防護板等から構成し，飛

来物から外部事象防護対象施

設を防護できる設計とする。竜

◇5  

 

(2) 設計竜巻の設定 

添付書類六の「7.2 竜巻」竜

◇4 において設定した基準竜巻

の最大風速は 76m/s とする。竜

◇6  

設計竜巻の設定に際して，柏

崎刈羽原子力発電所は北西が

日本海に面し，三方を森林に囲

まれた標高 60m 前後のなだら

かな丘陵地であり，地形効果に

よる風の増幅について評価し

た結果，増幅効果がないことが

確認されたが，将来的な気候変

動による竜巻発生の不確実性

を踏まえ，竜◇6 設計竜巻の最大

風速は 92m/s とする。竜◇3（竜

②-1） 

 

(3) 外部事象防護対象施設の

うち評価対象施設竜◇9  

外部事象防護対象施設は，設

計荷重に対し機械的強度を有

することにより安全機能を損

なわない設計とする。 

外部事象防護対象施設のう

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求に対する事項を運用で

担保する必要がある基本設計

方針について，保安規定に定め

て管理する旨を記載。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

竜②-3 引用元：P2 

竜②-6 引用元：P2 

竜②-5 引用元：P2 

竜②-7 引用元：P2 

竜②-8 引用元：P2 

竜②-9 引用元：P2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

竜②-10 引用元：P2 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

竜②-8 引用元：P2,竜②-9引用

元：P2,竜②-10 引用元：P2,竜

②-11 引用元：P2,竜②-12 引用

元：P2 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（竜巻）-5 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ち，屋内設備は内包する建屋に

より防護する設計とし，評価対

象施設を，屋外設備（建屋含

む），外気との接続がある設備

及び外殻となる施設等による

防護機能が期待できない設備

に分類し，抽出する。 

なお，外殻となる施設等によ

る防護機能が期待できない設

備については，建屋，構築物の

構造健全性維持可否の観点，設

計飛来物の衝突による開口部

の開放又は開口部建具の貫通

の観点から抽出する。 

また，上記に含まれない構築

物，系統及び機器は，竜巻及び

その随伴事象により損傷した

場合であっても，代替手段があ

ること等により安全機能は損

なわれない。 

（屋外設備） 

・軽油タンク 

・非常用ディーゼル発電機燃

料移送系 

・原子炉建屋 

・タービン建屋海水熱交換器

区域 

・コントロール建屋 

・廃棄物処理建屋 

（外気との接続がある設備） 

・非常用ディーゼル発電機吸

気系 

・非常用換気空調系（非常用デ

ィーゼル発電機電気品区域

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（竜巻）-6 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

換気空調系（非常用ディーゼ

ル発電機非常用送風機含

む），中央制御室換気空調系，

コントロール建屋計測制御

電源盤区域換気空調系，海水

熱交換器区域換気空調系） 

（外殻となる施設等による防

護機能が期待できない設備） 

・原子炉建屋 1 階非常用ディ

ーゼル発電機室設置設備（非

常用ディーゼル発電機，非常

用ディーゼル発電機ディー

ゼル機関，非常用ディーゼル

発電機始動用空気系，非常用

ディーゼル発電機冷却水系） 

・原子炉建屋4 階設置設備（使

用済燃料プール（使用済燃

料貯蔵ラックを含む），燃料

プール注入ライン逆止弁） 

・タービン建屋海水熱交換器

区域 1階非常用電気品室（A）

設置設備（パワーセンタ，モ

ータコントロールセンタ） 

・タービン建屋海水熱交換器

区域 1 階階段室設置設備

（原子炉補機冷却系配管，原

子炉補機冷却海水系配管）等 

 

(4) 外部事象防護対象施設に

波及的影響を及ぼし得る評価

対象施設 

外部事象防護対象施設に波

及的影響を及ぼし得る評価対

象施設としては，当該施設の破

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（竜巻）-7 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

損等により外部事象防護対象

施設に波及的影響を及ぼして

安全機能を喪失させる可能性

がある施設，又はその施設の特

定の区画とする。竜◇9  

外部事象防護対象施設に波

及的影響を及ぼし得る評価対

象施設としては，発電所構内の

構築物，系統及び機器（安全重

要度分類のクラス１，クラス

２，クラス３及びノンクラス）

の中から，以下の①，②及び③

に示す施設を抽出する。竜◇9  

 

① 機械的竜③-1 影響の観点

での抽出 

発電所構内の構築物，系統及

び機器のうち，倒壊により外部

事象防護対象施設の機能を喪

失させる可能性がある施設竜

③-11 として，以下を抽出し，

評価する。竜◇2  

・主排気筒（6号及び 7号炉へ

の影響）竜◇9  

・5 号炉主排気筒（6 号炉への

影響）竜◇9  

・5 号炉タービン建屋（6 号炉

への影響）竜◇9  

・サービス建屋（6号及び 7号

炉への影響）竜◇9  

・原子炉建屋天井クレーン（自

号炉への影響）竜◇9  

・燃料交換機（自号炉への影

響）竜◇9  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（竜巻）-8 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 機能的竜③-2 影響の観点

での抽出 

発電所構内の構築物，系統及

び機器のうち，気圧差等による

損傷により外部事象防護対象

施設の機能を喪失させる可能

性がある屋外の外部事象防護

対象施設竜③-12 の付属設備

として，以下を抽出する。竜◇2  

・非常用ディーゼル発電機排

気管竜◇9  

・非常用ディーゼル発電機排

気消音器竜◇9  

・ミスト管（燃料ディタンク，

非常用ディーゼル発電機機

関本体，潤滑油補給タンク，

燃料ドレンタンク）竜◇9  

 

③ 二次的竜③-3 影響の観点

での抽出 

発電所構内の構築物，系統及

び機器のうち，二次的影響の観

点から，竜巻随伴事象竜③-13

の影響により外部事象防護対

象施設の機能を喪失させる可

能性がある施設として，以下を

抽出する。竜◇2  

・溢水により外部事象防護対

象施設の機能を喪失させる

可能性のある設備竜◇9  

・火災発生により外部事象防

護対象施設の機能を喪失さ

せる可能性がある設備竜◇9  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（竜巻）-9 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・外部電源竜◇9  

 

(5) 設計飛来物の設定 

飛来物に係る現地調査結果

及び「原子力発電所の竜巻影響

評価ガイド（平成 25 年 6 月

19 日 原規技発 13061911 号 

原子力規制委員会決定）」に示

されている設計飛来物の設定

例を参照し設定する。竜◇7  

設計飛来物は，浮き上がりの

有無，運動エネルギ，貫通力の

大きさから，鋼製材，角型鋼管

（大），足場パイプ及び鋼製足

場板を選定する。竜◇7  

ただし，これらのうち飛来物

の発生防止対策を講じるもの

は除く。竜◇7  

また，非常用換気空調系ルー

バへの防護対策として設置す

る竜巻防護ネットを通過する

可能性があり，鋼製材，角型鋼

管（大），足場パイプ及び鋼製

足場板にて包含できないこと

から，砂利を設計飛来物とす

る。竜◇7  

第 1.8.2－1 表に柏崎刈羽

原子力発電所における設計飛

来物を示す。竜◇4  

 

① 鋼製材，角型鋼管（大）及

び砂利の影響高さ 

ランキン渦モデルを採用し

ている米国 Regulatory Guide 
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【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（竜巻）-10 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.76 では，小さな飛来物（ス

チールパイプ等）はどの高さへ

の衝突も想定しているのに対

し，重量物（自動車）に対して

は 9.1m（30feet）以下に影響を

及ぼすこととしている。竜◇7  

一方，フジタモデルを適用し

た場合の鋼製材，角型鋼管（大）

及び砂利の影響高さは，竜◇7 第

1.8.2－1 表竜◇4 のとおり，最

大でも 0.15m と僅かである

が，これらの飛来物（飛来物の

寸法で最も長い辺は 4.2m）は

回転して飛散することも想定

される。竜◇7  

また，高所の建屋開口部等へ

の影響を及ぼす可能性がある

ものには飛来物の発生防止対

策を講じることから，鋼製材，

角型鋼管（大）及び砂利は原則

地上高 10m まで影響を及ぼす

ものとする。竜◇7  

 

② 足場パイプ及び鋼製足場板

の影響高さ 

足場パイプ及び鋼製足場板

の浮き上がり高さは，竜◇7 第

1.8.2－1 表竜◇4 のとおり，高

所の建屋開口部等へ影響を及

ぼす可能性があることから，ど

の高さへの衝突も想定するも

のとする。竜◇7  

 

飛来物の発生防止対策につ
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【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（竜巻）-11 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いては，現地調査により抽出し

た飛来物や持ち込まれる物品

の寸法，質量及び形状から飛来

の有無を判断し，運動エネル

ギ，貫通力を考慮して，衝突時

に建屋等又は竜巻防護対策設

備に与えるエネルギが設計飛

来物（極小飛来物である砂利を

除く。）によるものより大きく，

外部事象防護対象施設を防護

できない可能性があるものは

固縛，固定又は外部事象防護対

象施設からの離隔対策を実施

し，確実に飛来物とならない運

用とする。竜◇7  

 

(6) 荷重の組み合わせと許容

限界竜◇8  

竜巻に対する防護設計を行

うため，評価対象施設等に作用

する設計竜巻荷重の算出，設計

竜巻荷重の組み合わせの設定，

設計竜巻荷重と組み合わせる

荷重の設定及び許容限界につ

いて以下に示す。 

 

a. 評価対象施設等に作用する

設計竜巻荷重 

設計竜巻により評価対象施

設等に作用する荷重として「風

圧力による荷重（ＷＷ)」，「気圧

差による荷重（ＷＰ）」及び「設

計飛来物による衝撃荷重（Ｗ

Ｍ）」を以下に示すとおり算出

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（竜巻）-12 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

する。 

 

(a) 風圧力による荷重（ＷＷ） 

設計竜巻の最大風速による

荷重であり，「建築基準法施行

令」（昭和 25 年 11 月 16 日政

令第 338 号），「日本建築学会 

建築物荷重指針・同解説」及び

建設省告示 1454 号（平成 12 

年 5 月 31 日）に準拠して，次

式のとおり算出する。 

 

ＷＷ＝ｑ・Ｇ・Ｃ・Ａ 

ここで， 

ＷＷ ：風圧力による荷重 

ｑ ：設計用速度圧 

Ｇ ：ガスト影響係数(＝1.0) 

Ｃ ：風力係数（施設の形状や

風圧力が作用する部位（屋根・

壁等）に応じて設定する。） 

Ａ ：施設の受圧面積 

 

ｑ＝(1/2)･ρ･ＶＤ
２ 

ここで， 

ρ ：空気密度 

ＶＤ ：設計竜巻の最大風速 

 

ただし，竜巻による最大風速

は，一般的には水平方向の風速

として算定されるが，鉛直方向

の風圧力に対してぜい弱と考

えられる評価対象施設等が存

在する場合には，フジタモデル

の風速場により求まる鉛直方

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（竜巻）-13 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

向の風速等に基づいて算出し

た鉛直方向の風圧力について

も考慮した設計とする。 

 

(b) 気圧差による荷重（ＷＰ） 

外気と隔離されている区画

の境界部が気圧差による圧力

影響を受ける設備及び評価対

象施設を内包する施設の建屋

壁，屋根等においては，設計竜

巻による気圧低下によって生

じる評価対象施設等の内外の

気圧差による圧力荷重が発生

する。保守的に「閉じた施設」

を想定し，次式のとおり算出す

る。 

ＷＰ＝ΔＰｍａｘ･Ａ 

ここで， 

ＷＰ ：気圧差による荷重 

ΔＰｍａｘ：フジタモデルによ

り求まる最大気圧低下量 

Ａ ：施設の受圧面積 

 

(c) 設計飛来物による衝撃荷

重（ＷＭ） 

飛来物の衝突方向及び衝突

面積を考慮して設計飛来物が

評価対象施設等に衝突した場

合の影響が大きくなる向きで

衝撃荷重を算出する。 

 

b. 設計竜巻荷重の組み合わせ 

評価対象施設等の設計に用

いる設計竜巻荷重は，設計竜巻

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（竜巻）-14 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

による風圧力による荷重（Ｗ

Ｗ），気圧差による荷重（ＷＰ）

及び設計飛来物による衝撃荷

重（ＷＭ）を組み合わせた複合

荷重とし，複合荷重ＷＴ１及び

ＷＴ２は米国原子力規制委員会

の基準類を参考として，以下の

とおり設定する。 

ＷＴ１＝ＷＰ 

ＷＴ２＝ＷＷ＋0.5･ＷＰ＋ＷＭ 

なお，評価対象施設等にはＷ

Ｔ１及びＷＴ２の両荷重をそれぞ

れ作用させる。 

 

c. 設計竜巻荷重と組み合わせ

る荷重の設定 

設計竜巻荷重と組み合わせ

る荷重は，以下のとおり設定す

る。 

 

(a) 評価対象施設等に常時作

用する荷重，運転時荷重 

評価対象施設等に作用する

荷重として，自重等の常時作用

する荷重，内圧等の運転時荷重

を適切に組み合わせる。 

 

(b) 竜巻以外の自然現象によ

る荷重 

竜巻は積乱雲や積雲に伴っ

て発生する現象であり(1)，積乱

雲の発達時に竜巻と同時発生

する可能性がある自然現象は，

雷，雪，ひょう及び降水である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（竜巻）-15 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらの自然現象の組み合

わせにより発生する荷重は，以

下のとおり設計竜巻荷重に包

絡される。 

 

① 雷 

竜巻と雷が同時に発生する

場合においても，雷によるプラ

ントへの影響は，雷撃であるた

め雷による荷重は発生しない。 

 

② 雪 

柏崎刈羽原子力発電所が立

地する地域においては，冬期，

竜巻が襲来する場合は竜巻通

過前後に降雪を伴う可能性は

あるが，上昇流の竜巻本体周辺

では，竜巻通過時に雪は降らな

い。 

また，下降流の竜巻通過時や

竜巻通過前に積もった雪の大

部分は竜巻の風により吹き飛

ばされるため，雪による荷重は

十分小さく設計竜巻荷重に包

絡される。 

 

③ ひょう 

ひょうは積乱雲から降る直

径5mm 以上の氷の粒(2)であり，

仮に直径 10cm 程度の大型の

ひょうを想定した場合，その重

量は約 0.5kg となる。 

10cm 程度のひょうの終端速

度は 59m/s(3)，運動エネルギは

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（竜巻）-16 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

約 0.9kJ であり，設計飛来物

の運動エネルギと比べ十分に

小さく，ひょうの衝突による荷

重は設計竜巻荷重に包絡され

る。 

 

④ 降水 

竜巻と降水が同時に発生す

る場合においても，雨水により

屋外施設に荷重の影響を与え

ることはなく，また降雨による

荷重は十分小さいため，設計竜

巻荷重に包絡される。 

 

(c) 設計基準事故時荷重 

外部事象防護対象施設は，設

計竜巻によって安全機能を損

なわない設計とするため，設計

竜巻は原子炉冷却材喪失事故

等の設計基準事故の起因とは

ならないことから，設計竜巻と

設計基準事故は独立事象とな

る。 

設計竜巻と設計基準事故が

同時に発生する頻度は十分小

さいことから，設計基準事故時

荷重と設計竜巻荷重との組み

合わせは考慮しない。 

仮に，風速が低く発生頻度が

高い竜巻と設計基準事故が同

時に発生する場合，評価対象施

設等のうち設計基準事故時荷

重が生じ，竜巻による風荷重等

の影響を受ける屋外設備とし
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【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（竜巻）-17 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ては，軽油タンク及び非常用デ

ィーゼル発電機燃料移送系が

考えられるが，設計基準事故時

においても，通常運転時の系統

内圧力及び温度と変わらない

ため，設計基準事故により考慮

すべき荷重はなく，竜巻と設計

基準事故時荷重の組み合わせ

は考慮しない。 

 

d. 許容限界 

建屋・構築物の設計におい

て，設計飛来物の衝突による貫

通及び裏面剥離発生の有無の

評価については，貫通及び裏面

剥離が発生する限界厚さと部

材の最小厚さを比較すること

により行う。 

さらに，設計荷重により，発

生する変形又は応力が以下の

法令，規格，基準，指針類等に

準拠し算定した許容限界を下

回る設計とする。 

・建築基準法 

・日本工業規格 

・日本建築学会及び土木学会

等の基準・指針類 

・原子力発電所耐震設計技術

指針 JEAG4601-1987（日本電

気協会） 

・震災建築物の被災度区分判

定基準及び復旧技術指針（日

本建築防災協会） 

・原子力エネルギー協会（NEI）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（竜巻）-18 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の基準・指針類等 

 

系統及び機器の設計におい

て，設計飛来物の衝突による貫

通の有無の評価については，貫

通が発生する限界厚さと部材

の最小厚さを比較することに

より行う。 

設計飛来物が貫通すること

を考慮する場合には，設計荷重

に対して防護対策を考慮した

上で，系統及び機器に発生する

応力が以下の規格，基準及び指

針類に準拠し算定した許容応

力度等に基づく許容限界を下

回る設計とする。 

・日本工業規格 

・日本機械学会の基準・指針類 

・原子力発電所耐震設計技術

指針 JEAG4601-1987（日本電

気協会）等 

 

(7) 評価対象施設等の設計方

針 

外部事象防護対象施設のう

ち評価対象施設及び外部事象

防護対象施設に波及的影響を

及ぼし得る評価対象施設の設

計荷重に対する防護設計方針

を以下に示す。竜◇10  

 

a. 屋外設備（建屋含む。） 

屋外設備は，設計荷重に対し

て，安全機能が維持される設計

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（竜巻）-19 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 竜巻に対する影響評価及

び竜巻防護対策 

屋外の外部事象防護対象施

設（建屋を除く。）は，安全機

能を損なわないよう，設計荷重

に対して外部事象防護対象施

設の構造強度評価を実施し，要

求される機能を維持する設計

とすることを基本とする。竜③

-4 

【7 条竜巻 10】 

外部事象防護対象施設及び

重大事故等対処設備を内包す

る施設については，設計荷重に

対する構造強度評価を実施し，

内包する外部事象防護対象施

設及び重大事故等対処設備の

機能を損なわないよう，飛来物

が，内包する外部事象防護対象

施設及び重大事故等対処設備

に衝突することを防止可能な

設計とすることを基本とする。

竜③-5 

【7 条竜巻 11】 

飛来物が，内包する外部事象

防護対象施設及び重大事故等

対処設備に衝突し，その機能を

損なうおそれがある場合には，

竜③-4 とし，必要に応じて施

設の補強，非常用ディーゼル発

電機燃料移送系防護板の設置

等の防護対策を講じる方針と

する。竜◇10  

 

(a) 軽油タンク竜◇10  

軽油タンクは，風圧力による

荷重，気圧差による荷重，設計

飛来物（鋼製材，角型鋼管（大），

砂利，足場パイプ，鋼製足場板

のことをいう。以下，(7)にお

いて同じ。）による衝撃荷重，

軽油タンクに常時作用する荷

重，運転時荷重に対して構造健

全性が維持され安全機能を損

なわない設計とする。 

 

(b) 非常用ディーゼル発電機

燃料移送系竜◇10  

非常用ディーゼル発電機燃

料移送系のポンプ，配管及び弁

は，風圧力による荷重，気圧差

による荷重，非常用ディーゼル

発電機燃料移送系のポンプ，配

管及び弁に常時作用する荷重，

運転時荷重に対して構造健全

性が維持され安全機能を損な

わない設計とする。 

また，設計飛来物に対して非

常用ディーゼル発電機燃料移

送系防護板の設置等の防護対

策を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

竜③-4 引用元：P18,19 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

竜③-5 引用元：P20 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（竜巻）-20 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

防護措置その他の適切な措置

を講じる設計とする。竜③ 

【7条竜巻 12】 

屋内の外部事象防護対象施

設については，設計荷重に対し

て安全機能を損なわないよう，

外部事象防護対象施設を内包

する施設により防護する設計

とすることを基本とし，外気と

繋がっている屋内の外部事象

防護対象施設及び建屋等によ

る飛来物の防護が期待できな

い屋内の外部事象防護対象施

設は，加わるおそれがある設計

荷重に対して外部事象防護対

象施設の構造強度評価を実施

し，安全機能を損なわないよ

う，要求される機能を維持する

設計とすることを基本とする。

竜③-6，竜③-7 

【7 条竜巻 13】 

外部事象防護対象施設の安

全機能を損なうおそれがある

場合には，防護措置その他の適

切な措置を講じる設計とする。

竜③-8，竜③-9 

【7 条竜巻 14】 

屋外の重大事故等対処設備

は，竜巻による風圧力による荷

重に対し，設計基準事故対処設

備等及び同じ機能を有する他

の重大事故等対処設備と位置

的分散を考慮した配置とする

ことにより，重大事故等に対処

(c) 原子炉建屋，タービン建屋

海水熱交換器区域，コントロー

ル建屋，廃棄物処理建屋 

原子炉建屋，タービン建屋海

水熱交換器区域，コントロール

建屋，廃棄物処理建屋は，風圧

力による荷重，気圧差による荷

重及び設計飛来物による衝撃

荷重，各建屋に常時作用する荷

重及び運転時荷重に対して，構

造骨組の構造健全性が維持さ

れるとともに，屋根，壁，開口

部（扉類）の破損により当該建

屋内の外部事象防護対象施設

が安全機能を損なわない設計

とする。竜◇10  

また，設計飛来物の衝突時に

おいても，貫通及び裏面剥離の

発生により当該建屋内の外部

事象防護対象施設が安全機能

を損なわない設計とする。竜③

-5，竜◇10  

 

外殻となる施設等による防

護機能が期待できない設備に

関する方針は c. に示す。竜◇4  

 

b. 外気との接続がある設備 

外気との接続がある設備は，

設計荷重に対して，安全機能が

維持される設計と竜③-6 し，

必要に応じて竜巻防護ネット

の設置等の防護対策を講じる

方針とする。竜③-8，竜◇10  

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。（技術基準規則 54 条の追加

要求事項に関連して，変更後を

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

竜③-7 引用元：P22 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

竜③-9 引用元：P22 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（竜巻）-21 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

するために必要な機能を有効

に発揮する設計とする。竜⑤ 

【7条竜巻 15】 

また，飛来した場合の運動エ

ネルギ又は貫通力が設計飛来

物よりも大きな屋外の重大事

故等対処設備は，その保管場所

及び設置場所を考慮し，外部事

象防護対象施設及び防護対策

施設に衝突し，外部事象防護対

象施設の機能に影響を及ぼす

可能性がある場合には，浮き上

がり又は横滑りを拘束するこ

とにより，飛来物とならない設

計とする。竜⑤ 

ただし，浮き上がり又は横滑

りを拘束する車両等の重大事

故等対処設備のうち，地震時の

移動等を考慮して地震後の機

能を維持する設備は，重大事故

等に対処するために必要な機

能を損なわないよう，たるみを

有する固縛で拘束する。竜⑤ 

なお，たるみを有する固縛の

うち，設計竜巻の風圧力に対し

機能維持が困難な固縛につい

ては，竜巻襲来のおそれがある

場合に固縛のたるみを巻き取

ることで拘束する。竜⑤ 

たるみを巻き取る運用につ

いては，保安規定に定めて管理

する。竜④ 

【7条竜巻 16】 

屋内の重大事故等対処設備

 

(a) 非常用ディーゼル発電機

吸気系竜◇10  

非常用ディーゼル発電機吸

気系は，原子炉建屋に内包され

ていることを考慮すると，風圧

力による荷重は作用しない。 

非常用ディーゼル発電機吸

気系の建屋開口部は鋼製材，角

型鋼管（大），砂利の影響高さ

地上 10m より高いこと，足場

パイプ，鋼製足場板に対しては

竜巻防護ネットの設置等の防

護対策を行うことを考慮する

と，設計飛来物による衝撃荷重

は作用しない。 

気圧差による荷重に対して，

非常用ディーゼル発電機吸気

系の構造健全性が維持され安

全機能を損なわない設計とす

る。 

 

(b) 非常用換気空調系（非常用

ディーゼル発電機電気品区域

換気空調系（非常用ディーゼル

発電機非常用送風機含む），中

央制御室換気空調系，コントロ

ール建屋計測制御電源盤区域

換気空調系，海水熱交換器区域

換気空調系）竜◇10  

非常用換気空調系は，各建屋

に内包されていることを考慮

すると，風圧力による荷重は作

用しない。 

記載。） 

 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求事項に対する設計の明

確化。また，要求事項に対する

事項を運用で担保する必要が

ある基本設計方針について，保

安規定に定めて管理する旨を

記載。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・技術基準規則の要求事項に

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（竜巻）-22 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

は，竜巻による風圧力による荷

重に対し，設計基準事故対処設

備等の安全機能と同時に重大

事故等に対処するために必要

な機能を損なわないよう，重大

事故等対処設備を内包する施

設により防護する設計とする

ことを基本とする。竜⑤ 

【7条竜巻 17】 

防護措置として設置する防

護対策施設としては，竜巻防護

ネット（防護ネット（硬鋼線材：

線径φ4mm，網目寸法 83mm×

130mm）及び架構により構成す

る。），竜巻防護フード（防護鋼

板（ステンレス鋼：板厚 17mm 以

上）及び架構又は防護壁（鉄筋

コンクリート：厚さ 21cm 以上）

により構成する。），竜巻防護扉

（ステンレス鋼：板厚 17mm 以

上）及び竜巻防護鋼板（防護鋼

板（炭素鋼：板厚 17mm 以上又

はステンレス鋼：板厚 9mm 以

上）及び架構により構成する。）

を設置し，内包する外部事象防

護対象施設の機能を損なわな

いよう，外部事象防護対象施設

の機能喪失に至る可能性のあ

る飛来物が外部事象防護対象

施設に衝突することを防止す

る設計とする。竜③ 

防護対策施設は，地震時にお

いて外部事象防護対象施設に

波及的影響を及ぼさない設計

非常用換気空調系の地上

10m 以下の建屋開口部には設

計飛来物（極小飛来物である砂

利を除く。）の衝突に対する竜

巻防護ネットの設置等の防護

対策を行うこと，地上 10m よ

り高い建屋開口部には設計飛

来物のうち足場パイプ，鋼製足

場板の衝突に対する竜巻防護

ネットの設置等の防護対策を

行うことを考慮すると，砂利を

除く設計飛来物による衝撃荷

重は作用しない。 

なお，砂利による衝撃荷重に

対して，安全機能を損なわない

設計とする。 

 

c. 外殻となる施設等による防

護機能が期待できない設備 

外殻となる施設等による防

護機能が期待できない設備は，

設計荷重に対して，安全機能が

維持される設計と竜③-7 し，

必要に応じて施設の補強等の

防護対策を講じる方針とする。

竜③-9，竜◇10  

 

(a) 原子炉建屋 1 階非常用デ

ィーゼル発電機室設置設備，原

子炉建屋 4階設置設備（使用済

燃料プール（使用済燃料貯蔵ラ

ックを含む），燃料プール注入

ライン逆止弁），タービン建屋

海水熱交換器区域 1 階非常用

対する基本設計方針を記載。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。（技術基準規則 54 条の追加

要求事項に関連して，変更後を

記載。） 

 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（竜巻）-23 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

とする。竜③ 

【7条竜巻 18】 

また，外部事象防護対象施設

は，設計荷重竜③-10 により，

機械的，機能的及び二次的な波

及的影響により機能を損なわ

ない設計とする。竜③-1，竜③

-2，竜③-3 

【7 条竜巻 19】 

外部事象防護対象施設に対

して，重大事故等対処設備を含

めて機械的な影響を及ぼす可

能性がある施設は，設計荷重に

対し，当該施設の倒壊，損壊等

により外部事象防護対象施設

に損傷を与えない設計とする。

竜③-1，竜③-11 

【7 条竜巻 20】 

当該施設が機能喪失に陥っ

た場合に外部事象防護対象施

設も機能喪失させる機能的影

響を及ぼす可能性がある施設

は，設計荷重に対し，必要な機

能を維持する設計とすること

を基本とする。竜③-2，竜③-

12 

【7 条竜巻 21】 

二次的竜③-3 な波及的影響

である竜巻随伴事象竜③-13

を考慮する施設は，過去の竜巻

被害の状況及び発電所におけ

る施設の配置から竜巻の随伴

事象として想定される竜③-14

火災，溢水及び外部電源喪失に

電気品室（A）設置設備，ター

ビン建屋海水熱交換器区域 1 

階階段室設置設備等竜◇10  

原子炉建屋 1 階非常用ディ

ーゼル発電機室設置設備，ター

ビン建屋海水熱交換器区域 1 

階非常用電気品室（A）設置設

備，タービン建屋海水熱交換器

区域 1 階階段室設置設備等

は，設計飛来物の衝突により，

開口部の開放又は開口部建具

の貫通が発生することを考慮

し，開口部建具の補強等の防護

対策を行う。 

原子炉建屋 4 階設置設備

（使用済燃料プール（使用済燃

料貯蔵ラックを含む），燃料プ

ール注入ライン逆止弁）の区画

の建屋開口部は鋼製材，角型鋼

管（大），砂利の影響高さ地上

10m より高いこと，足場パイ

プ，鋼製足場板に対しては竜巻

防護ネットの設置等の防護対

策を行うことを考慮すると，設

計飛来物による衝撃荷重は作

用しない。 

 

d. 外部事象防護対象施設に波

及的影響を及ぼし得る評価対

象施設 

設計荷重に対する当該施設

の健全性評価を行い，必要に応

じて施設の補強等の防護対策

を講じる方針とする。竜③-10，

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

竜③-1 引用元：P7，竜③-2 引

用元：P8,竜③-3 引用元：P8 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

竜③-1 引用元：P7 

竜③-11 引用元：P7 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

竜③-2 引用元：P8，竜③-12 引

用元：P8 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

竜③-3 引用元：P8 

竜③-13 引用元：P8 

 

竜③-14 引用元：P1 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（竜巻）-24 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 以 下 余 白 ― 

 

よる影響を考慮し，竜巻の随伴

事象に対する影響評価を実施

し，外部事象防護対象施設に竜

巻による随伴事象の影響を及

ぼさない設計とする。竜③-15 

竜巻随伴による火災に対し

ては，火災による損傷の防止に

おける想定に包絡される設計

とする。竜③-16 

また，竜巻随伴による溢水に

対しては，溢水による損傷の防

止における溢水量の想定に包

絡される設計とする。竜③-17，

竜③-18 

さらに，竜巻随伴による外部

電源喪失に対しては，非常用デ

ィーゼル発電機による電源供

給が可能な設計とする。竜③-

19【7条竜巻 22】 

 

― 以 下 余 白 ― 

 

竜◇10  

 

(a) 主排気筒，5 号炉主排気筒

竜◇10  

主排気筒は，設置高さが地上

10m より高いことを考慮する

と，鋼製材，角型鋼管（大），砂

利による衝撃荷重は作用しな

い。 

足場パイプ，鋼製足場板によ

る衝撃荷重及び風圧力による

荷重に対して，倒壊により外部

事象防護対象施設へ波及的影

響を及ぼさない設計とする。 

5 号炉主排気筒は，風圧力に

よる荷重及び設計飛来物によ

る衝撃荷重に対して，倒壊によ

り外部事象防護対象施設へ波

及的影響を及ぼさない設計と

する。 

 

(b) 5 号炉タービン建屋，サー

ビス建屋竜◇10  

5 号炉タービン建屋及びサ

ービス建屋は，風圧力による荷

重，気圧差による荷重，設計飛

来物による衝撃荷重に対して，

倒壊により外部事象防護対象

施設へ波及的影響を及ぼさな

い設計とする。 

 

(c) 原子炉建屋天井クレーン，

燃料交換機竜◇10  

原子炉建屋天井クレーン，燃

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 以 下 余 白 ― 

 

 

 

 

 

竜③-15 引用元：P26 

 

 

 

竜③-16 引用元：P26,27 

 

 

 

竜③-17 引用元：P27,28 

竜③-18 引用元：P28 

 

 

 

竜③-19 引用元：P29 

 

 

― 以 下 余 白 ― 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（竜巻）-25 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

料交換機を内包する原子炉建

屋の開口部は，鋼製材，角型鋼

管（大），砂利の影響高さ地上

10m より高いこと，足場パイ

プ，鋼製足場板に対しては竜巻

防護ネットの設置等の防護対

策を行うことにより，倒壊によ

り外部事象防護対象施設へ波

及的影響を及ぼさない設計と

する。 

 

(d) 非常用ディーゼル発電機

排気管，非常用ディーゼル発電

機排気消音器，ミスト管竜◇10  

非常用ディーゼル発電機排

気管，非常用ディーゼル発電機

排気消音器，ミスト管は，設置

高さが地上 10m より高いこと

を考慮すると，鋼製材，角型鋼

管（大），砂利による衝撃荷重

は作用しない。 

足場パイプ，鋼製足場板の衝

突による損傷を考慮して，安全

上支障のない期間での補修が

可能な設計とすることにより，

非常用ディーゼル発電機に波

及的影響を及ぼさない設計と

する。 

また，風圧力による荷重及び

気圧差による荷重に対して，構

造健全性が維持され安全機能

を損なわない設計とする。 

 

(e) 竜巻随伴事象の影響によ



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（竜巻）-26 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

り外部事象防護対象施設の機

能を喪失させる可能性がある

施設（溢水により外部事象防護

対象施設の機能を喪失させる

可能性のある設備，火災発生に

より外部事象防護対象施設の

機能を喪失させる可能性があ

る設備，外部電源）竜◇4  

竜巻随伴事象の影響により

外部事象防護対象施設の機能

を喪失させる可能性がある施

設の設計方針は，「(8) 竜巻随

伴事象に対する評価」に記載す

る。 

 

(8) 竜巻随伴事象に対する評

価 

竜巻随伴事象は，過去の竜巻

被害状況及び柏崎刈羽原子力

発電所のプラント配置から，想

定される事象として，竜◇3（竜

③-14）火災，溢水及び外部電

源喪失を抽出し，事象が発生す

る場合においても，外部事象防

護対象施設が安全機能を損な

わない設計とする。竜③-15，

竜◇10  

 

a. 火災 

竜巻随伴事象として，竜巻に

よる飛来物が建屋開口部付近

の発火性又は引火性物質を内

包する機器に衝突する場合，屋

外の危険物タンク等に飛来物



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（竜巻）-27 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

が衝突する場合の火災が想定

される。竜③-16，竜◇2  

建屋内については，外部事象

防護対象施設を設置している

区画の開口部が，地上高 10m 

より高い場合には設計飛来物

のうち足場パイプ，鋼製足場板

の衝突に対する竜巻防護ネッ

トの設置等の防護対策を行う

こと，地上 10m 以下の場合に

は設計飛来物の衝突に対する

竜巻防護ネットの設置等の防

護対策を行うことから，飛来物

が侵入することはない。竜◇10  

建屋外については，屋外にあ

る危険物タンク等からの火災

がある。火災源と外部事象防護

対象施設の位置関係を踏まえ

て火災の影響を評価した上で，

外部事象防護対象施設が安全

機能を損なわない設計とする

ことを「1.8.10 外部火災防護

に関する基本方針」に記載す

る。竜◇4  

以上より，竜巻による火災に

より外部事象防護対象施設が

安全機能を損なわない設計と

する。竜◇10  

 

b. 溢水 

竜巻随伴事象として，竜巻に

よる飛来物が建屋開口部付近

の溢水源に衝突する場合，屋外

タンクに飛来物が衝突する場



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（竜巻）-28 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

合の溢水が想定される。竜③-

17，竜◇2  

建屋内については，外部事象

防護対象施設を設置している

区画の開口部が，地上高 10m 

より高い場合には設計飛来物

のうち足場パイプ，鋼製足場板

の衝突に対する竜巻防護ネッ

トの設置等の防護対策を行う

こと，地上 10m 以下の場合に

は設計飛来物の衝突に対する

竜巻防護ネットの設置等の防

護対策を行うことから，飛来物

が侵入することはない。竜◇10  

建屋外については，竜◇2「1.7 

溢水防護に関する基本方針」竜

◇4 にて，地震時の屋外タンクの

破損を想定し，地震起因の溢水

が安全系機器に影響を及ぼさ

ない設計としており，竜巻によ

る飛来物で屋外タンク等が損

傷して発生する溢水に対して

は，上記に包絡されることか

ら，外部事象防護対象施設の安

全機能維持に影響を与えるこ

とはない。竜③-18，竜◇2  

以上より，竜巻による溢水に

より外部事象防護対象施設が

安全機能を損なわない設計と

する。竜◇10  

 

c. 外部電源喪失竜◇10  

設計竜巻，設計竜巻と同時に

発生する雷又はダウンバース



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（竜巻）-29 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

ト等の影響により外部電源喪

失が発生する場合については，

設計竜巻に対して非常用ディ

ーゼル発電機の構造健全性を

維持することにより，外部電源

喪失の影響がなく外部事象防

護対象施設が安全機能を損な

わない設計とする。竜③-19 

 

適合のための設計方針 

1 について 

 

(2) 竜巻 

安全施設は，設計竜巻の最大

風速 92m/s の竜巻による風圧

力による荷重，気圧差による荷

重及び飛来物の衝撃荷重を組

み合わせた荷重等に対し安全

機能を損なわない設計とする。 

その上で，外部事象防護対象

施設は以下を実施することに

より，設計竜巻の最大風速

92m/s の竜巻が発生した場合

においても，安全機能を損なわ

ない設計とする。竜◇3 （竜①-

1，竜②-1，竜②-2），竜◇10  

 

a. 飛来物の発生防止対策竜◇5  

竜巻により発電所構内の資

機材等が飛来物となり，外部事

象防護対象施設が安全機能を

損なわないために，以下の対策

を行う。 

・外部事象防護対象施設へ影



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（竜巻）-30 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

響を及ぼす資機材及び車両に

ついては，固縛，固定又は外部

事象防護対象施設から離隔す

る。 

 

b. 竜巻防護対策竜◇10  

固縛等による飛来物の発生

防止対策ができないものが飛

来し，安全施設が安全機能を損

なわないように，以下の対策を

行う。 

・外部事象防護対象施設を内

包する施設及び竜巻防護対策

設備にて外部事象防護対象施

設を防護することにより，外部

事象防護対象施設の構造健全

性を維持し安全機能を損なわ

ない設計とする。 

また，上記以外の安全施設に

ついては，竜巻及びその随伴事

象に対して機能維持する，若し

くは，竜巻及びその随伴事象に

よる損傷を考慮して，代替設備

により必要な機能を確保する

こと，安全上支障のない期間で

の修復等の対応，又は，それら

を適切に組み合わせた設計と

する。 

ここで，竜巻は積乱雲や積雲

に伴って発生する現象であり，

積乱雲の発達時に竜巻と同時

発生する可能性のある自然現

象は，雷，雪，ひょう及び降水

である。 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（竜巻）-31 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

これらの自然現象の組み合

わせにより発生する荷重は，設

計竜巻荷重に包含される。 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（竜巻）-32 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

 

 

設置変更許可申請書添付書類八 

 

第 1.8.2－1 表 柏崎刈羽原子力発電所における設計飛来物 竜②-4 

飛来物の種類 

砂利 鋼製材 角型鋼管（大） 足場パイプ 鋼製足場板 

     

サイズ（m） 
長さ×幅×奥行き 

0.04×0.04×0.04 

長さ×幅×奥行き 

4.2×0.3×0.2 

長さ×幅×奥行き 

4×0.1×0.1 

長さ×幅×奥行き 

4×0.05×0.05 

長さ×幅×奥行き 

4×0.25×0.04 

質量（kg） 0.2 135 28 11 14 

最大水平速度

（m/s） 
14 10 16 42 55 

最大鉛直速度 

（m/s） 
7 7 7 38 18 

浮き上がり高さ 

（m） 
0.08 0.08 0.15 0.57+(148)※1,※2 52+(148)※1,※2 

飛散距離（m） 18 9 20 261 373 

 

※1：（ ）内の値は飛来物初期高さ（地面からの物品の高さ） 

※2：大湊側における最も高所の 5 号炉主排気筒頂部に設置されている状況を想定し設定 

― 以 下 余 白 ― 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（火山の影響）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（火山）-1 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

（外部からの衝撃による損傷の

防止） 

 

第七条 設計基準対象施設（兼

用キャスクを除く。）が想定され

る自然現象（地震及び津波を除

く。）によりその安全性を損なう

おそれがある場合は、防護措置、

基礎地盤の改良その他の適切な

措置を講じなければならない。

山①，山②，山③，山④，山⑤ 

 

【解釈】 

１ 第１項に規定する「想定さ

れる自然現象」には、台風、竜巻、

降水、積雪、凍結、落雷、火山事

象、生物学的事象、森林火災等を

含む。山①，山②，山③，山④，

山⑤ 

 

 

２ 第１項に規定する「適切な

措置を講じなければならない」

には、供用中における運転管理

等の運用上の措置を含む。山①，

山②，山③，山④，山⑤ 

 

― 以 下 余 白 ― 

 

 

2.3 外部からの衝撃による損

傷の防止 

 

(1) 自然現象 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3 外部からの衝撃による損

傷の防止 

 

 

 

b. 火山 

 

 

 

 

 

 

 

外部事象防護対象施設は，発

電所の運用期間中において発

電所の安全性に影響を及ぼし

得る火山事象として設置（変

更）許可を受けた降下火砕物の

特性を設定し，その降下火砕物

が発生した場合においても，外

部事象防護対象施設が安全機

能を損なうおそれがない設計

とする。山①-1，山①-2 

【7 条火山 1】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a-8) 火山 

 

 

 

 

 

 

 

安全施設山□1 は，柏崎刈羽原

子力発電所の運用期間中にお

いて柏崎刈羽原子力発電所の

安全機能に影響を及ぼし得る

火山事象として山①-1 設定し

た層厚 35cm，粒径 8.0mm 以下，

密度 1.5g/cm3（湿潤状態）山②

-1 の降下火砕物山①-2 に対

し，以下のような設計とするこ

とにより降下火砕物による直

接的影響に対して機能維持す

ること，若しくは，降下火砕物

による損傷を考慮して，代替設

備により必要な機能を確保す

ること，安全上支障のない期間

での修復等の対応，又は，それ

らを適切に組み合わせること

で，その安全機能を損なわない

設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

1.8.8 火山防護に関する基本

方針 

 

1.8.8.1 設計方針 

 

(1) 火山事象に対する設計の

基本方針 

 

 安全施設山◇1 が火山事象に

対して，発電用原子炉施設の安

全性を確保するために必要な

安全機能を損なわないよう，発

電用原子炉施設内において山

◇4 添付書類六の「7.7 火山」

山◇3 で評価し抽出された柏崎

刈羽原子力発電所に影響を及

ぼし得る火山事象である降下

火砕物に対して，対策を行い，

建屋による防護，構造健全性の

維持，代替設備の確保等によっ

て，安全機能を損なわない設計

とする。山◇4  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（火山の影響）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（火山）-2 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

重大事故等対処設備は，建屋

内への設置又は設計基準事故

対処設備等及び同じ機能を有

する他の重大事故等対処設備

と位置的分散を図り設置する

ことにより，設計基準事故対処

設備等の安全機能と同時にそ

の機能を損なわない設計とす

る。山⑥ 

【7条火山 2】 

 

 

 

 

 

 

なお，定期的に新知見の確認

を行い，新知見が得られた場合

に評価することを保安規定に

定めて管理する。山⑤ 

【7条火山 3】 

 

 

 

(a) 防護設計における降下火

砕物の特性の設定 

 

 

設計に用いる降下火砕物は，

設置（変更）許可を受けた，層

厚 35cm，粒径 8.0mm 以下，密

度 1.5g/cm3（湿潤状態）と設定

する。山①-2，山②-1，山②-2 

【7 条火山 4】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 降下火砕物によってその安

全機能が損なわれないことを

確認する必要がある施設を，安

全重要度分類のクラス 1，クラ

ス 2 及びクラス 3 に属する構

築物，系統及び機器とする。山

◇4  

 

降下火砕物によってその安

全機能が損なわれないことを

確認する必要がある施設のう

ち，外部事象防護対象施設は，

建屋による防護又は構造健全

性の維持により安全機能を損

なわない設計とする。山◇4  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 降下火砕物の設計条件 

 

a. 設計条件の検討・設定 

 

 柏崎刈羽原子力発電所の敷

地において考慮する火山事象

として，山◇5 添付書類六の「7.7 

火山」山◇3 に示すとおり，文献，

既往解析結果の知見及び降下

火砕物シミュレーションを用

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。（技術基準規則 54 条の追加

要求事項に関連して，変更後を

記載。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求に対する事項を運用で

担保する必要がある基本設計

方針について，保安規定に定め

て管理する旨を記載。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

山①-2 引用元：P1，山②-1 引

用元：P1,山②-2 引用元：P3 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（火山の影響）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（火山）-3 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

い検討した結果，降下火砕物の

層厚を約 23.1cm と評価した。

山◇5  

 

想定する降下火砕物の最大

層厚は，評価結果の約 23.1cm

に対し，敷地内で給源不明なテ

フラの最大層厚 35cm が確認さ

れていることを踏まえ，保守的

に 35cm と設定する。山②-2，

山◇2 （山②-1） 

 

 なお，鉛直荷重については，

湿潤状態の降下火砕物に，プラ

ント寿命期間を考慮して年超

過確率 10-2 規模の積雪を踏ま

え設定する。山◇5  

 

 粒径及び密度については，文

献調査の結果を踏まえ，粒径

8.0mm 以下，密度 1.5g/cm3（湿

潤状態）と設定する。山◇2 （山

②-1） 

 

(3) 評価対象施設の抽出 

 

 外部事象防護対象施設のう

ち，山③-4 屋内設備は内包す

る建屋により防護する設計と

し，評価対象施設を，屋外設備，

建屋及び屋外との接続がある

設備（屋外に開口している設備

又は外気から取り入れた屋内

の空気を機器内に取り込む機

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（火山の影響）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（火山）-4 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構を有する設備）に分類し，抽

出する。山◇6  

 

 

 また，上記に含まれない構築

物，系統及び機器は，降下火砕

物により損傷した場合であっ

ても，代替手段があること等に

より安全機能は損なわれない。

山◇6  

 

a. 屋外設備山◇6  

・軽油タンク 

・燃料移送ポンプ 

 

b. 建屋山◇6  

・原子炉建屋 

・タービン建屋海水熱交換器

区域 

・コントロール建屋 

・廃棄物処理建屋 

 

c. 屋外との接続がある設備

山◇6  

・原子炉補機冷却海水系（海水

ポンプ・海水ストレーナ） 

・取水設備（除塵装置） 

・非常用換気空調系（非常用デ

ィーゼル発電機電気品区域

換気空調系（非常用ディーゼ

ル発電機非常用送風機含

む），中央制御室換気空調系，

コントロール建屋計測制御

電源盤区域換気空調系，海水

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（火山の影響）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（火山）-5 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 降下火砕物に対する防護

対策 

 

降下火砕物の影響を考慮す

る施設は，降下火砕物による

「直接的影響」及び「間接的影

響」に対して，以下の適切な防

護措置を講じることで必要な

機能を損なうおそれがない設

計とする。山①-2，山③-1，山

④-1 

【7 条火山 5】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

熱交換器区域換気空調系） 

・非常用ディーゼル発電機 

・非常用ディーゼル発電機吸

気系 

・安全保護系盤 

 

 上記により抽出した評価対

象施設を第 1.8.8－1 表に示

す。山◇3  

 

(4) 降下火砕物による影響の

選定 

 

 降下火砕物の特徴及び評価

対象施設の構造や設置状況等

を考慮して，降下火砕物が直接

及ぼす影響とそれ以外の影響

を直接的影響山③-1 及び間接

的影響山④-1 として選定す

る。山◇7  

 

a. 降下火砕物の特徴山◇7  

 

 各種文献の調査結果より，降

下火砕物は以下の特徴を有す

る。 

 

(a) 火山ガラス片，鉱物結晶片

から成る(1)。 

 

 ただし，火山ガラス片は砂よ

りもろく硬度は低く(2)，主要な

鉱物結晶片の硬度は砂同等ま

たはそれ以下である(3)(4)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

山①-2 引用元：P1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（火山の影響）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（火山）-6 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ. 直接的影響に対する設計

方針山③-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(イ) 構造物への荷重山③-3 

 

外部事象防護対象施設のう

ち，屋外に設置している施設及

び外部事象防護対象施設を内

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・構造物への静的負荷に対し

て安全裕度を有する設計とす

ること。山□2  

 

(b) 硫酸等を含む腐食性のガ

スが付着している(1)。 

 

 ただし，金属腐食研究の結果

より，直ちに金属腐食を生じさ

せることはない(5)。 

 

(c) 水に濡れると導電性を生

じる(1)。 

 

(d) 湿った降下火砕物は乾燥

すると固結する(1)。 

 

(e) 降下火砕物粒子の融点は

約 1,000℃であり，一般的な砂

に比べ低い(1)。 

 

b. 直接的影響 

 

 降下火砕物の特徴から直接

的影響の要因となる荷重，閉

塞，摩耗，腐食，大気汚染，水

質汚染及び絶縁低下を抽出し，

評価対象施設の構造や設置状

況等を考慮して直接的な影響

因子を以下のとおり選定する。

山◇7  

 

(a) 荷重山◇7  

 

 「荷重」について考慮すべき

影響因子は，屋外設備及び建屋

の上に堆積し静的な負荷を与

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山③-2 引用元：P17 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山③-3 引用元：P6,P7 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（火山の影響）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（火山）-7 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

包する施設，並びに防護措置と

して設置する防護対策施設に

ついては，降下火砕物が堆積し

やすい構造を有する場合には

荷重による影響を考慮する。山

③-4 

【7 条火山 6】 

 

これらの施設については，降

下火砕物を除去することによ

り，降下火砕物による荷重並び

に火山と組み合わせる地震及

び積雪の荷重を短期的な荷重

として考慮し，機能を損なうお

それがないよう構造健全性を

維持する設計とする。山③-5，

山③-6 

【7 条火山 7】 

 

なお，降下火砕物が長期的に

堆積しないよう，当該施設に堆

積する降下火砕物を適宜除去

することを保安規定に定めて

管理する。山⑤-1 

【7 条火山 8】 

 

 

 

屋内の重大事故等対処設備

については，降下火砕物による

短期的な荷重により機能を損

なわないように，降下火砕物に

よる組合せを考慮した荷重に

対し安全裕度を有する建屋内

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

える「構造物への山③-3 静的

負荷」，並びに屋外設備及び建

屋に対し降灰時に衝撃を与え

る「粒子の衝突」である。 

 評価に当たっては以下の荷

重の組み合わせ等を考慮する。 

 

 (a-1) 評価対象施設に常時作

用する荷重，運転時荷重 

 

 評価対象施設に作用する荷

重として，自重等の常時作用す

る荷重，内圧等の運転時荷重を

適切に組み合わせる。 

 

 (a-2) 設計基準事故時荷重 

 

 外部事象防護対象施設は，降

下火砕物によって安全機能を

損なわない設計とするため，設

計基準事故とは独立事象であ

る。 

 

 また，評価対象施設のうち設

計基準事故時荷重が生じる屋

外設備としては，軽油タンク及

び燃料移送ポンプが考えられ

るが，設計基準事故時において

も，通常運転時の系統内圧力及

び温度と変わらないため，設計

基準事故により考慮すべき荷

重はなく，設計基準事故時荷重

と降下火砕物との組み合わせ

は考慮しない。 

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求に対する事項を運用で

担保する必要がある基本設計

方針について，保安規定に定め

て管理する旨を記載。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。（技術基準規則 54 条の追加

 

 

 

 

山③-4 引用元：P3 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

山③-5 引用元：P8 

山③-6 引用元：P18,P19 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

山⑤-1 引用元：P16 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（火山の影響）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（火山）-8 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

に設置する設計とする。山⑥ 

【7条火山 9】 

 

屋外の重大事故等対処設備

については，降下火砕物による

荷重により機能を損なわない

ように，降下火砕物を適宜除去

することにより，設計基準事故

対処設備等の安全機能と同時

に重大事故等対処設備の重大

事故等に対処するために必要

な機能が損なわれるおそれが

ない設計とする。山⑥ 

【7条火山 10】 

 

なお，降下火砕物により必要

な機能を損なうおそれがない

よう，屋外の重大事故等対処設

備に堆積する降下火砕物を適

宜除去することを保安規定に

定めて管理する。山⑤-1 

【7 条火山 11】 

 

(ロ) 閉塞山③-7 

 

ⅰ. 水循環系の閉塞山③-8 

 

外部事象防護対象施設のう

ち，降下火砕物を含む海水の流

路となる施設については，降下

火砕物に対し，機能を損なうお

それがないよう，降下火砕物の

粒径より大きな流路幅を設け

ることにより，水循環系の狭隘

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・水循環系の閉塞に対して狭

隘部等が閉塞しない設計とす

ること。山③-9 

 

 

 

 

 

 (a-3) その他の自然現象の影

響を考慮した荷重の組み合わ

せ 

 

 降下火砕物と組み合わせを

考慮すべき火山以外の自然現

象は，荷重の影響において地震

及び積雪であり，降下火砕物の

荷重と適切に組み合わせる。山

③-5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 閉塞山③-7，山◇7  

 

 

 

 「閉塞」について考慮すべき

影響因子は，降下火砕物を含む

海水が流路の狭隘部等を閉塞

させる「水循環系の閉塞山③-

8」，並びに降下火砕物を含む空

気が機器の狭隘部や換気系の

流路を閉塞させる「換気系，電

要求事項に関連して，変更後を

記載。） 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。（技術基準規則 54 条の追加

要求事項に関連して，変更後を

記載。） 

 

 

 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求に対する事項を運用で

担保する必要がある基本設計

方針について，保安規定に定め

て管理する旨を記載。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

山⑤-1 引用元：P16 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（火山の影響）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（火山）-9 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

部が閉塞しない設計とする。山

③-4，山③-9 

【7 条火山 12】 

 

ⅱ. 換気系，電気系及び計測

制御系に対する機械的影響（閉

塞）山③-10 

 

外部事象防護対象施設のう

ち，降下火砕物を含む空気の流

路となる非常用換気空調系に

ついては，降下火砕物に対し，

機能を損なうおそれがないよ

う，外気取入口にバグフィルタ

を設置することにより，フィル

タメッシュより大きな降下火

砕物が内部に侵入しにくい設

計とし，さらに降下火砕物がバ

グフィルタに付着した場合で

も取替え又は清掃が可能な構

造とすることで，降下火砕物に

より閉塞しない設計とする。山

③-4，山③-11，山③-12，山③

-13 

【7 条火山 13】 

 

非常用換気空調系以外の降

下火砕物を含む空気の流路と

なる換気系，電気系及び計測制

御系の施設についても，降下火

砕物に対し，機能を損なうおそ

れがないよう，降下火砕物が侵

入しにくい構造，又は降下火砕

物が侵入した場合でも，降下火

 

 

 

 

 

 

 

 

・換気系，電気系及び計測制御

系山③-14 に対する機械的影

響（閉塞）に対して降下火砕物

が侵入しにくい設計とするこ

と。山③-11 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気系及び計測制御系の機械的

影響（閉塞）山③-10」である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

山③-4 引用元：P3 

山③-9 引用元：P8 

 

 

 

 

山③-10 引用元：P8,9 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山③-4 引用元：P3 

山③-12 引用元：P23 

山③-13 引用元：P24 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（火山の影響）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（火山）-10 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

砕物により流路が閉塞しない

設計とする。山③-11,山③-14

【7 条火山 14】 

 

なお，降下火砕物により閉塞

しないよう，外気取入ダンパの

閉止，換気空調系の停止，再循

環運転の実施等を保安規定に

定めて管理する。山⑤-2，山⑤

-3，山⑤-4 

【7 条火山 15】 

 

(ハ) 摩耗山③-15 

 

ⅰ. 水循環系の内部における

摩耗山③-16 

 

外部事象防護対象施設のう

ち，降下火砕物を含む海水の流

路となる施設の内部における

摩耗については，主要な降下火

砕物は砂と同等又は砂より硬

度が低くもろいことから摩耗

による影響は小さいが，降下火

砕物に対し，機能を損なうおそ

れがないよう，定期的な内部点

検及び日常保守管理により，摩

耗しにくい設計とする。山③-

4，山③-17，山③-18 

【7 条火山 16】 

 

 

なお，降下火砕物により摩耗

が進展しないよう，日常保守管

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・水循環系の内部における摩

耗山③-17 並びに換気系，電気

系及び計測制御系山③-20 に

対する機械的影響（摩耗）に対

して摩耗しにくい設計とする

こと。山③-17 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 摩耗山③-15，山◇7  

 

 

 

 

 「摩耗」について考慮すべき

影響因子は，降下火砕物を含む

海水が流路に接触することに

より配管等を摩耗させる「水循

環系の内部における摩耗山③-

16」，並びに降下火砕物を含む

空気が動的機器の摺動部に侵

入し摩耗させる「換気系，電気

系及び計測制御系の機械的影

響（摩耗）山③-19」である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求に対する事項を運用で

担保する必要がある基本設計

方針について，保安規定に定め

て管理する旨を記載。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

 

山③-11 引用元：P9 

山③-14 引用元：P9 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

山⑤-2 引用元：P28 

山⑤-3 引用元：P16,P17 

山⑤-4 引用元：P17 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

山③-4 引用元：P3 

山③-18 引用元：P20，P21，P22 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（火山の影響）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（火山）-11 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

理における点検及び必要に応

じた補修の実施を保安規定に

定めて管理する。山⑤ 

【7条火山 17】 

 

 

ⅱ. 換気系，電気系及び計測

制御系に対する機械的影響（摩

耗）山③-19 

 

外部事象防護対象施設のう

ち，降下火砕物を含む空気を取

り込みかつ摺動部を有する換

気系，電気系及び計測制御系の

施設については，降下火砕物に

対し，機能を損なうおそれがな

いよう，降下火砕物が侵入しに

くい構造とすること又は摩耗

しにくい材料を使用すること

により，摩耗しにくい設計とす

る。山③-4，山③-17，山③-20，

山③-21 

【7 条火山 18】 

 

なお，降下火砕物により摩耗

が進展しないよう，外気取入ダ

ンパの閉止，換気空調系の停止

等を保安規定に定めて管理す

る。山⑤-2，山⑤-3 

【7 条火山 19】 

 

 

(ニ) 腐食山③-22 

ⅰ. 構造物の化学的影響（腐

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(d) 腐食山③-22，山◇7  

 

・要求に対する事項を運用で

担保する必要がある基本設計

方針について，保安規定に定め

て管理する旨を記載。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求に対する事項を運用で

担保する必要がある基本設計

方針について，保安規定に定め

て管理する旨を記載。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山③-19 引用元：P10 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

山③-4 引用元：P3,山③-17 引

用元：P10 

山③-20 引用元：P10,山③-21

引用元：P25,26 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

山⑤-2 引用元：P28 

山⑤-3 引用元：P16,17 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（火山の影響）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（火山）-12 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

食）山③-23 

 

外部事象防護対象施設のう

ち，屋外に設置している施設及

び外部事象防護対象施設を内

包する施設，並びに防護措置と

して設置する防護対策施設に

ついては，降下火砕物に対し，

機能を損なうおそれがないよ

う，耐食性のある材料の使用又

は塗装を実施することにより，

降下火砕物による短期的な腐

食が発生しない設計とする。山

③-4，山③-24，山③-25 

【7 条火山 20】 

 

 

なお，降下火砕物により長期

的な腐食の影響が生じないよ

う，日常保守管理における点検

及び補修の実施を保安規定に

定めて管理する。山⑤-5 

【7 条火山 21】 

 

 

 

屋内の重大事故等対処設備

については，降下火砕物による

短期的な腐食により機能を損

なわないように，耐食性のある

塗装を実施した建屋内に設置

する設計とする。山⑥ 

【7条火山 22】 

 

 

 

・構造物の化学的影響（腐食），

水循環系の化学的影響（腐食）

並びに換気系，電気系及び計測

制御系に対する化学的影響（腐

食）に対して短期での腐食が発

生しない設計とすること。山③

-24 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「腐食」について考慮すべき

影響因子は，降下火砕物に付着

した腐食性のガスにより屋外

設備及び建屋の外面を腐食さ

せる「構造物への化学的影響

（腐食）山③-23」，換気系，電

気系及び計測制御系において

降下火砕物を含む空気の流路

等を腐食させる「換気系，電気

系及び計測制御系の化学的影

響（腐食）山③-28」，並びに海

水に溶出した腐食性成分によ

り海水管等を腐食させる「水循

環系の化学的影響（腐食）山③

-26」である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求に対する事項を運用で

担保する必要がある基本設計

方針について，保安規定に定め

て管理する旨を記載。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。（技術基準規則 54 条の追加

要求事項に関連して，変更後を

記載。） 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

山③-4 引用元：P3 

山③-25 引用元：P18 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

山⑤-5 引用元：P19,P20,P21, 

P22,P23,P24,P26 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（火山の影響）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（火山）-13 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

屋外の重大事故等対処設備

については，降下火砕物を適宜

除去することにより，降下火砕

物による腐食に対して，設計基

準事故対処設備等の安全機能

と同時に重大事故等対処設備

の重大事故等に対処するため

に必要な機能が損なわれるお

それがない設計とする。山⑥ 

【7条火山 23】 

 

なお，降下火砕物により腐食

の影響が生じないよう，屋外の

重大事故等対処設備に堆積す

る降下火砕物を適宜除去する

ことを保安規定に定めて管理

する。山⑤-1 

【7 条火山 24】 

 

ⅱ. 水循環系の化学的影響

（腐食）山③-26 

 

外部事象防護対象施設のう

ち，降下火砕物を含む海水の流

路となる施設については，降下

火砕物に対し，機能を損なうお

それがないよう，耐食性のある

材料の使用又は塗装等を実施

することにより，降下火砕物に

よる短期的な腐食が発生しな

い設計とする。山③-4，山③-

24，山③-27 

【7 条火山 25】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。（技術基準規則 54 条の追加

要求事項に関連して，変更後を

記載。） 

 

 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求に対する事項を運用で

担保する必要がある基本設計

方針について，保安規定に定め

て管理する旨を記載。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

山⑤-1 引用元：P16 

 

 

 

山③-26 引用元：P12 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 

山③-4 引用元：P3 

山③-24 引用元：P12 

山③-27 引用元：P21,P22,P23 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（火山の影響）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（火山）-14 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

なお，降下火砕物により長期

的な腐食の影響が生じないよ

う，日常保守管理における点検

及び補修の実施を保安規定に

定めて管理する。山⑤-5 

【7 条火山 26】 

 

 

ⅲ. 換気系，電気系及び計測

制御系に対する化学的影響（腐

食）山③-28 

 

外部事象防護対象施設のう

ち，降下火砕物を含む空気の流

路となる施設については，降下

火砕物に対し，機能を損なうお

それがないよう，降下火砕物が

侵入しにくい構造とすること，

耐食性のある材料の使用又は

塗装を実施することにより，降

下火砕物による短期的な腐食

が発生しない設計とする。山③

-4，山③-24，山③-29 

【7 条火山 27】 

 

なお，降下火砕物により長期

的な腐食の影響が生じないよ

う，日常保守管理における点

検，補修の実施等を保安規定に

定めて管理する。山⑤-5 

【7 条火山 28】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求に対する事項を運用で

担保する必要がある基本設計

方針について，保安規定に定め

て管理する旨を記載。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求に対する事項を運用で

担保する必要がある基本設計

方針について，保安規定に定め

て管理する旨を記載。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

山⑤-5 引用元：P19,P20,P21, 

P22,P23,P24,P26 

 

 

 

 

山③-28 引用元：P12 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

山③-4 引用元：P3 

山③-24 引用元：P12 

山③-29 引用元：P24 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

山⑤-5 引用元：P19,P20,P21, 

P22,P23,P24,P26 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（火山の影響）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（火山）-15 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

(ホ) 発電所周辺の大気汚染

山③-30 

 

外部事象防護対象施設のう

ち，中央制御室換気空調系

（「6,7 号機共用」（以下同

じ。））については，降下火砕物

に対し，機能を損なうおそれが

ないよう，バグフィルタを設置

することにより，降下火砕物が

中央制御室（「6,7 号機共用」

（以下同じ。））に侵入しにくい

設計とする。山③-4，山③-31

【7 条火山 29】 

 

また，中央制御室換気空調系

については，外気取入ダンパの

閉止及び再循環運転を可能と

することにより，中央制御室内

への降下火砕物の侵入を防止

する。さらに外気取入遮断時に

おいて，酸素濃度及び二酸化炭

素濃度の影響評価を実施し，室

内の居住性を確保する設計と

する。山③-35 

【7 条火山 30】 

 

なお，降下火砕物による中央

制御室の大気汚染を防止する

よう，再循環運転の実施等を保

安規定に定めて管理する。山⑤

-4 

【7 条火山 31】 

 

 

 

 

・発電所周辺の大気汚染に対

して中央制御室の非常用換気

空調系は降下火砕物が侵入し

にくく，さらに外気を遮断でき

る設計とすること。山③-31 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(e) 大気汚染山◇7  

 

 

 「大気汚染」について考慮す

べき影響因子は，降下火砕物に

より汚染された発電所周辺の

大気が運転員の常駐する中央

制御室内に侵入することによ

る居住性の劣化，降下火砕物の

除去，屋外設備の点検等，屋外

における作業環境を劣化させ

る「発電所周辺の大気汚染山③

-30」である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求に対する事項を運用で

担保する必要がある基本設計

方針について，保安規定に定め

て管理する旨を記載。 

・追加要求事項による差異あ

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

山③-4 引用元：P3 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

山③-35 引用元：P24 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

山⑤-4 引用元：P17 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（火山の影響）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（火山）-16 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ヘ) 絶縁低下山③-32 

 

外部事象防護対象施設のう

ち，空気を取り込む機構を有す

る電気系及び計測制御系の盤

の絶縁低下については，降下火

砕物に対し，機能を損なうおそ

れがないよう，安全保護系盤の

設置場所の換気空調系にバグ

フィルタを設置することによ

り，降下火砕物が侵入しにくい

設計とする。山③-4，山③-33，

山③-34 

【7 条火山 32】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・電気系及び計測制御系の盤

の絶縁低下に対して空気を取

り込む機構を有する計測制御

系統施設（安全保護系盤）の設

置場所の非常用換気空調系は

降下火砕物が侵入しにくい設

計とすること。山③-33 

 

 

 

 

 

・降下火砕物による静的負荷

や腐食等の影響に対して，降下

火砕物の除去山⑤-1 や非常用

換気空調系外気取入口のバグ

フィルタの取替え若しくは清

掃，又は，換気空調系の停止山

 

 (f) 水質汚染山◇7  

 

 「水質汚染」については，外

部から供給される水源である，

市水道水に降下火砕物が混入

することによる汚染が考えら

れるが，柏崎刈羽原子力発電所

では給水処理設備により水処

理した給水を使用しており，ま

た水質管理を行っていること

から，安全施設の安全機能には

影響しない。 

 

 (g) 絶縁低下山③-32，山◇7  

 

 「絶縁低下」について考慮す

べき影響因子は，湿った降下火

砕物が，電気系及び計測制御系

絶縁部に導電性を生じさせる

ことによる盤の「絶縁低下」で

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

山③-4 引用元：P3 

山③-34 引用元：P26 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（火山の影響）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（火山）-17 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお，中央制御室換気空調系

については，降下火砕物による

安全保護系盤の絶縁低下を防

止するよう，外気取入ダンパの

閉止，再循環運転の実施等を保

安規定に定めて管理する。山⑤

-4 

【7 条火山 33】 

 

ロ. 間接的影響に対する設計

方針山④-2 

 

降下火砕物による間接的影

響である長期（7日間）の外部

電源喪失及び発電所外での交

通の途絶によるアクセス制限

事象に対し，発電用原子炉及び

使用済燃料貯蔵プールの安全

性を損なわないようにするた

めに，7日間の電源供給が継続

できるよう，非常用ディーゼル

発電機の燃料を貯蔵するため

の軽油タンク（重大事故等時の

み 6,7 号機共用），燃料を移送

するための非常用ディーゼル

発電設備燃料移送ポンプ等を

降下火砕物の影響を受けない

よう設置する設計とする。山④

-3，山④-4【7条火山 34】 

 

⑤-3 若しくは再循環運転の実

施山⑤-4 により安全機能を損

なわない設計とすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 さらに，降下火砕物による間

接的影響である 7 日間の外部

電源喪失，柏崎刈羽原子力発電

所外での交通の途絶によるア

クセス制限事象に対し，柏崎刈

羽原子力発電所の安全性を維

持するために必要となる電源

の供給が継続でき，安全機能を

損なわない設計とする。山④-

3 

 

― 以 下 余 白 ― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

c. 間接的影響山◇2 （山④-3） 

 

 

 降下火砕物によって柏崎刈

羽原子力発電所に間接的な影

響を及ぼす因子は，湿った降下

火砕物が送電線の碍子，開閉所

の充電露出部等に付着し絶縁

低下を生じさせることによる

広範囲にわたる送電網の損傷

に伴う「外部電源喪失」，並び

に降下火砕物が道路に堆積す

ることによる交通の途絶に伴

う「アクセス制限」である。 

 

(5) 降下火砕物の直接的影響

に対する設計山③-2 

 

 直接的影響については，評価

対象施設の構造や設置状況等

（形状，機能，外気吸入や海水

 

 

 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求に対する事項を運用で

担保する必要がある基本設計

方針について，保安規定に定め

て管理する旨を記載。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

― 以 下 余 白 ― 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

山④-2 引用元：P26,27 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山④-4 引用元：P27 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（火山の影響）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（火山）-18 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

― 以 下 余 白 ― 

 

 

― 以 下 余 白 ― 

 

通水の有無等）を考慮し，想定

される各影響因子に対して，影

響を受ける各評価対象施設が

安全機能を損なわない以下の

設計とする。山◇8  

 

 なお，評価対象施設のうち，

屋外設備及び建屋は，山◇8「粒

子の衝突」に対して，「1.8.2 

竜巻防護に関する基本方針」山

◇3 に基づく設計によって，安全

機能を損なわない設計とする。

山◇8  

 

a. 軽油タンク（燃料移送ポン

プ含む） 

 

 「構造物への静的負荷」につ

いて，当該施設の許容荷重が，

降下火砕物による荷重に対し

て安全裕度を有することによ

り，構造健全性を失わず安全機

能を損なわない設計とする。山

③-6，山◇8  

 

 「腐食」については，金属腐

食研究の結果(5)より，降下火砕

物に含まれる腐食性ガスによ

って直ちに金属腐食は生じな

いが，外装の塗装山③-25 等に

よって，短期での腐食により安

全機能を損なわない設計とす

る。山◇2 （山③-24），山◇8  

 

 

― 以 下 余 白 ― 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（火山の影響）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（火山）-19 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 なお，降灰後の長期的な腐食

の影響については，日常保守管

理等により，状況に応じて補修

山⑤-5 が可能な設計とする。

山◇8  

 

 「閉塞」及び「摩耗」につい

ては，軽油タンクのベント管を

下向きに取り付ける，また，燃

料移送ポンプは，降下火砕物が

侵入しにくい設計とする。山◇2

（山③-11），山◇8  

 

b. 外部事象防護対象施設を

内包する建屋 

 

 原子炉建屋，タービン建屋海

水熱交換器区域，コントロール

建屋及び廃棄物処理建屋は，

「構造物への静的負荷」につい

て，当該施設の許容荷重が，降

下火砕物による荷重に対して

安全裕度を有することにより，

構造健全性を失わず安全機能

を損なわない設計とする。山③

-6，山◇8  

 

 なお，建屋の評価は，建築基

準法における積雪の荷重の考

え方に準拠し，降下火砕物の除

去を適切に行うことから，降下

火砕物の荷重を短期に生じる

荷重とし，建築基準法による短

期許容応力度を許容限界とす



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（火山の影響）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（火山）-20 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

る。山◇8  

 

 「腐食」については，金属腐

食研究の結果(5)より，降下火砕

物に含まれる腐食性ガスによ

って直ちに金属腐食は生じな

いが，外装の塗装等によって，

短期での腐食により安全機能

を損なわない設計とする。山◇2

（山③-24），山◇8  

 

 なお，降灰後の長期的な腐食

の影響については，日常保守管

理等により，状況に応じて補修

山⑤-5 が可能な設計とする。

山◇8  

 

c. 原子炉補機冷却海水ポン

プ 

 

 「閉塞」については，降下火

砕物は粘土質ではないことか

ら水中で固まり閉塞すること

はないが，降下火砕物の粒径に

対し十分な流路幅を設ける設

計とするとともに，ポンプ軸受

部が閉塞しない設計とする。山

◇2 （山③-9），山◇8  

 

 「摩耗」については，主要な

降下火砕物は砂と同等または

砂より硬度が低くもろいこと

から，摩耗の影響は小さく，ま

た，日常保守管理山③-18 等に



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（火山の影響）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（火山）-21 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

より，状況に応じて補修が可能

であり，摩耗により安全機能を

損なわない設計とする。山◇8  

 

 「腐食」については，金属腐

食研究の結果(5)より，降下火砕

物に含まれる腐食性ガスによ

って直ちに金属腐食は生じな

いが，耐食性のある材料の使用

や塗装の実施等山③-27 によ

って，短期での腐食により安全

機能を損なわない設計とする。

山◇2 （山③-24），山◇8  

 

 なお，降灰後の長期的な腐食

の影響については，日常保守管

理等により，状況に応じて補修

山⑤-5 が可能な設計とする。

山◇8  

 

d.  原子炉補機冷却海水系ス

トレーナ 

 

 「閉塞」については，降下火

砕物の粒径に対し十分な流路

幅を設ける又は差圧の確認が

可能な設計とする。山◇8  

 

 「摩耗」については，主要な

降下火砕物は砂と同等または

砂より硬度が低くもろいこと

から，摩耗の影響は小さく，ま

た，日常保守管理山③-18 等に

より，状況に応じて補修が可能



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（火山の影響）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（火山）-22 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

であり，摩耗により安全機能を

損なわない設計とする。山◇8  

 

 「腐食」については，金属腐

食研究の結果(5)より，降下火砕

物に含まれる腐食性ガスによ

って直ちに金属腐食は生じな

いが，耐食性のある材料の使用

や塗装の実施等山③-27 によ

って，短期での腐食により安全

機能を損なわない設計とする。

山◇2 （山③-24），山◇8  

 

 なお，降灰後の長期的な腐食

の影響については，日常保守管

理等により，状況に応じて補修

山⑤-5 が可能な設計とする。

山◇8  

 

e. 取水設備（除塵装置） 

 

 「閉塞」については，降下火

砕物の粒径に対し十分な流路

幅を設ける設計とする。山◇8  

 

 「摩耗」については，主要な

降下火砕物は砂と同等または

砂より硬度が低くもろいこと

から，摩耗の影響は小さく，ま

た，日常保守管理山③-18 等に

より，状況に応じて補修が可能

であり，摩耗により安全機能を

損なわない設計とする。山◇8  

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（火山の影響）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（火山）-23 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 「腐食」については，金属腐

食研究の結果(5)より，降下火砕

物に含まれる腐食性ガスによ

って直ちに金属腐食は生じな

いが，耐食性のある材料の使用

や塗装の実施等山③-27 によ

って，短期での腐食により安全

機能を損なわない設計とする。

山◇2 （山③-24），山◇8  

 

 なお，降灰後の長期的な腐食

の影響については，日常保守管

理等により，状況に応じて補修

山⑤-5 が可能な設計とする。

山◇8  

 

f. 非常用換気空調系 

 

 非常用換気空調系（非常用デ

ィーゼル発電機電気品区域換

気空調系（非常用ディーゼル発

電機非常用送風機含む），中央

制御室換気空調系，コントロー

ル建屋計測制御電源盤区域換

気空調系，海水熱交換器区域換

気空調系）は，「閉塞」及び「摩

耗」について，外気取入口に，

ルーバが取り付けられており，

下方から吸い込む構造である

こと，非常用換気空調系のバグ

フィルタを設置すること山③-

12 で，降下火砕物が流路に侵

入しにくい設計とする。山◇2

（山③-11），山◇8  



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（火山の影響）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（火山）-24 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 さらに降下火砕物がバグフ

ィルタに付着した場合でも取

替え又は清掃が可能な構造と

することで，降下火砕物により

閉塞しない設計とする。山③-

13 

 

 「腐食」については，金属腐

食研究の結果(5)より，降下火砕

物に含まれる腐食性ガスによ

って直ちに金属腐食は生じな

いが，金属材料山③-29 を用い

ることによって，短期での腐食

により安全機能を損なわない

設計とする。山◇2 （山③-24），

山◇8  

 

 なお，降灰後の長期的な腐食

の影響については，日常保守管

理等により，状況に応じて補修

山⑤-5 が可能な設計とする。

山◇8  

 

 「大気汚染」については，中

央制御室換気空調系の外気取

入ダンパの閉止及び再循環運

転を可能とすることにより，中

央制御室内への降下火砕物の

侵入を防止すること，さらに外

気取入遮断時において室内の

居住性を確保できる設計とす

る。山③-35 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（火山の影響）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（火山）-25 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

g. 非常用ディーゼル発電機

（非常用ディーゼル発電機吸

気系含む） 

 

 「閉塞」については，非常用

ディーゼル発電機の吸気口の

上流側の外気取入口には，ルー

バが取り付けられており，下方

から吸い込む構造であること，

非常用換気空調系のバグフィ

ルタを設置することにより，フ

ィルタメッシュより大きな降

下火砕物が内部に侵入しにく

い設計とし，また，降下火砕物

がバグフィルタに付着した場

合でも取替え又は清掃が可能

な構造とすることで，降下火砕

物により閉塞しない設計とす

る。山◇2 （山③-11），山◇8  

 

 「摩耗」については，主要な

降下火砕物は砂と同等または

砂より硬度が低くもろいこと

から，摩耗の影響は小さく，か

つ構造上の対応として，吸気口

の上流側の外気取入口には，ル

ーバが取り付けられており，下

方から吸い込む構造であるこ

と，非常用換気空調系のバグフ

ィルタを設置することで，降下

火砕物が流路に侵入しにくい

設計とし，仮に当該設備の内部

に降下火砕物が侵入した場合

でも耐摩耗性のある材料を使



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（火山の影響）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（火山）-26 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

用すること山③-21 で，摩耗に

より安全機能を損なわない設

計とする。山◇8  

 

 「腐食」については，金属腐

食研究の結果(5)より，降下火砕

物に含まれる腐食性ガスによ

って直ちに金属腐食は生じな

いが，金属材料を用いることに

よって，短期での腐食により安

全機能を損なわない設計とす

る。山◇2 （山③-24），山◇8  

 

 なお，降灰後の長期的な腐食

の影響については，日常保守管

理等により，状況に応じて補修

山⑤-5 が可能な設計とする。

山◇8  

 

h. 安全保護系盤山◇8  

 

 当該機器の設置場所は非常

用ディーゼル発電機電気品区

域換気空調系（非常用ディーゼ

ル発電機非常用送風機含む）及

び中央制御室換気空調系によ

り，空調管理されており，外気

取入口にはバグフィルタを設

置すること山③-34 で，降下火

砕物による「絶縁低下」により

安全機能を損なわない設計と

する。 

 

(6) 降下火砕物の間接的影響



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（火山の影響）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（火山）-27 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

に対する設計方針山④-2 

 

 降下火砕物による間接的影

響として考慮する，広範囲にわ

たる送電網の損傷による 7 日

間の外部電源喪失及び発電所

外での交通の途絶によるアク

セス制限事象が生じた場合に

ついては，降下火砕物に対して

非常用ディーゼル発電機の安

全機能を維持することで，発電

用原子炉の停止及び停止後の

発電用原子炉の冷却，並びに使

用済燃料プールの冷却に係る

機能を担うために必要となる

電源の供給が非常用ディーゼ

ル発電機山④-4 により継続で

きる設計とすることにより，安

全機能を損なわない設計とす

る。山◇2 （山④-3），山◇8  

 

 電源の供給に関する設計方

針は「10.1 非常用電源設備」

に記載する。山◇3  

 

 

1.8.8.2 手順等 

 

(1) 降灰が確認された場合に

は，建屋や屋外の設備等に長期

間降下火砕物の荷重をかけ続

けないこと，また降下火砕物の

付着による腐食等が生じる状

況を緩和するために，評価対象



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（火山の影響）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（火山）-28 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

施設等に堆積した降下火砕物

の除灰を適切に実施する。山◇9  

 

(2) 降灰が確認された場合に

は，状況に応じて外気取入ダン

パの閉止，山⑤-2 換気空調系

の停止又は再循環運転により，

建屋内への降下火砕物の侵入

を防止する手順を定める。山◇9  

 

(3) 降灰が確認された場合に

は，非常用換気空調系の外気取

入口のバグフィルタについて，

バグフィルタの差圧を確認す

るとともに，状況に応じて取替

え又は清掃を実施する。山◇9  

 

― 以 下 余 白 ― 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-1 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

（外部からの衝撃による損傷の

防止） 

 

 

第七条 

 

２ 周辺監視区域に隣接する地

域に事業所、鉄道、道路その他の

外部からの衝撃が発生するおそ

れがある要因がある場合には、

事業所における火災又は爆発事

故、危険物を搭載した車両、船舶

又は航空機の事故その他の敷地

及び敷地周辺の状況から想定さ

れる事象であって人為によるも

の（故意によるものを除く。以下

「人為による事象」という。）に

より発電用原子炉施設（兼用キ

ャスクを除く。）の安全性が損な

われないよう、防護措置その他

の適切な措置を講じなければな

らない。外①～外⑭ 

 

【解釈】 

３ 第２項に規定する「事故そ

の他の敷地及び敷地周辺の状況

から想定される事象であって人

為によるもの」には、ダムの崩

壊、船舶の衝突、電磁的障害等の

敷地及び敷地周辺の状況から生

じうる事故を含む。外①～外⑭ 

 

 

 

2.3 外部からの衝撃による損

傷の防止 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

2.3 外部からの衝撃による損

傷の防止 

 

(2) 人為事象 

 

a. 外部火災 

 

 

 

 

想定される外部火災におい

て，外①-1 火災・爆発外①-2 源

を発電所敷地内及び敷地外に

設定し外部事象防護対象施設

に係る温度や距離を算出し，そ

れらによる影響評価を行い，最

も厳しい火災・爆発が発生した

場合においても安全機能を損

なわない設計とする。外①-3 

【7 条外部火災 1】 

 

外部事象防護対象施設は，外

①-4 防火帯の設置，離隔距離

の確保，建屋による防護によっ

て，安全機能を損なわない設計

とする。外①-5 

【7 条外部火災 2】 

 

重大事故等対処設備は，建屋

内への設置又は設計基準事故

対処設備等及び同じ機能を有

する他の重大事故等対処設備

と位置的分散を図り設置する

 

 

 

 

 

 

(a-10)火災・爆発（森林火災，

近隣工場等の火災・爆発，航空

機落下火災等） 

 

 

 安全施設外□1 は，想定される

外部火災において，外①-1 最

も厳しい火災が発生した場合

においても安全機能を損なわ

ない設計とする。外①-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.8.10 外部火災防護に関す

る基本方針 

 

1.8.10.1 設計方針 

 

 安全施設外◇1 が外部火災（火

災・爆発外①-2（森林火災，近

隣工場等の火災・爆発，航空機

落下火災等））に対して，発電

用原子炉施設の安全性を確保

するために想定される最も厳

しい火災が発生した場合にお

いても必要な安全機能を損な

わないよう，外◇2 （外①-1，①

-3）防火帯の設置，離隔距離の

確保，建屋による防護，代替手

段等によって，安全機能を損な

わない設計とする。外①-5 

 

外部火災によってその安全

機能が損なわれないことを確

認する必要がある施設を，安全

重要度分類のクラス 1，クラス

2 及びクラス 3 に属する構築

物，系統及び機器とする。外◇5  

 

 外部火災によってその安全

機能が損なわれないことを確

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

外①-4 引用元：P2 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-2 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

４ 第２項に規定する「適切な

措置を講じなければならない」

には、対象とする発生源から一

定の距離を置くことを含む。外

①～外⑭ 

 

― 以 下 余 白 ― 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

とともに，防火帯により防護す

ることにより，設計基準事故対

処設備等の安全機能と同時に

その機能を損なわない設計と

する。外⑮ 

【7条外部火災 3】 

 

 外部火災の影響については，

定期的な評価の実施を保安規

定に定めて管理する。外⑭ 

【7条外部火災 4】 

 

(a) 防火帯幅の設定に対する

設計方針 

 

人為事象として想定される

森林火災外②-1 については，

森林火災シミュレーション解

析コードを用いて外②-2 求め

た最大火線強度から設定し，設

置（変更）許可を受けた防火帯

（約 20m）を敷地内に設ける設

計とする。外②-3 

【7 条外部火災 5】 

 

 

 

 

 

 また，防火帯は延焼防止効果

を損なわない設計とし，防火帯

に可燃物を含む機器等を設置

する場合は必要最小限とする

ことを保安規定に定めて管理

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発電所敷地又はその周辺で

想定される発電用原子炉施設

の安全性を損なわせる原因と

なるおそれがある事象であっ

て人為によるもの（故意による

ものを除く。）として想定され

る森林火災外②-1 の延焼防止

を目的として，発電所周辺の植

生を確認し，作成した植生デー

タ等をもとに外③-21 求めた

最大火線強度（3,002kW/m）か

ら算出される防火帯（約 20m）

を敷地内に設ける。外②-3 

 

 防火帯は延焼防止効果を損

なわない設計とし，防火帯に可

燃物を含む機器等を設置する

場合は必要最小限とする。外②

-4 

認する必要がある施設のうち，

外部事象防護対象施設は，外①

-4 防火帯の設置，離隔距離の

確保，建屋による防護等により

安全機能を損なわない設計と

する。外◇3 （外①-5） 

 

想定外③-2,外④-2,外⑤-2

する外部火災として，森林火

災，外③-1 近隣の産業施設の

火災・爆発，発電所敷地内に設

置する危険物タンク等の火災，

外④-1 航空機墜落による火災

外⑤-1 を選定する。 

 

外部火災にて想定する火災

を第 1.8.10-1 表に示す。外◇4  

 

また，想定される火災及び爆

発の二次的影響（ばい煙等）に

対して，安全施設の安全機能を

損なわない設計とする。外◇2

（外⑫-1，外⑫-4） 

 

(1) 評価対象施設 

 

 外部事象防護対象施設のう

ち，屋内設備は内包する建屋外

③-7 により防護する設計と

し，評価対象施設を，建屋，屋

外設備並びに外部火災の二次

的影響を受ける構築物，系統及

び機器に分類し，抽出する。 

 

り。（技術基準規則 54条の追加

要求事項に関連して，変更後を

記載。） 

 

 

 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求に対する事項を運用で

担保する必要がある基本設計

方針について，保安規定に定め

て管理する旨を記載。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

外②-2 引用元：P4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-3 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

する。外②-4 

【7 条外部火災 6】 

 

(b) 発電所敷地内の火災源に

対する設計方針 

 

火災源として，森林火災，外

③-1 発電所敷地内に設置する

屋外の危険物タンク等の火災，

外④-1 航空機墜落による火災

外⑤-1，敷地内の危険物タンク

の火災と航空機墜落による火

災外⑥-1 が同時に発生した場

合外⑥-2 の重畳外⑥-3 火災を

想定外③-2,外④-2,外⑤-2,外

⑥-4 し，火災源からの外部事

象防護対象施設への外③-3,外

④-3,外⑤-3,外⑥-5 熱影響外

③-4,外④-4,外⑤-4,外⑥-6

を評価外③-5,外④-5,外⑤-5,

外⑥-7 する。 

【7条外部火災 7】 

 

外部事象防護対象施設の評

価条件を以下のように設定し，

評価する。評価結果より火災源

ごとに輻射強度外③-6,外④-

6,外⑤-6,外⑥-8，燃焼継続時

間等を求め，外部事象防護対象

施設を内包する建屋外③-7（垂

直外壁面及び天井スラブから

選定した，火災の輻射に対して

最も厳しい箇所）の表面温度外

③-8 が許容温度（200℃外③-

 

 また，森林火災外③-19 によ

る熱影響外③-4 については，

外③-20 最大火線強度の影響

を考慮した場合においても，離

隔距離の確保等により安全施

設の安全機能を損なわない設

計外③-18 とする。 

 

 発電所敷地又はその周辺で

想定される発電用原子炉施設

の安全性を損なわせる原因と

なるおそれがある事象であっ

て人為によるもの（故意による

ものを除く。）として，想定さ

れる近隣工場等の火災・爆発に

ついては，離隔距離の確保，若

しくは，近隣工場等の火災・爆

発による損傷を考慮して，代替

設備により必要な機能を確保

すること，安全上支障のない期

間での修復等の対応，又は，そ

れらを適切に組み合わせるこ

とで，その安全機能を損なわな

い設計とする。外□2  

 

また，想定される発電所敷地

内に設置する危険物タンク等

の火災外④-11，航空機墜落に

よる火災外⑤-11 については，

外④-12,外⑤-12 隔距離の確

保，若しくは，航空機が落下し，

その火災による損傷を考慮し

て，代替設備により必要な機能

 上記に含まれない構築物，系

統及び機器は，原則として，防

火帯により防護し，外部火災に

より損傷した場合であっても，

代替手段があること等により

安全機能は損なわれない。外◇5  

 

また，主排気筒は，防火帯の

内側にあるが，屋外設置で代替

手段がないことから，個別に熱

影響評価を実施する。外◇5  

 

 外部事象防護対象施設及び

評価対象施設を第 1.8.10-2 表

に示す。外◇4  

 

a. 外部火災の直接的な影響

を受ける評価対象施設外◇5  

 

 外部事象防護対象施設のう

ち，評価対象施設を以下のとお

り抽出する。 

 

(a) 屋内の評価対象施設 

 

 屋内設置の外部事象防護対

象施設は，内包する建屋により

防護する設計とし，以下の建屋

を評価対象施設とする。 

 

(a-1) 原子炉建屋 

(a-2) コントロール建屋 

(a-3) タービン建屋 

(a-4) 廃棄物処理建屋 

り。 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

外②-4 引用元：P2 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

外③-1 引用元：P2,外④-1引用

元：P2,外⑤-1 引用元：P2,外⑥

-1 引用元：P36,外⑥-2引用元：

P40,外⑥-3 引用元：P36,外③-

2 引用元：P2,外④-2 引用元：

P2,外⑤-2 引用元：P2,外⑥-4

引用元：P40,外③-3 引用元：

P4,外④-3引用元：P15,外⑤-3

引用元：P35,外⑥-5 引用元：

P35,外④-4 引用元：P15,外⑤-

4 引用元：P38,外⑥-6 引用元：

P40,外③-5 引用元：P4,外④-5

引用元：P15,外⑤-5 引用元：

P35,外⑥-7 引用元：P35 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

外③-6 引用元：P11,外④-6 引

用元：P33,34,35,外⑤-6 引用

元：P38,39,40,外⑥-8引用元：

P40,外③-7 引用元：P2 

 

 

外③-8 引用元：P11,12 

外③-9 引用元：P12 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-4 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9）となる危険距離外③-10 及

び建屋を除く屋外の外部事象

防護対象施設の温度外③-11

が許容温度外③-12（軽油タン

ク（重大事故等時のみ 6,7 号機

共用）の軽油温度 225℃外③-

13，非常用ディーゼル発電設備

燃料移送ポンプの周囲温度

100℃外③-14，主排気筒の表面

温度 325℃外③-31）となる危

険距離外③-15 を算出外③-16

し，その危険距離外③-17 を上

回る離隔距離を確保する設計

外③-18，又は建屋表面温度外

④-7,外⑤-7,外⑥-9 及び建屋

を除く屋外の外部事象防護対

象施設の温度外④-8,外⑤-8,

外⑥-10 を算出し，その温度が

許容温度外④-9,外⑤-9,外⑥-

11 を満足する設計とする。外

④-10,外⑤-10,外⑥-12 

【7 条外部火災 8】 

 

・森林火災外③-19 について

は，外③-20 発電所周辺の植生

を確認し，作成した植生データ

等をもとに外③-21 求めた，設

置（変更）許可を受けた防火帯

の外縁（火炎側）外③-22 にお

ける最大火線強度から算出さ

れる火炎輻射発散度（100kW/m2

外③-23）による危険距離を外

③-24 求め評価外③-25 する。

【7条外部火災 9】 

を確保すること，安全上支障の

ない期間での修復等の対応，又

は，それらを適切に組み合わせ

ることで，その安全機能を損な

わない設計とする。 

 

 外部火災による屋外施設へ

の影響については，屋外施設の

温度外③-11,外④-8,外④-15,

外⑤-8,外⑤-15,外⑥-10,外⑥

-18,外⑧-8,外⑨-8,外⑩-8,外

⑪-7 を許容温度外③-12,外③

-26,外④-9,外④-16,外⑤-9,

外⑤-16,外⑥-11,外⑥-19,外

⑧-9,外⑨-9,外⑩-9,外⑪-8

以下と外③-27,外④-17,外⑤-

17,外⑥-20 することで安全施

設の安全機能を損なわない設

計とする。外④-10,外⑤-10,外

⑥-12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 屋外の評価対象施設 

 

 屋外設置の評価対象施設は，

以下の施設を対象とする。 

 

b. 外部火災の二次的影響を

受ける評価対象施設外◇5  

 

 外部火災の二次的影響を受

ける評価対象施設を以下のと

おり抽出する。 

 

(a) 換気空調系 

(b) 非常用ディーゼル発電機 

(c) 安全保護系 

 

(2) 森林火災 

 

 「原子力発電所の外部火災影

響評価ガイド」を参照し，発電

所周辺の植生，過去 10 年間の

気象条件を調査し，柏崎刈羽原

子力発電所から直線距離 10km

の間に発火点を設定し，外◇6 森

林火災シミュレーション解析

コード（FARSITE）を用いて外

②-2 影響評価を実施し，森林

火災の延焼を防ぐための手段

として防火帯を設け，火炎が防

火帯外縁に到達するまでの時

間，評価対象施設への外③-3

熱影響及び危険距離を外③-24

評価外③-5,外③-25 し，必要

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

外③-10 引用元：P14 

 

 

 

 

外③-13 引用元：P12 

外③-14 引用元：P13 

外③-15 引用元：P14 

外③-16 引用元：P14 

外③-17 引用元：P14 

外③-18 引用元：P3 

外③-31 引用元：P13 

 

外④-7 引用元：P33,34,外⑤-7

引用元：P38,外⑥-9 引用元：

P40,外④-10 引用元：P33,34,

外⑤-10 引用元：P38,外⑥-12

引用元：P41 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

外③-19 引用元：P3 

外③-20 引用元：P3 

外③-21 引用元：P2 

外③-22 引用元：P14 

 

 

外③-23 引用元：P11 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-5 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・発電所敷地内に設置する危

険物タンク等の火災外④-11

については，外④-12 貯蔵量外

④-13 等を勘案して火災源ご

とに建屋表面温度外④-14 及

び建屋を除く屋外の外部事象

防護対象施設の温度外④-15

を求め評価する。 

【7条外部火災 10】 

 

 また，燃料補充用のタンクロ

ーリ火災が発生した場合の影

響については，燃料補充時は監

視人が立会を実施することを

保安規定に定めて管理し，万一

の火災発生時は速やかに消火

活動が可能とすることにより，

外部事象防護対象施設に影響

がない設計とする。外⑭ 

【7条外部火災 11】 

 

・航空機墜落による火災外⑤-

11 については，外⑤-12「実用

発電用原子炉施設への航空機

落下確率の評価基準について」

（平成 21・06・25 原院第 1 号

（平成 21 年 6 月 30 日原子力

安全・保安院一部改正））によ

り落下確率が 10-7（回／炉・年）

となる面積及び離隔距離を算

出し，外部事象防護対象施設へ

の影響が最も厳しくなる外⑤-

13 地点で火災が起こることを

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

な防火帯幅，評価対象施設との

離隔距離を確保すること等に

より，評価対象施設の安全機能

を損なわない設計とする。 

 

a. 森林火災の想定外◇6  

 

(a) 森林火災における各樹種

の可燃物量は，環境省の「自然

環境保全基礎調査 植生調査

データ」による植生に，現地調

査等により得られた樹種を踏

まえて補正した植生を用いる。 

 

 また，林齢は，樹種を踏まえ

て地面草地の可燃物量が多く

なるように保守的に設定する。 

 

(b) 気象条件は，「柏崎地域気

象観測所」及び「新潟地方気象

台」の過去 10 年間の気象デー

タを調査し，新潟県，柏崎市，

刈羽村，出雲崎町における森林

火災発生頻度が年間を通じて

比較的高い月の最小湿度，最高

気温及び最大風速の組み合わ

せとする。 

 

(c) 風向については，最大風速

における風向と卓越風向を調

査し，森林火災の発生件数及び

森林と柏崎刈羽原子力発電所

の位置関係を考慮して，最大風

速記録時の風向を設定する。 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求に対する事項を運用で

担保する必要がある基本設計

方針について，保安規定に定め

て管理する旨を記載。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

外④-11 引用元：P3 

外④-12 引用元：P3 

外④-13 引用元：P32 

外④-14 引用元：P33,34 

外④-15 引用元：P4 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

外⑤-11 引用元：P3 

外⑤-12 引用元：P3 

 

 

 

 

 

 

外⑤-13 引用元：P37 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-6 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

想定し，建屋表面温度外⑤-14

及び建屋を除く屋外の外部事

象防護対象施設の温度外⑤-15

を求め評価する。 

【7条外部火災 12】 

 

・敷地内の危険物タンクの火

災と航空機墜落による火災の

重畳外⑥-13 については，各々

の火災の評価外⑥-14 条件に

より算出した輻射強度外⑥-

15，燃焼継続時間等により，外

部事象防護対象施設の受熱面

に対し，最も厳しい外⑥-16 条

件となる火災源と外部事象防

護対象施設を選定し，建屋表面

温度外⑥-17 及び建屋を除く

屋外の外部事象防護対象施設

の温度外⑥-18 を求め評価す

る。 

【7条外部火災 13】 

 

・防護措置として設置する防

護対策施設としては，非常用デ

ィーゼル発電設備燃料移送ポ

ンプの周囲温度が許容温度外

③-26,外④-16,外⑤-16,外⑥-

19 以下と外③-27,外④-17,外

⑤-17,外⑥-20 なるよう耐火

性能を確認した防護板外③-

28,外④-18,外⑤-18 を非常用

ディーゼル発電設備燃料移送

ポンプ周外③-29,外④-19,外

⑤-19 辺に鋼材で支持する設

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(d) 発火点については，防火帯

幅の設定及び熱影響評価に際

し，FARSITE から出力される最

大火線強度を用いて評価する

ため，柏崎刈羽原子力発電所か

ら直線距離 10km の間で風向及

び人為的行為を考慮し，3地点

を設定する。 

 

(d-1) 人為的行為を考慮し，交

通量が多く火災の発生頻度が

高いと想定される国道沿いを

選定する。 

 

(d-2) 風向は卓越方向（南南

東，南東）とし，火災規模に対

する風向の影響を考慮し，発火

点は，陸側方向（柏崎刈羽原子

力発電所の西側が海）の柏崎刈

羽原子力発電所の風上を選定

する。 

 

・発火点 1：柏崎刈羽原子力発

電所の南南東約 0.6km の国

道沿い 

・発火点 2：柏崎刈羽原子力発

電所の南南東約 3.4km の国

道沿い 

・発火点 3：柏崎刈羽原子力発

電所の南東約 0.4km の国道

沿い 

 

(e) 森林火災の発火時刻につ

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

外⑤-14 引用元：P38 

 

外⑤-15 引用元：P4 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

外⑥-13 引用元：P36 

外⑥-14 引用元：P40 

外⑥-15 引用元：P40 

 

 

外⑥-16 引用元：P40 

 

 

外⑥-17 引用元：P40 

 

外⑥-18 引用元：P4 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

外③-26 引用元：P4,外④-16 引

用元：P4,外⑤-16 引用元：P4,

外⑥-19 引用元：P4 外③-27 引

用元：P4,外④-17 引用元：P4, 

外⑤-17 引用元：P4,外⑥-20 引

用元：P4,外③-28 引用元：P13,

外④-18 引用元：P34,外⑤-18

引用元：P39 

外③-29 引用元：P13,外④-19



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-7 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計とする。防護板外③-30,外④

-20,外⑤-20 は，外部事象防護

対象施設である非常用ディー

ゼル発電設備燃料移送ポンプ

に用いる地震力に対して，支持

部材の構造強度を維持するこ

とにより非常用ディーゼル発

電設備燃料移送ポンプに波及

的影響を及ぼさない設計とす

る。 

【7条外部火災 14】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いては，日照による草地及び樹

木の乾燥に伴い，火線強度が変

化することから，これらを考慮

して火線強度が最大となる時

刻を設定する。 

 

b. 評価対象範囲外◇6  

 

 発電所近傍の発火想定地点

を 10km 以内とし，評価対象範

囲は西側が海岸という発電所

周辺の地形を考慮し柏崎刈羽

原子力発電所から東に 12km，

西に 9km，南に 12km，北に 15km

とする。 

 

c. 必要データ（FARSITE 入力

条件）外◇6  

 

(a) 地形データ 

 

 現地状況をできるだけ模擬

するため，発電所周辺の土地の

標高，地形等のデータについて

は，公開情報の中でも高い空間

解像度である 10m メッシュの

「基盤地図情報 数値標高モ

デル」（国土地理院データ）を

用いる。 

 

(b) 土地利用データ 

 

 現地状況をできるだけ模擬

するため，発電所周辺の建物用

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

引用元：P34,外⑤-19 引用元：

P39,外③-30 引用元：P13,外④

-20 引用元：P34,外⑤-20 引用

元：P39 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-8 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地，交通用地等のデータについ

ては，公開情報の中でも高い空

間解像度である 100m メッシュ

の「国土数値情報 土地利用細

分メッシュ」（国土交通省デー

タ）を用いる。 

 

(c) 植生データ 

 

 現地状況をできるだけ模擬

するため，樹種に関する情報を

有する「自然環境保全基礎調査 

植生調査データ」（環境省デー

タ）を用いる。 

 

 また，現地調査を実施し発電

所構外及び構内の植生を反映

する。 

 

(d) 気象データ 

 

 現地にて起こり得る最も厳

しい条件を検討するため，「柏

崎地域気象観測所」及び「新潟

地方気象台」の過去 10 年間の

気象データにおける新潟県，柏

崎市，刈羽村，出雲崎町で発生

した森林火災の実績を考慮し，

比較的発生頻度が高い月のう

ち，最も厳しい 3月から 5月の

気象条件（最多風向，最大風速，

最高気温及び最小湿度）を用い

る。 
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【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-9 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

d. 延焼速度及び火線強度の

算出外◇6  

 

 ホイヘンスの原理に基づく

火炎の拡大モデルを用いて延

焼速度（0.25m/s （発火点 3））

や火線強度（3,002kW/m（発火

点 2））を算出する。 

 

e. 火炎到達時間による消火

活動外◇6 ，外◇17  

 

 延焼速度より，発火点から火

炎が防火帯に到達するまでの

火炎到達時間（3時間（発火点

3））を算出する。 

 

 森林火災が防火帯に到達す

る時間までの間に柏崎刈羽原

子力発電所に常駐している自

衛消防隊による防火帯付近の

予防散水活動（飛び火を抑制す

る効果を期待）を行うことが可

能であり，防火帯をより有効に

機能させる。 

 

 また，万が一の飛び火等によ

る火炎の延焼を確認した場合

には，自衛消防隊による初期消

火活動を行うことで，評価対象

施設の安全機能を損なわない

設計とする。 

 

 なお，外部からの情報により
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【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-10 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

森林火災を認識し，発電所敷地

境界へ到達するまでに時間的

な余裕がある場合には，発電所

構内への延焼を抑制するため

に敷地境界近傍への予防散水

を行う。 

 

f. 防火帯幅の設定 

 

 FARSITE から出力される最

大火線強度（3,002kW/m（発火

点 2））により算出される防火

帯幅 18.4m に対し，約 20m の防

火帯幅を確保することにより

評価対象施設の安全機能を損

なわない設計とする。外◇6  

 

 防火帯は延焼防止効果を損

なわない設計とし，防火帯に可

燃物を含む機器等を設置する

場合は必要最小限とする。外◇6  

 

 設置する防火帯について，第

1.8.10-1 図に示す。外◇4  

 

g. 評価対象施設への熱影響 

 

 森林火災の直接的な影響を

受ける評価対象施設への影響

評価を実施し，離隔距離の確

保，建屋による防護等により，

評価対象施設の安全機能を損

なわない設計とする。外◇2（外

③-18,外③-19） 
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要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-11 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 なお，影響評価に用いる火炎

輻射発散度（火炎輻射強度外③

-6）は，FARSITE から出力され

る火線強度（反応強度）から求

める火炎輻射発散度 100kW/m2

外 ③ -23 （ 火 炎 輻 射 強 度

211kW/m2）とする。 

 

(a) 火災の想定外◇6  

 

(a-1) 森林火災による熱を受

ける面と森林火災の火炎輻射

強度が発する地点が同じ高さ

にあると仮定し，離隔距離は最

短距離とする。 

 

(a-2) 森林火災の火炎は，円筒

火炎モデルとする。火炎の高さ

は燃焼半径の 3倍とし，燃焼半

径から円筒火炎モデルの数を

算出することにより火炎到達

幅の分だけ円筒火炎モデルが

横一列に並ぶものとする。 

 

(b) 原子炉建屋，コントロール

建屋，タービン建屋及び廃棄物

処理建屋への熱影響 

 

 火炎輻射発散度 100kW/m２

（火炎輻射強度 211kW/m２）に

基づき算出する，防火帯の外縁

（火炎側）から最も近くに位置

する原子炉建屋（垂直外壁面及
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要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-12 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

び天井スラブから選定した，火

災の輻射に対して最も厳しい

箇所）の表面温度外③-8を，火

災時における短期温度上昇を

考慮した場合のコンクリート

圧縮強度が維持される保守的

な温度である 200℃外③-9 以

下とすることで，当該建屋内の

外部事象防護対象施設の安全

機能を損なわない設計とする。 

 

 当該建屋のコンクリート壁

は厚く，外壁からの入熱は一定

時間経過後から長時間に亘っ

て建屋内に放熱されるが，空調

設備による除熱により，建屋内

外部事象防護対象施設の安全

機能を損なわない設計とする。

外◇6  

 

 コンクリート壁以外の機器

搬出入口等建屋内近傍には，安

全機能を有する施設を設置し

ないことにより外部事象防護

対象施設の安全機能を損なわ

ない設計とする。外◇6  

 

(c) 軽油タンクへの熱影響 

 

 火炎輻射発散度 100kW/m2（火

炎輻射強度 211kW/m2）に基づき

算出する軽油の温度を，軽油の

発火点である 225℃以下とす

ることで，軽油タンク外③-13
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要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-13 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の安全機能を損なわない設計

とする。 

 

(d) 燃料移送ポンプへの熱影

響 

 

 燃料移送ポンプの周外③-29

囲に設置する防護板外③-28,

外③-30 により燃料移送ポン

プを防護し，火炎輻射発散度

100kW/m2 （ 火 炎 輻 射 強 度

211kW/m2）に基づき算出する燃

料移送ポンプ（防護板）の温度

を，端子ボックスパッキンの耐

熱温度である 100℃外③-14 以

下とすることで，燃料移送ポン

プの安全機能を損なわない設

計とする。 

 

(e) 主排気筒への熱影響 

 

 火炎輻射発散度 100kW/m2（火

炎輻射強度 211kW/m2）に基づき

算出する主排気筒の表面温度

を，鋼材の強度が維持される保

守的な温度 325℃外③-31 以下

とすることで，主排気筒の安全

機能を損なわない設計とする。 

 

h. 評価対象施設の危険距離

の確保 

 

 森林火災の直接的な影響を

受ける評価対象施設の危険距
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要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-14 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

離について評価を実施し，防火

帯の外縁（火炎側）外③-22 か

らの離隔距離を影響が大きい

発火点 2 の火線強度に基づき

算出外③-16 する危険距離外

③-10,外③-15,外③-17 以上

確保することにより，評価対象

施設の安全機能を損なわない

設計とする。 

 

(a) 原子炉建屋，コントロール

建屋，タービン建屋及び廃棄物

処理建屋の危険距離の確保外

◇2 （外③-18），◇3 （外①-4，外

③-10,外③-15,外③-16,外③-

17,外③-22,外③-23） 

 火炎輻射発散度 100kW/m2（火

炎輻射強度 211kW/m2）に基づき

危険距離を算出し，発電所周囲

に設置される防火帯の外縁（火

炎側）からの離隔距離を危険距

離以上確保することにより，各

建屋及び当該建屋内の外部事

象防護対象施設の安全機能を

損なわない設計とする。 

 

(b) 軽油タンク，燃料移送ポン

プ，主排気筒の危険距離の確保

外◇2 （外③-18），◇3 （外③-10,

外③-15,外③-16,外③-17,外

③-22,外③-23） 

 火炎輻射発散度 100kW/m2（火

炎輻射強度 211kW/m2）に基づき

危険距離を算出し，発電所周囲

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-15 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 発電所敷地外の火災・爆

発源に対する設計方針 

 

 

発電所敷地外外⑦-1,外⑧-

1,外⑨-1,外⑩-1,外⑪-1 での

火災・爆発源外⑦-2,外⑧-2,外

⑨-2,外⑩-2,外⑪-2 に対し

て，必要な離隔距離を確保する

こと外⑦-3,外⑧-3,外⑨-3,外

⑩-3,外⑪-3 で，外部事象防護

対象施設の安全機能を損なわ

ない設計とする。外⑦-4,外⑧

-4,外⑨-4,外⑩-4,外⑪-4 

【7 条外部火災 15】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に設置される防火帯の外縁（火

炎側）からの離隔距離を危険距

離以上確保することにより，安

全機能を損なわない設計とす

る。 

 

 (3) 近隣産業施設の火災･爆

発外⑦-2,外⑦-7,外⑦-12,外

⑧-2,外⑨-2, 外⑩-2,外⑪-2 

 

「原子力発電所の外部火災

影響評価ガイド」を参照し，発

電所敷地外外⑦-1,外⑧-1,外

⑨-1,外⑩-1,外⑪-110km 以内

の産業施設を抽出した上で柏

崎刈羽原子力発電所との離隔

距離を確保すること外⑦-3,外

⑧-3,外⑨-3,外⑩-3,外⑪-3

及び発電所敷地内で火災を発

生させるおそれのある危険物

タンク等を選定し，危険物タン

ク等の燃料量と評価対象施設

との離隔距離を考慮して，輻射

強度が最大となる火災を設定

し，直接的な影響を受ける評価

対象施設への外④-3 熱影響外

④-4 評価外④-5 を行い，離隔

距離の確保等により，評価対象

施設の安全機能を損なわない

設計とする。外⑦-4,外⑧-4,外

⑨-4,外⑩-4,外⑪-4 

 

a. 石油コンビナート施設等

の影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-16 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・発電所敷地外外⑦-510km 以

内の範囲において，外⑦-6 火

災・爆発外⑦-7 により発電用

原子炉施設に影響を及ぼすよ

うな外⑦-8 石油コンビナート

施設は外⑦-9 存在しない外⑦

-10 ため，外⑦-11 火災・爆発

外⑦-12 による発電用原子炉

施設への影響については考慮

しない。外⑦-13 

【7 条外部火災 16】 

 

 

 

 

・発電所敷地外半径 10km 以内

の外⑧-5,外⑨-5,外⑩-5 危険

物貯蔵施設外⑧-6，高圧ガス貯

蔵施設外⑨-6，燃料輸送車両外

⑩-6 及び漂流船舶外⑪-5 の火

災外⑧-7,外⑨-7,外⑩-7,外⑪

-6 については，火災源ごとに

外部事象防護対象施設を内包

する建屋（垂直外壁面及び天井

スラブから選定した，火災の輻

射に対して最も厳しい箇所）の

表面温度が許容温度となる危

険距離及び建屋を除く屋外の

外部事象防護対象施設の温度

外⑧-8,外⑨-8,外⑩-8,外⑪-7

が許容温度外⑧-9,外⑨-9,外

⑩-9,外⑪-8 となる危険距離

外⑧-10,外⑨-10,外⑩-10,外

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 発電所敷地外外⑦-510km 以

内の範囲において，外⑦-6 石

油コンビナート施設を調査し

た結果，当該施設は存在しない

外⑦-10 ことを確認している。 

 

 なお，柏崎刈羽原子力発電所

に最も近い石油コンビナート

地区は南西約 39km の直江津地

区である。外◇10  

 

b. 危険物貯蔵施設の影響 

 

(a) 火災の影響 

 

 発電所敷地外 10km 以内の外

⑧-5 危険物貯蔵施設外⑧-6 の

火災外⑧-7,外⑨-7 による直

接的な影響を受ける評価対象

施設への影響評価を実施し，離

隔距離の確保，建屋による防護

等により，評価対象施設の安全

機能を損なわない設計とする。 

 

 発電所敷地外 10km 以内の危

険物貯蔵施設を第 1.8.10-2 図

に示す。外◇4  

 

(a-1) 火災の想定外◇11 ，◇12  

 

(a-1-1) 危険物貯蔵施設の貯

蔵量は，危険物を満載した状態

を想定する。 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

外⑦-7 引用元：P15 

 

外⑦-8 引用元：P50 

外⑦-9 引用元：P50 

外⑦-11 引用元：P50 

外⑦-12 引用元：P15 

 

外⑦-13 引用元：P50 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

外⑧-5 引用元：P17,外⑧-6 引

用元：P17,外⑨-5 引用元：P17,

外⑩-5 引用元：P20,外⑨-6 引

用元：P17,外⑩-6 引用元：P20,

外⑪-5 引用元：P25,外⑩-7 引

用元：P20,外⑪-6 引用元：P25 

 

 

外⑧-8 引用元：P4,外⑨-8引用

元：P4,外⑩-8 引用元：P4,外⑪

-7 引用元：P4,外⑧-9 引用元：

P4,外⑨-9 引用元：P4,外⑩-9

引用元：P4,外⑪-8 引用元：P4,

外⑧-10 引用元：P17,18,19,外

⑨-10 引用元：P17,18,19,外⑩

-10 引用元：P22,23,外⑪-9 引



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-17 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑪-9 を求め評価する。 

【7条外部火災 17】 

 

・発電所敷地外半径 10km 以内

の外⑨-11,外⑩-11 高圧ガス

貯蔵施設外⑨-12，燃料輸送車

両外⑩-12 及び漂流船舶外⑪-

10 の爆発外⑨-13,外⑩-13,外

⑪-11 については，爆発源ごと

に ガ ス 爆 発 の 爆 風 圧 が

0.01MPa となる危険限界距離

外⑨-14,外⑩-14,外⑪-12 及

びガス爆発による容器破裂時

の破片の最大飛散距離外⑨-

15,外⑩-15 を求め評価する。

【7条外部火災 18】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a-1-2) 離隔距離は，評価上

厳しくなるよう危険物貯蔵施

設の位置から評価対象施設ま

での直線距離とする。 

 

(a-1-3) 火災は円筒火炎をモ

デルとし，火炎の高さは燃焼半

径の 3倍とする。 

 

(a-1-4) 気象条件は無風状態

とする。 

 

(a-2) 評価対象範囲 

 

 評価対象は，発電所敷地外

10km 以内の外⑧-5,外⑨-5 危

険物貯蔵施設外⑧-6 及び高圧

ガス貯蔵施設外⑨-6 とする。 

 

(a-3) 評価対象施設への熱影

響 

 

(a-3-1) 原子炉建屋，コント

ロール建屋，タービン建屋及び

廃棄物処理建屋への熱影響 

 

 想定される危険物貯蔵施設

の火災による輻射の影響に対

し，危険物貯蔵施設から各建屋

までの離隔距離を必要とされ

る危険距離外⑧-10,外⑨-10

（56m）以上確保することによ

り，当該建屋内の外部事象防護

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用元：P27,28 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

外⑨-11 引用元：P19,外⑩-11

引用元：P23,外⑨-12 引用元：

P19,外⑩-12 引用元：P23,外⑪

-10 引用元：P28,外⑨-13 引用

元：P19,外⑩-13 引用元：P23,

外⑪-11 引用元：P28,外⑨-14

引用元：P19,20,外⑩-14 引用

元：P24,外⑪-12 引用元：

P29,30,外⑨-15 引用元：P20,

外⑩-15 引用元：P25 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-18 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象施設の安全機能を損なわ

ない設計とする。 

 

(a-3-2) 軽油タンクへの熱影

響 

 

 想定される危険物貯蔵施設

の火災による輻射の影響に対

し，危険物貯蔵施設から軽油タ

ンクまでの離隔距離を必要と

される危険距離外⑧-10,外⑨-

10（20m）以上確保することに

より，軽油タンクの安全機能を

損なわない設計とする。 

 

(a-3-3) 燃料移送ポンプへの

熱影響 

 

 想定される危険物貯蔵施設

の火災による輻射の影響に対

し，危険物貯蔵施設から燃料移

送ポンプ（防護板）までの離隔

距離を必要とされる危険距離

外⑧-10,外⑨-10（134m）以上

確保することにより，燃料移送

ポンプの安全機能を損なわな

い設計とする。 

 

(a-3-4) 主排気筒への熱影響 

 

 想定される危険物貯蔵施設

の火災による輻射の影響に対

し，危険物貯蔵施設から主排気

筒までの離隔距離を必要とさ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-19 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

れる危険距離外⑧-10,外⑨-10

（39m）以上確保することによ

り，主排気筒の安全機能を損な

わない設計とする。 

 

(b) ガス爆発の影響 

 

 発電所敷地外 10km 以内の外

⑨-11 高圧ガス貯蔵施設外⑨-

12 の爆発外⑨-13 による直接

的な影響を受ける，評価対象施

設への影響評価を実施し，離隔

距離の確保，建屋による防護等

により，評価対象施設の安全機

能を損なわない設計とする。 

 

(b-1) 爆発の想定外◇12  

 

(b-1-1) 高圧ガス漏えい，引火

によるガス爆発とする。 

 

(b-1-2) 気象条件は無風状態

とする。 

 

(b-2) 評価対象範囲外◇12  

 

評価対象は，発電所敷地外

10km 以内の高圧ガス貯蔵施設

とする。 

 

(b-3) 評価対象施設への影響 

 

 想定される高圧ガス貯蔵施

設のガス爆発による爆風圧の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-20 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

影響に対し，高圧ガス貯蔵施設

から発電用原子炉施設までの

離隔距離を必要とされる危険

限界距離外⑨-14（223m）以上

確保することにより，評価対象

施設の安全機能を損なわない

設計とする。 

 

 また，想定される高圧ガス貯

蔵施設のガス爆発による飛来

物の影響については，高圧ガス

貯蔵施設から発電用原子炉施

設までの離隔距離を，「石油コ

ンビナートの防災アセスメン

ト指針」に基づき算出する容器

破損時における破片の最大飛

散距離外⑨-15（1,304m）以上

確保することにより，評価対象

施設の安全機能を損なわない

設計とする。 

 

c. 燃料輸送車両の影響 

 

(a) 火災の影響 

 

 発電所敷地外 10km 以内の外

⑩-5 燃料輸送車両外⑩-6 の火

災外⑩-7 による直接的な影響

を受ける評価対象施設への影

響評価を実施し，離隔距離の確

保，建屋による防護等により，

評価対象施設の安全機能を損

なわない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-21 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a-1) 火災の想定外◇13  

 

(a-1-1) 最大規模の液化石油

ガス輸送車両が発電所敷地周

辺道路で火災・爆発を起こすも

のとする。 

 

(a-1-2) 燃料積載量は液化石

油ガス輸送車両の中で最大規

模（16t）とする。 

 

(a-1-3) 燃料輸送車両は燃料

を満載した状態を想定する。 

 

(a-1-4) 輸送燃料は液化石油

ガス（プロパン）とする。 

 

(a-1-5) 発電所敷地境界の道

路での燃料輸送車両の全面火

災を想定する。 

 

(a-1-6) 気象条件は無風状態

とする。 

 

(a-1-7) 火災は円筒火炎をモ

デルとし，火炎の高さは燃焼半

径の 3倍とする。 

 

(a-2) 評価対象範囲外◇13  

 

 評価対象は，最大規模の液化

石油ガス輸送車両とする。 

 

(a-3) 評価対象施設への熱影

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-22 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

響 

 

(a-3-1) 原子炉建屋，コントロ

ール建屋，タービン建屋及び廃

棄物処理建屋への熱影響 

 

 想定される燃料輸送車両の

火災による輻射の影響に対し，

燃料輸送車両から各建屋まで

の離隔距離を必要とされる危

険距離外⑩-10（13m）以上確保

することにより，当該建屋内の

外部事象防護対象施設の安全

機能を損なわない設計とする。 

 

(a-3-2) 軽油タンクへの熱影

響 

 

 想定される燃料輸送車両の

火災による輻射の影響に対し，

燃料輸送車両から軽油タンク

までの離隔距離を必要とされ

る危険距離外⑩-10（4m）以上

確保することにより，軽油タン

クの安全機能を損なわない設

計とする。 

 

(a-3-3) 燃料移送ポンプへの

熱影響 

 

 想定される燃料輸送車両の

火災による輻射の影響に対し，

燃料輸送車両から燃料移送ポ

ンプ（防護板）までの離隔距離

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-23 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を必要とされる危険距離外⑩-

10（26m）以上確保することに

より，燃料移送ポンプの安全機

能を損なわない設計とする。 

 

(a-3-4) 主排気筒への熱影響 

 

 想定される燃料輸送車両の

火災による輻射の影響に対し，

燃料輸送車両から主排気筒ま

での離隔距離を必要とされる

危険距離外⑩-10（12m）以上確

保することにより，主排気筒の

安全機能を損なわない設計と

する。 

 

(b) ガス爆発の影響 

 

 発電所敷地外 10km 以内の外

⑩-11 燃料輸送車両外⑩-12 の

爆発外⑩-13 による直接的な

影響を受ける，評価対象施設へ

の影響評価を実施し，離隔距離

の確保，建屋による防護等によ

り，評価対象施設の安全機能を

損なわない設計とする。 

 

(b-1) 爆発の想定外◇13  

 

(b-1-1) 最大規模の液化石油

ガス輸送車両が発電所敷地周

辺道路で火災・爆発を起こすも

のとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-24 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b-1-2) 燃料積載量は液化石

油ガス輸送車両の中で最大規

模（16t）とする。 

 

(b-1-3) 燃料輸送車両は燃料

を満載した状態を想定する。 

 

(b-1-4) 輸送燃料は液化石油

ガス（プロパン）とする。 

 

(b-1-5) 発電所敷地境界の道

路での高圧ガス漏えい，引火に

よるガス爆発を想定する。 

 

(b-1-6) 気象条件は無風状態

とする。 

 

(b-2) 評価対象範囲外◇13  

 

 評価対象は，最大規模の液化

石油ガス輸送車両とする。 

 

(b-3) 評価対象施設への影響 

 

 想定される燃料輸送車両の

ガス爆発による爆風圧の影響

に対して，発電所敷地境界の道

路から発電用原子炉施設まで

の離隔距離を必要とされる危

険限界距離外⑩-14（88m）以上

確保することにより，評価対象

施設の安全機能を損なわない

設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-25 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また，想定される燃料輸送車

両のガス爆発による飛来物の

影響に対して，発電所敷地境界

の道路から発電用原子炉施設

までの離隔距離を，「石油コン

ビナートの防災アセスメント

指針」等に基づき算出する容器

破損時における破片の最大飛

散距離外⑩-15（550m）以上確

保することにより，評価対象施

設の安全機能を損なわない設

計とする。 

 

d. 漂流船舶の影響 

 

(a) 火災の影響 

 

 「原子力発電所の外部火災影

響評価ガイド」を参照し，発電

所敷地外で発生する漂流船舶

外⑪-5 を選定し，船舶の燃料

量と評価対象施設との離隔距

離を考慮して，輻射強度が最大

となる火災外⑪-6 を設定し，

直接的な影響を受ける評価対

象施設への影響評価を実施し，

離隔距離の確保，建屋による防

護等により，評価対象施設の安

全機能を損なわない設計とす

る。 

 

(a-1) 火災の想定 

 

(a-1-1) 漂流船舶は新潟県内

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-26 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

で輸送実績が多く，発電所前面

の海域に航路がある液化石油

ガス輸送船舶を想定する。外◇14  

 

(a-1-2) 漂流船舶は港湾内に

入港可能な大きさで実際に存

在する最大の船舶（積載量

1021t）を想定する。外◇14  

 

(a-1-3) 漂流船舶は燃料を満

載した状態を想定する。外◇14  

 

(a-1-4) 離隔距離は，評価上厳

しくなるよう岸壁から評価対

象施設までの直線距離とする。

（第 1.8.10-3 図）外◇4  

 

(a-1-5) 港湾内での漂流船舶

の全面火災を想定する。外◇14  

 

(a-1-6) 火災は円筒火炎をモ

デルとし，火炎の高さは燃焼半

径の 3倍とする。外◇14  

 

(a-1-7) 気象条件は無風状態

とする。外◇14  

 

(a-2) 評価対象範囲外◇14  

 

 発電所港湾内に入港可能な

最大規模の液化石油ガス輸送

船舶を評価対象とする。 

 

(a-3) 評価対象施設への熱影

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-27 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

響 

 

(a-3-1) 原子炉建屋，コントロ

ール建屋，タービン建屋及び廃

棄物処理建屋への熱影響 

 

 想定される液化石油ガス輸

送船舶の火災による輻射の影

響に対し，液化石油ガス輸送船

舶から各建屋までの離隔距離

を必要とされる危険距離外⑪-

9（66m）以上確保することによ

り，当該建屋内の外部事象防護

対象施設の安全機能を損なわ

ない設計とする。 

 

(a-3-2) 軽油タンクへの熱影

響 

 

 想定される液化石油ガス輸

送船舶の火災による輻射の影

響に対し，液化石油ガス輸送船

舶から軽油タンクまでの離隔

距離を必要とされる危険距離

外⑪-9（17m）以上確保するこ

とにより，軽油タンクの安全機

能を損なわない設計とする。 

 

(a-3-3) 燃料移送ポンプへの

熱影響 

 

 想定される液化石油ガス輸

送船舶の火災による輻射の影

響に対し，液化石油ガス輸送船

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-28 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

舶から燃料移送ポンプ（防護

板）までの離隔距離を必要とさ

れる危険距離外⑪-9（148m）以

上確保することにより，燃料移

送ポンプの安全機能を損なわ

ない設計とする。 

 

(a-3-4) 主排気筒への熱影響 

 

 想定される液化石油ガス輸

送船舶の火災による輻射の影

響に対し，液化石油ガス輸送船

舶から主排気筒までの離隔距

離を必要とされる危険距離外

⑪-9（53m）以上確保すること

により，主排気筒の安全機能を

損なわない設計とする。 

 

(b) ガス爆発の影響 

 

 発電所港湾内で出火する漂

流船舶外⑪-10 の爆発外⑪-11

による直接的な影響を受ける

評価対象施設への影響評価を

実施し，離隔距離の確保，建屋

による防護等により，評価対象

施設の安全機能を損なわない

設計とする。 

 

(b-1) 爆発の想定外◇14  

 

(b-1-1) 漂流船舶は新潟県内

で輸送実績が多く，発電所前面

の海域に航路がある液化石油

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-29 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ガス輸送船舶を想定する。 

 

(b-1-2) 漂流船舶は港湾内に

入港可能な大きさで実際に存

在する最大の船舶（積載量

1021t）を想定する。 

 

(b-1-3) 漂流船舶は燃料を満

載した状態を想定する。 

 

(b-1-4) 離隔距離は，評価上

厳しくなるよう岸壁から評価

対象施設までの直線距離とす

る。 

 

(b-1-5) 港湾内での漂流船舶

の高圧ガス漏えい，引火による

ガス爆発を想定する。 

 

(b-1-6) 気象条件は無風状態

とする。 

 

(b-2) 評価対象範囲外◇14  

 

 発電所港湾内に入港可能な

最大規模の液化石油ガス輸送

船舶を評価対象とする。 

 

(b-3) 評価対象施設への影響 

 

 想定される液化石油ガス輸

送船舶のガス爆発による爆風

圧の影響に対して，発電所港湾

から発電用原子炉施設までの

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-30 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

離隔距離を必要とされる危険

限界距離外⑪-12（176m）以上

確保することにより，評価対象

施設の安全機能を損なわない

設計とする。 

 

 なお，柏崎刈羽原子力発電所

に最も近い航路でも 30km 以上

の離隔距離があることから，船

舶が漂流し発電所近傍に到達

した後に爆発し，なおかつその

飛来物が発電用原子炉施設に

衝突することは考えにくい。外

◇14  

 

 したがって，漂流船舶の飛来

物の影響はない。外◇14  

 

e. 発電所敷地内に設置する

危険物タンク等の熱影響 

 

 発電所敷地内に設置する危

険物タンク等の火災による直

接的な影響を受ける評価対象

施設への影響評価を実施し，離

隔距離の確保，建屋による防護

等により，評価対象施設の安全

機能を損なわない設計とする。

外◇7  

 

 発電所敷地内に設置してい

る屋外の危険物タンク等を第

1.8.10-4図及び第1.8.10-5図

並びに第 1.8.10-3 表に示す。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-31 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外◇4  

 

(a) 火災の想定外◇7  

 

(a-1) 危険物タンク等の貯蔵

量は，危険物を満載した状態を

想定する。 

 

(a-2) 離隔距離は，評価上厳し

くなるようタンク等の位置か

ら評価対象施設までの直線距

離とする。 

 

(a-3) 危険物タンク等の破損

等による防油堤内の全面火災

を想定する。 

 

 なお，原子炉冷却材再循環ポ

ンプ可変周波数電源装置入力

変圧器は，基準地震動により絶

縁油が漏えいしない設計とす

ることから，周囲の建屋等に対

して最も影響が大きい変圧器

の投影面積での火災を想定す

る。 

 

(a-4) 火災は円筒火炎をモデ

ルとし，火炎の高さは燃焼半径

の 3倍とする。 

 

(a-5) 気象条件は無風状態と

する。 

 

(b) 評価対象範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-32 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 評価対象は，発電所敷地内の

屋外に設置する引火等のおそ

れのある危険物タンク等のう

ち，離隔距離や危険物貯蔵量外

④-13 から発電用原子炉施設

への熱影響が大きくなると想

定される軽油タンク，主変圧

器，原子炉冷却材再循環ポンプ

可変周波数電源装置入力変圧

器とする。 

 

 なお，屋外に設置する危険物

タンク等のうち，地下に埋設し

ている地下タンク貯蔵所は評

価対象外とする。外◇7  

 

 また，指定数量以下の危険物

を貯蔵する車両等（タンクロー

リ），倉庫及びガスタービン車

他燃料供給設備は，貯蔵量が少

なく，軽油タンクと発電用原子

炉施設の距離に比べ離れた位

置に配置しており，評価対象と

した軽油タンク火災の評価に

包絡される。外◇7  

 

(c) 評価対象施設への熱影響 

 

(c-1) 原子炉建屋，コントロー

ル建屋，タービン建屋及び廃棄

物処理建屋への熱影響 

 

 近傍に位置し最も影響が大

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-33 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

きい主変圧器を対象に火災が

発生してから燃料が燃え尽き

るまでの間，一定の輻射強度外

④-6（6.02×103W/m2）で外壁が

昇温されるものとして算出す

る各建屋（垂直外壁面及び天井

スラブから選定した，火災の輻

射に対して最も厳しい箇所）の

表面温度外④-7,外④-14 をコ

ンクリート圧縮強度が維持さ

れ る保守的 な温度であ る

200℃以下とすることで，当該

建屋内の外部事象防護対象施

設の安全機能を損なわない設

計とする。外④-10 

 

 当該建屋のコンクリート壁

は厚く，外壁からの入熱は一定

時間経過後から長時間に亘っ

て建屋内に放熱されるが，空調

設備による除熱により，建屋内

外部事象防護対象施設の安全

機能を損なわない設計とする。

外◇7  

 

 コントロール建屋の屋上に

位置し最も影響が大きい原子

炉冷却材再循環ポンプ可変周

波数電源装置入力変圧器を対

象に火災が発生してから燃料

が燃え尽きるまでの間，一定の

輻 射 強 度 外 ④ -6 （ 3.91 ×

103W/m2）で外壁が昇温される

ものとして算出する各建屋（天

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-34 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

井スラブから選定した，火災の

輻射に対して最も厳しい箇所）

の表面温度外④-7,外④-14 を

コンクリート圧縮強度が維持

される保守的な温度である

200℃以下とすることで，当該

建屋内の外部事象防護対象施

設の安全機能を損なわない設

計とする。外④-10 

 

(c-2) 軽油タンクへの熱影響 

 

 最も影響が大きい隣接する

軽油タンクを対象に火災が発

生してから燃料が燃え尽きる

までの間，一定の輻射強度外④

-6（16.2×103W/m2）で軽油及び

軽油タンクが昇温されるもの

として算出する軽油の温度を，

軽油の発火点である 225℃以

下とすることで，軽油タンクの

安全機能を損なわない設計と

する。 

 

(c-3) 燃料移送ポンプへの熱

影響 

 

 近傍に位置し最も影響が大

きい軽油タンクを対象に火災

が発生してから燃料が燃え尽

きるまでの間，一定の輻射強度

外④-6（32.5×103W/m2）で燃料

移送ポンプの周外④-19 囲に

設置する防護板外④-18,外④-

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-35 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20 が昇温されるものとして算

出する燃料移送ポンプの温度

を，端子ボックスパッキンの耐

熱温度である 100℃以下とす

ることで，燃料移送ポンプの安

全機能を損なわない設計とす

る。 

 

(c-4) 主排気筒への熱影響 

 

 近傍に位置し最も影響が大

きい主変圧器を対象に火災が

発生してから燃料が燃え尽き

るまでの間，一定の輻射強度外

④-6（3.08×103W/m2）で鋼材が

昇温されるものとして算出す

る主排気筒の表面温度を鋼材

の制限温度である 325℃以下

とすることで，主排気筒の安全

機能を損なわない設計とする。 

 

(4) 航空機墜落による火災 

 

 「原子力発電所の外部火災影

響評価ガイド」を参照し，航空

機墜落による火災について落

下カテゴリごとに選定した航

空機を対象に，直接的な影響を

受ける，評価対象施設への外⑤

-3,外⑥-5 影響評価外⑤-5,外

⑥-7 を実施し，離隔距離の確

保，建屋による防護等により，

評価対象施設の安全機能を損

なわない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-36 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また，航空機墜落による火災

と発電所敷地内の危険物タン

ク等による火災外⑥-1 の重畳

外⑥-3,外⑥-13 を考慮する設

計とする。外◇9  

 

a. 対象航空機の選定方法 

 

 航空機落下確率評価におい

ては，過去の日本国内における

航空機落下事故の実績をもと

に，落下事故を航空機の種類及

び飛行形態に応じてカテゴリ

に分類し，カテゴリごとに落下

確率を求める。外◇8  

 

 ここで，落下事故の実績がな

いカテゴリの事故件数は保守

的に 0.5 回として扱う。外◇8  

 

 また，カテゴリごとの対象航

空機の民間航空機と自衛隊機

又は米軍機では，訓練中の事故

等，その発生状況が必ずしも同

一ではなく，自衛隊機又は米軍

機の中でも機種によって飛行

形態が同一ではないと考えら

れ，かつ，民間航空機では火災

影響は評価対象航空機の燃料

積載量に大きく依存すると考

えられる。外◇8  

 

 これらを踏まえて選定した

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-37 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

落下事故のカテゴリと対象航

空機を第 1.8.10-4 表に示す。

外◇4  

 

b. 航空機墜落による火災の

想定外◇8  

 

(a) 航空機は，柏崎刈羽原子力

発電所における航空機落下評

価の対象航空機のうち燃料積

載量が最大の機種とする。 

 

(b) 航空機は燃料を満載した

状態を想定する。 

 

(c) 航空機の落下によって燃

料に着火し火災が起こること

を想定する。 

 

(d) 気象条件は無風状態とす

る。 

 

(e) 火災は円筒火炎をモデル

とし，火炎の高さは燃焼半径の

3倍とする。 

 

c. 評価対象範囲 

 

 評価対象範囲は，発電所敷地

内であって発電用原子炉施設

を中心にして落下確率が 10-7

（回/炉・年）以上になる範囲

のうち発電用原子炉施設への

影響が最も厳しくなる外⑤-13

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-38 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区域に設置する評価対象施設

とする。 

 

d. 評価対象施設への熱影響

外⑤-4 

 

(a) 原子炉建屋，コントロール

建屋，タービン建屋及び廃棄物

処理建屋への熱影響 

 

 落下事故のカテゴリごとに

選定した航空機を対象に火災

が発生してから燃料が燃え尽

きるまでの間，一定の輻射強度

外⑤-6 で外壁が昇温されるも

のとして算出する各建屋（垂直

外壁面及び天井スラブから選

定した，火災の輻射に対して最

も厳しい箇所）の表面温度外⑤

-7,外⑤-14 をコンクリート圧

縮強度が維持される保守的な

温度である 200℃以下とする

ことで，当該建屋内の外部事象

防護対象施設の安全機能を損

なわない設計とする。外⑤-10 

 

 当該建屋のコンクリート壁

は厚く，外壁からの入熱は一定

時間経過後から長時間に亘っ

て建屋内に放熱されるが，空調

設備による除熱により，建屋内

外部事象防護対象施設の安全

機能を損なわない設計とする。

外◇8  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-39 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 軽油タンクへの熱影響 

 

 落下事故のカテゴリごとに

選定した航空機を対象に火災

が発生してから燃料が燃え尽

きるまでの間，一定の輻射強度

外⑤-6 で昇温されるものとし

て算出する軽油の温度を，軽油

の発火点である 225℃以下と

することで軽油タンクの安全

機能を損なわない設計とする。 

 

(c) 燃料移送ポンプへの熱影

響 

 

 落下事故のカテゴリごとに

選定した航空機を対象に火災

が発生してから燃料が燃え尽

きるまでの間，一定の輻射強度

外⑤-6 で燃料移送ポンプの周

外⑤-19 囲に設置する防護板

外⑤-18,外⑤-20 が昇温され

るものとして算出する燃料移

送ポンプ（防護板）の温度を，

端子ボックスパッキンの耐熱

温度である 100℃以下とする

ことで燃料移送ポンプの安全

機能を損なわない設計とする。 

 

(d) 主排気筒への熱影響 

 

 落下事故のカテゴリごとに

選定した航空機を対象に火災

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-40 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

が発生してから燃料が燃え尽

きるまでの間，一定の輻射強度

外⑤-6 で昇温されるものとし

て算出する主排気筒の表面温

度を，鋼材の強度が維持される

温度である 325℃以下とする

ことで，主排気筒の安全機能を

損なわない設計とする。 

 

e. 航空機墜落に起因する敷

地内危険物タンク等の火災の

熱影響外⑥-6 

 

(a) タービン建屋への熱影響 

 

 航空機墜落による火災のう

ち評価外⑥-14 結果が最も厳

しい外⑥-16 大型軍用航空機

の KC-767 と，敷地内危険物タ

ンク等の火災のうち評価外⑥-

14 結果が最も厳しい外⑥-165

号炉の軽油タンク 2 基につい

て，同時に火災が発生した場合

外⑥-2 を想定外⑥-4 し，火災

が発生してから燃料が燃え尽

きるまでの間，一定の輻射強度

外⑥-8,外⑥-15 で外壁が昇温

されるものとして算出する建

屋（垂直外壁面及び天井スラブ

から選定した，火災の輻射に対

して最も厳しい箇所）の表面温

度外⑥-9,外⑥-17 を，コンク

リート圧縮強度が維持される

保守的な温度である 200℃以

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-41 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(d) 二次的影響（ばい煙）に

対する設計方針 

 

屋外に開口しており空気の

流路となる施設及び換気空調

系に対し，ばい煙外⑫-1 の侵

入を防止するため適切な防護

対策を講じることで，外部事象

防護対象施設の安全機能を損

なわない設計とする。外⑫-2 

【7 条外部火災 19】 

 

 

イ. 換気空調系 

 

外部火災によるばい煙外⑫-

3 が発生した場合には，侵入を

防止する外⑫-4 ためバグフィ

ルタを設置する外⑫-5 設計と

する。外⑫-6 

【7 条外部火災 20】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また，外部火災の二次的影響

であるばい煙外⑫-1 及び有毒

ガスによる影響については，換

気空調系等に適切な防護対策

を講じることで安全施設の安

全機能を損なわない設計とす

る。外⑫-2 

 

 

 

 

 

 

 

下とすることで，当該建屋内の

外部事象防護対象施設の安全

機能を損なわない設計とする。

外⑥-12 

 

(5) 二次的影響（ばい煙等） 

 

 

 外部火災による二次的影響

として，ばい煙等による影響を

抽出し，外気を取り込む区域に

設置される評価対象施設を抽

出した上で，第 1.8.10-5 表外

◇4 の分類のとおり評価を行い，

必要な場合は対策を実施する

ことで評価対象施設の安全機

能を損なわない設計とする。 

 

a. 換気空調系 

 

 外気を取り入れている設備

として，原子炉建屋，非常用デ

ィーゼル発電機電気品区域，中

央制御室，コントロール建屋計

測制御電源盤区域，海水熱交換

器区域の換気空調系がある。外

◇15  

 これらの外気取入口にはバ

グフィルタを設置する外⑫-5

ことにより，ばい煙外⑫-3 が

外気取入口に到達した場合で

あっても，一定以上の粒径のば

い煙粒子については，バグフィ

ルタにより侵入を阻止する外

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

外⑫-6 引用元：P42 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-42 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

なお，室内に滞在する人員の

環境劣化を防止するために，ば

い煙の侵入を防止するよう外

気取入ダンパの閉止及び再循

環運転外⑭-1 の実施による外

気の遮断外⑭-2 を保安規定に

定めて管理する。 

【7条外部火災 21】 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ. 非常用ディーゼル発電機 

 

 非常用ディーゼル発電機外

⑫-7 については，バグフィル

タを設置することによりばい

煙が容易に侵入しにくい設計

とする。外⑫-8 

【7 条外部火災 22】 

 

 また，ばい煙が侵入したとし

てもばい煙が流路に溜まりに

くい構造とし，ばい煙により閉

塞しない設計とする。外⑫ 

【7条外部火災 23】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑫-4 ことで評価対象施設の安

全機能を損なわない設計とす

る。外⑫-6 

 

 なお，外気取入ダンパが設置

されており再循環運転が可能

である中央制御室の換気空調

系については，外気取入ダンパ

を閉止し，再循環運転外⑭-1

を行うことで評価対象施設の

安全機能を損なわない設計と

する。 

 

 また，それ以外の換気空調系

については，空調ファンを停止

し，外気取入れを遮断外⑭-2

することで評価対象施設の安

全機能を損なわない設計とす

る。 

 

b. 非常用ディーゼル発電機

外⑫-7 

 非常用ディーゼル機関の外

気取入口にはバグフィルタを

設置し，粒径 2μm 以上のばい

煙粒子が侵入しにくい設計と

する。外⑫-8 

 

 粒径 2μm 以下のばい煙粒子

については，機関内に侵入する

ものの，通気経路（過給機，空

気冷却器）の隙間より小さく，

閉塞に至ることを防止するこ

とで非常用ディーゼル発電機

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求に対する事項を運用で

担保する必要がある基本設計

方針について，保安規定に定め

て管理する旨を記載。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

・技術基準規則の要求事項に

対する基本設計方針を記載。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-43 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ. 安全保護系 

 

 外部事象防護対象施設のう

ち空調系統にて空調管理され

ており間接的に外気と接する

安全保護系盤外⑫-9 について

は，空調系統にバグフィルタを

設置することによりばい煙が

侵入しにくい設計とする。外⑫

-10 

【7 条外部火災 24】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の安全機能を損なわない設計

とする。外◇15  

 

 また，非常用ディーゼル発電

機は建屋外部に開口部（排気

口）を有しているが，排気によ

りばい煙を掃気することで非

常用ディーゼル発電機の安全

機能を損なわない設計とする。

外◇15  

 

c. 安全保護系 

 

 安全保護系は，現場盤が非常

用電気品室，安全保護系盤外⑫

-9 が中央制御室に設置してあ

る。 

 

 非常用電気品室への外気取

入経路にはバグフィルタを設

置し，粒径 2μm 以上のばい煙

粒子が侵入しにくい設計とす

る。外⑫-10 

 

 バグフィルタにより捕集し

きれなかったばい煙が非常用

電気品室に侵入する可能性が

ある場合においても，空調ファ

ンを停止することでばい煙の

侵入を阻止することが可能で

ある。外◇15  

 

 また，中央制御室への外気取

入経路にはバグフィルタを設

り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 

 

 

 

外⑫-10 引用元：P43,44 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-44 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(e) 有毒ガスに対する設計方

針 

 

外部火災外⑬-1 起因を含む

有毒ガスが発生外⑬-2 した場

合には，中央制御室内に滞在す

る人員の環境劣化を防止する

ため外⑬-3 に設置した外気取

入ダンパ外⑬-4 の閉止，中央

制御室外⑬-5 内の空気を循環

させる再循環運転外⑬-6 の実

施及び必要に応じ中央制御室

以外の空調ファンの停止外⑬-

7 により，有毒ガスの侵入を防

止する外⑬-8 設計とする。外

⑬-9 

【7 条外部火災 25】 

 

なお，有毒ガスの侵入を防止

する外⑭-3 よう，外気取入ダ

ンパの閉止，再循環運転外⑭-

4 の実施による外気の遮断外

⑭-5 及び空調ファンの停止外

⑭-6 による外気流入の抑制を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a-11)有毒ガス 

 

 

安全施設は，想定される有毒ガ

スの発生外⑬-2 に対し，非常

用換気空調系等により，中央制

御室外⑬-5 の居住性に影響の

ない設計とする。外⑬-9 

 

― 以 下 余 白 ― 

 

置していることから，粒径 2μ

m 以上のばい煙粒子が侵入し

にくい設計とする。外⑫-10 

 

 安全保護系盤は粒径 2μm 以

下のばい煙粒子に対し，短絡が

生じないようにすることによ

り，影響を受けない設計とす

る。外◇15  

 

d. 火災時の有毒ガスの発生

に伴う居住空間への影響評価 

 

 有毒ガスの発生については，

中央制御室換気空調系におけ

る外気取入遮断時の室内に滞

在する人員に対する環境劣化

防止のため外⑬-3，酸素濃度及

び二酸化炭素濃度の影響評価

を実施し，又は，離隔を確保す

る等により，居住空間へ影響を

及ぼさない設計とする。 

 

 なお，外気取入ダンパが設置

外⑬-4 されており再循環運転

外⑬-6 が可能である中央制御

室換気空調系については，外気

取入ダンパを閉止し，再循環運

転外⑭-4を行う。 

 

 また，それ以外の換気空調系

については，空調ファンを停止

外⑬-7，外⑭-6し，外気取入れ

を遮断外⑭-5する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求に対する事項を運用で

担保する必要がある基本設計

方針について，保安規定に定め

て管理する旨を記載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

外⑬-1 引用元：P46 

 

 

 

 

 

 

 

 

外⑬-8 引用元：P46 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

外⑭-3 引用元：P46 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-45 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保安規定に定めて管理する。 

【7条外部火災 26】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.8.10.2 体制 

 

火災発生時の発電用原子炉

施設の保全のための活動を行

うため，連絡責任者，運転員及

び消防要員が常駐するととも

に，所員により編成する自衛消

防組織を設置する。外◇17  

 

 自衛消防組織の組織体制を，

第1.8.10-6表及び第1.8.10-6

図に示す。外◇4  

 

1.8.10.3 手順等 

 

 外部火災における手順につ

いては，火災発生時の対応，防

火帯の維持・管理並びにばい煙

及び有毒ガス発生時の対応を

適切に実施するための対策を

火災防護計画に定める。外◇17  

 

(1) 防火帯の維持・管理につい

ては，定期的な点検等の方法を

火災防護計画に定め，実施す

る。外◇17  

 

(2) 予防散水については，手順

を整備し，予防散水エリアごと

に使用水源箇所を定め，消火栓

及び消防車を使用し，消防隊長

の指揮のもと自衛消防隊が実

施する。外◇17  

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-46 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 なお，万一，防火帯の内側に

飛び火した場合は，自衛消防隊

の活動を予防散水から防火帯

内火災の初期消火活動に切り

替え，消火栓及び消防車を使用

し，継続して消防隊長の指揮の

もと初期消火活動・延焼防止活

動を行う。外◇17  

 

(3) 原子炉冷却材再循環ポン

プ可変周波数電源装置入力変

圧器の火災発生時には，監視カ

メラにより火災の状況を確認

し，消防法に基づく所要能力を

持った大型消火器による初期

消火活動を実施する。外◇17  

 

(4) 外部火災によるばい煙発

生時には，外気取入口に設置し

ているバグフィルタの交換，外

気取入ダンパの閉止，換気空調

系の停止又は再循環運転によ

り，建屋内へのばい煙の侵入を

阻止する。外◇17  

 

(5) 外部火災外⑬-1 による有

毒ガス発生時には，外気取入ダ

ンパの閉止，換気空調系の停止

又は再循環運転により，建屋内

への有毒ガスの侵入を阻止す

る。外⑬-8,外⑭-3 

 

(6) 外部火災による中央制御

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-47 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

室へのばい煙等の侵入阻止に

係る教育を定期的に実施する。

外◇17  

 

(7) 森林火災から評価対象施

設を防護するための防火帯の

点検等に係る火災防護に関す

る教育を定期的に実施する。外

◇17  

 

(8) 近隣の産業施設の火災・爆

発から評価対象施設を防護す

るために，離隔距離を確保する

こと等の火災防護に関する教

育を定期的に実施する。外◇17  

 

(9) 外部火災発生時の予防散

水に必要な消火対応力を維持

するため，自衛消防隊を対象と

した教育・訓練を定期的に実施

する。外◇17  

 

1.8.11 有毒ガス防護に関す

る基本方針 

 

 有毒ガスの漏えいについて

は固定施設（石油コンビナート

等）と可動施設（陸上輸送，海

上輸送）からの流出が考えられ

る。外◇16  

 

 発電所周辺地域には，以下の

交通運輸状況及び産業施設が

ある。外◇16  
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【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-48 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規追加要求事項のため， 

記載なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主要道路，鉄道路線，一般航

路及び石油コンビナート施設

は離隔距離を確保することで

 

 発電所周辺地域の主要道路

としては，一般国道 352 号線，

一般国道 116 号線等があり，鉄

道路線としては，東日本旅客鉄

道株式会社越後線及び信越本

線がある。外◇16  

 

 柏崎刈羽原子力発電所前面

の海域に液化石油ガス輸送船

舶の航路等一般航路があるが，

柏崎刈羽原子力発電所からの

離隔距離が確保されている。外

◇16  

 

 発電所周辺の石油コンビナ

ート施設については，発電所敷

地外 10km 以内の範囲におい

て，石油コンビナート施設は存

在しない。外◇16  

 

 なお，柏崎刈羽原子力発電所

に最も近い石油コンビナート

地区は南西約 39km の直江津地

区である。外◇16  

 

 また，発電所敷地外 10km 以

内の範囲において，石油コンビ

ナート以外の主要な産業施設

がある。外◇16  

 

 これらの主要道路，鉄道路

線，一般航路及び石油コンビナ

ート施設等は，柏崎刈羽原子力

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同趣旨の記載ではあるが，表

現の違いによる差異あり。 

・要求事項に対する設計の明

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却系統施設（共通） 

2.3.3 設計方針 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-49 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

 

 

 

 

 

― 以 下 余 白 ― 

 

事故等による火災に伴う発電

所への有毒ガスの影響がない

設計とする。外⑬-10 

【7 条外部火災 27】 

 

― 以 下 余 白 ― 

 

発電所から離隔距離が確保さ

れており，危険物を積載した車

両及び船舶を含む事故等によ

る柏崎刈羽原子力発電所への

有毒ガス外⑬-10 を考慮する

必要はない。 

 

 発電所敷地内に貯蔵してい

る化学物質については，貯蔵設

備からの漏えいを想定した場

合でも，非常用換気空調系等に

より中央制御室の居住性が損

なわれることはない。外◇16  

 

適合のための設計方針 

第六条 外部からの衝撃によ

る損傷の防止 

 

（中略） 

 

(1) 外部火災 

 

想定される外部火災として

は，森林火災，近隣の産業施設

の火災・爆発及び航空機墜落に

よる火災が挙げられる。外◇2

（外⑤-11）外◇3（外③-1,外③

-2，外④-2，外⑤-2，⑥-4） 

 

（森林火災）外◇6  

 

敷地外の森林から出火し，敷

地内の植生へ延焼するおそれ

がある場合は，自衛消防隊が出

確化。 

・追加要求事項による差異あ

り。 

 

 

― 以 下 余 白 ― 

 

 

 

 

 

 

― 以 下 余 白 ― 

 



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-50 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

動し，予防散水等の延焼防止措

置を行う。 

 

また，敷地内の植生へ延焼し

た場合であっても，森林火災シ

ミュレーショ（FARSITE）によ

る影響評価に基づいた防火帯

幅を確保すること等により，発

電用原子炉施設に影響せず，安

全性が損なわれることはない。 

 

（近隣の産業施設の火災・爆

発） 

 

発電所敷地外 10km 以内の範

囲において,火災により安全施

設に影響を及ぼすような外⑦-

8 石油コンビナート施設は外

⑦-9 ないため,外⑦-11 火災に

よる安全施設への影響につい

ては考慮する必要はない。外⑦

-13 

 

発電所敷地外 10km 以内の

産業施設，敷地周辺の道路を運

行中の燃料輸送車両から火災

が発生する場合を想定しても，

発電所周辺には周辺監視区域

が設定されており，離隔距離が

あるため，安全施設に影響せ

ず，安全性が損なわれることは

ない。外◇11 ，◇12 ，◇13 航行中の船

舶が漂流し火災が発生する場

合を想定しても，離隔距離があ



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-51 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

るため，安全施設に影響せず，

安全性が損なわれることはな

い。外◇14  

 

発電所敷地内に設置する危

険物タンク等の火災発生時の

輻射熱による評価対象施設の

建屋（垂直外壁面及び天井スラ

ブから選定した,火災の輻射に

対して最も厳しい箇所）の表面

温度等を許容温度以下とする

ことにより,安全施設の安全性

が損なわれることはない。外◇7  

 

（航空機墜落による火災） 

 

原子炉建屋周辺に航空機が

落下し，燃料火災が発生した場

合，直ちに公設消防へ通報する

とともに，自衛消防隊が出動

し，速やかに初期消火活動を行

う。外◇8 ，外◇9 ，外◇17  

 

航空機が外部事象防護対象

施設である原子炉建屋等の周

辺で落下確率が 10-7 回/炉・年

以上になる地点へ落下するこ

とを想定しても，外部事象防護

対象施設である原子炉建屋等

に対する火災の影響により安

全性が損なわれることはない。

外◇8 ，◇9  

 

石油コンビナート施設の火



設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-7 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-52 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

災,発電所敷地内に設置する危

険物タンク等の火災,航空機墜

落による火災に伴うばい煙等

発生時の二次的影響に対して,

換気空調系で給気されるエリ

アの設置機器,建屋外部に開口

部を有する設備に分類し,影響

評価を行い,必要な場合は対策

を実施することにより,安全施

設の安全性が損なわれること

はない。外◇15  

 

(2) 有毒ガス外◇16  

 

有毒ガスの漏えいについて

は固定施設（石油コンビナート

等）と可動施設（陸上輸送，海

上輸送）からの流出が考えられ

る。発電所周辺には周辺監視区

域が設定されているため，発電

用原子炉施設と近隣の施設や

周辺道路との間には離隔距離

が確保されていることから，有

毒ガスの漏えいを想定した場

合でも，中央制御室の居住性が

損なわれることはない。また，

敷地港湾の前面の海域を移動

中の可動施設から有毒ガスの

漏えいを想定した場合も同様

に，離隔距離が確保されている

ため，中央制御室の居住性が損

なわれることはない。 

 

発電所敷地内に貯蔵してい
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【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 
 

要求事項との対比表 

7 条（外部火災）-53 

様式-7 

赤色：様式-6 に関する記載（付番及び下線） 

青色：設置変更許可本文及び添付書類八からの引用以外の記載 

茶色：設置変更許可と基本設計方針（後）との対比 

緑色：技術基準規則と基本設計方針（後）との対比 

紫色：基本設計方針（前）と基本設計方針（後）との対比 

【○○条○○】：関連する資料と基本設計方針を紐づけるための付番 

 ＜関連する資料＞ 

  ・様式-1 への展開表（補足説明資料） 

  ・技術基準要求機器リスト（設定根拠に関する説明書 別添-1） 

       ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

 

実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（前） 

工事計画認可申請書 

基本設計方針（後） 

設置変更許可申請書 

本文 

設置変更許可申請書 

添付書類八 

設置変更許可，技術基準規則

及び基本設計方針との対比 
備考 

る化学物質については，貯蔵設

備からの漏えいを想定した場

合でも，非常用換気空調系等に

より中央制御室の居住性が損

なわれることはない。 

 

― 以 下 余 白 ― 

 



 

 

 

設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-6 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止】 

様式-6 

7 条－1 

―：該当なし 

※：条文全体に関わる説明書 

あ：前回提出時からの変更箇所 

各条文の設計の考え方                                

第 7 条（外部からの衝撃による損傷の防止） 

1. 技術基準規則の条文，解釈への適合性に関する考え方 

No. 
基本設計方針で 

記載する事項 
適合性の考え方（理由） 項・号 解釈 説明資料等 

① 

外部からの衝撃によ

る損傷の防止に係る

基本方針 

技術基準規則の要求事項及びその

解釈を受けている内容を記載する。 

1 項 

2 項 

3 項 

1,2,3,4,

5 
a,b,c 

② 
自然現象の組合せを

考慮した設計 

設置許可基準規則の要求事項及び

その解釈を受けている内容を記載

する。 

― ― b 

③ 

設計基準対象施設以

外の施設又は設備等

への措置 

設置許可基準規則の要求事項を受

けている内容を記載する。 
― ― b 

④ 
重大事故等対処設備

への措置 

技術基準規則の要求事項及びその

解釈を受けている内容を記載する。 
― ― b 

⑤ 

設計上考慮する自然

現象又は人為事象に

係る設計方針 

技術基準規則の要求事項及びその

解釈を受けている内容を記載する。 

1 項 

2 項 
1,2,3,4 b 

⑥ 
設計基準事故時に生

じる荷重との組合せ 

設置許可基準規則の要求事故を受

けている内容を記載する。 
― ― b 

⑦ 

外部からの衝撃によ

る損傷の防止に係る

防護措置 

外部からの衝撃に対する防護のた

めの必要な措置について保安規定

に定める旨を記載する。 

1 項 

2 項 

3 項 

2,4,5 b 

⑧ 

兼用キャスクの安全

性を損なわない設計

方針 

技術基準規則の要求事項及びその

解釈を受けている内容を記載する。 

なお,兼用キャスクを用いた使用済

燃料の貯蔵設備を設置しない旨を

記載する。 

4 項 

5 項 
6 ― 

 2. 設置許可本文のうち，基本設計方針に記載しないことの考え方 

No. 項目 考え方 説明資料等 

□1  安全施設 
「安全施設」については，技術基準規則の要求事項を受け，

「外部事象防護対象施設」とするため，記載しない。 
― 

□2  重要安全施設 
「重要安全施設」については，「安全施設」に含まれるため，

記載しない。 
― 



 

 

 

設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-6 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止】 

様式-6 

7 条－2 

―：該当なし 

※：条文全体に関わる説明書 

あ：前回提出時からの変更箇所 

□3  
自然現象の組合せに

関する記載 

「1.No.②」にて同趣旨の内容を包括して記載するため，記

載しない。 
― 

 3. 設置許可添八のうち，基本設計方針に記載しないことの考え方 

No. 項目 考え方 説明資料等 

◇1  安全施設 
「安全施設」については，技術基準規則の要求事項を受け，

「外部事象防護対象施設」とするため，記載しない。 
― 

◇2  重要安全施設 
「重要安全施設」については，「安全施設」に含まれるため，

記載しない。 
― 

◇3  
自然現象の組合せに

関する記載 

「1.No.②」にて同趣旨の内容を包括して記載するため，記

載しない。 
― 

◇4  
設置許可本文との重

複記載 

設置許可本文にある同趣旨の記載を採用するため記載し

ない。 
― 

◇5  
設置許可添八内の重

複記載 

設置許可添八内にある同趣旨の記載を採用するため記載

しない。 
― 

◇6  
文章，表又は図の呼込

み 

設置許可内での文章，表又は図の呼込みであるため記載し

ない。 
― 

◇7  
自然現象又は人為事

象の選定過程 

自然現象又は人為事象の選定に係る説明項目であるため，

記載しない。 
― 

◇8  

自然現象と設計基準

事故時の応力の組合

せの検討過程 

自然現象と設計基準事故時の応力の組合せの検討過程の

説明項目であるため，記載しない。 
― 

◇9  設計の詳細 

具体的な設計については「発電用原子炉施設の自然現象等

による損傷の防止に関する説明書」に記載するため，記載

しない。 

b 

◇10  
飛来物（航空機落

下） 

「飛来物」は設置許可において航空機落下の評価を行って

おり，技術基準規則において要求されている航空機の墜落

と同義であるため，記載しない。 

― 

◇11  
爆発による飛来物の

影響 

「2.3.3 設計方針 （2）人為事象 a.外部火災（火災・

爆発（森林火災，近隣工場等の火災・爆発，航空機墜落に

よる火災））」と重複するため，記載しない。 

― 

◇12  

設計基準風速の設定

及び竜巻による飛来

物の影響 

「2.3.3 設計方針 （1）自然現象 a.竜巻」と重複する

ため，記載しない。 
― 

 

 

 



 

 

 

設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-6 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止】 

様式-6 

7 条－3 

―：該当なし 

※：条文全体に関わる説明書 

あ：前回提出時からの変更箇所 

 

 

4. 詳細な検討が必要な事項 

No. 記載先 

a 工場又は事業所の概要を明示した地形図 

b 発電用原子炉施設の自然現象等による損傷の防止に関する説明書 

c 強度に関する説明書 

※ 発電用原子炉の設置の許可（本文（五号））との整合性に関する説明書 

※ 設計及び工事に係る品質マネジメントシステムに関する説明書 

 



 

 

 

設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-6 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）】 

様式-6 

7 条（竜巻）－1 

―：該当なし 

※：条文全体に関わる説明書 

あ：前回提出時からの変更箇所 

各条文の設計の考え方                                

第 7 条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻） 

1. 技術基準規則の条文，解釈への適合性に関する考え方 

No. 
基本設計方針で 

記載する事項 
適合性の考え方（理由） 項・号 解釈 説明資料等 

竜① 
竜巻防護設計の基本

方針 

技術基準規則の要求事項及びその

解釈を受けている内容を記載する。 
1 項 1,2 竜 a,b 

竜② 設計条件 

竜巻防護設計の前提条件を記載す

る。 

風圧力及び気圧差，飛来物の衝撃荷

重並びに竜巻以外の荷重を組み合

わせた設計荷重について記載する。 

1 項 1,2 竜 a 

竜③ 
竜巻に対する影響評

価及び竜巻防護対策 

竜巻に対する影響評価，竜巻防護対

策施設，波及的影響を及ぼし得る施

設（竜巻随伴事象含む）について記

載する。 

1 項 1,2 竜 a,b 

竜④ 竜巻防護措置 

竜巻に対する防護のための必要な

措置について保安規定に定める旨

を記載する。 

1 項 1,2 竜 a 

竜⑤ 
重大事故等対処設備

への措置 

技術基準規則の要求事項及びその

解釈を受けている内容を記載する。 
― ― 竜 a 

 2. 設置許可本文のうち，基本設計方針に記載しないことの考え方 

No. 項目 考え方 説明資料等 

竜□1  安全施設 
「安全施設」については，技術基準規則の要求事項を受け，

「外部事象防護対象施設」とするため，記載しない。 
― 

竜□2  記載の明細化 
設置許可本文の記載を具体的な記載・修文して基本設計方

針に記載するため，記載しない。 
― 

 3. 設置許可添八のうち，基本設計方針に記載しないことの考え方 

No. 項目 考え方 説明資料等 

竜◇1  安全施設 
「安全施設」については，技術基準規則の要求事項を受け，

「外部事象防護対象施設」とするため，記載しない。 
― 

竜◇2  記載の明細化 
設置許可添八の記載を具体的に記載・修文して基本設計方

針に記載するため，記載しない。 
― 

竜◇3  
設置許可本文との重

複記載 

設置許可本文にある同趣旨の記載を採用するため記載し

ない。 
― 



 

 

 

設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-6 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）】 

様式-6 

7 条（竜巻）－2 

―：該当なし 

※：条文全体に関わる説明書 

あ：前回提出時からの変更箇所 

竜◇4  
文章，表又は図の呼

込み 

設置許可内での文章，表又は図の呼込みであるため記載し

ない。 
― 

竜◇5  
竜巻防護における基

本方針 

竜巻防護の方針に係る詳細な説明事項であるため，記載し

ない。 
― 

竜◇6  設計竜巻の設定 

設計竜巻の設計に係る説明事項であるため，工事計画認可

において，評価の前提となる条件のみ記載し，詳細な項目

は記載しない。 

― 

竜◇7  設計飛来物の設定 

設計飛来物の設計に係る説明事項であるため，工事計画認

可において，評価の前提となる条件のみを記載し，詳細な

項目は記載しない。 

竜 a 

竜◇8  
荷重の組合せと許容

限界 

荷重の設定，組合せ及び評価における許容限界に係る説明

項目であるため，工事計画認可において，評価の前提とな

る条件のみを記載し，詳細な項目は記載しない。詳細は添

付書類に記載する。 

竜 a,b 

竜◇9  評価対象施設の抽出 
評価対象施設の抽出に係る具体的な説明項目であるため，

記載しない。詳細は添付書類に記載する。 
竜 a 

竜◇10  
評価対象施設の設計

方針 

抽出した評価対象施設の設計方針に係る具体的な説明項

目であるため，記載しない。詳細は添付書類に記載する。 
竜 b 

4. 詳細な検討が必要な事項 

No. 記載先 

竜 a 発電用原子炉施設の自然現象等による損傷の防止に関する説明書 

竜 b 強度に関する説明書 

※ 発電用原子炉の設置の許可（本文（五号））との整合性に関する説明書 

※ 設計及び工事に係る品質マネジメントシステムに関する説明書 

 



 

 

 

設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-6 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（火山の影響）】 

様式-6 

7 条（火山）－1 

―：該当なし 

※：条文全体に関わる説明書 

あ：前回提出時からの変更箇所 

各条文の設計の考え方                                

第 7 条 外部からの衝撃による損傷の防止（火山の影響） 

1. 技術基準規則の条文，解釈への適合性に関する考え方 

No. 
基本設計方針で 

記載する事項 
適合性の考え方（理由） 項・号 解釈 説明資料等 

山① 
火山防護設計の基本

方針 

技術基準規則の要求事項及びその

解釈を受けている内容を記載する。 
1 項 1,2 山 a,b 

山② 設計条件 
火山防護設計の前提条件を記載す

る。 
1 項 1,2 山 a 

山③ 

降下火砕物による直

接的影響に対する設

計方針 

降下火砕物による直接的影響に対

する内容を記載する。 
1 項 1,2 山 a,b 

山④ 

降下火砕物による間

接的影響に対する設

計方針 

降下火砕物による間接的影響に対

する内容を記載する。 
1 項 1,2 山 a 

山⑤ 火山防護措置 

火山事象に対する防護のための必

要な措置について保安規定に定め

る旨を記載する。 

1 項 1,2 山 a 

山⑥ 
重大事故等対処設備

への措置 

技術基準規則の要求事項及びその

解釈を受けている内容を記載する。 
― ― 山 a 

 2. 設置許可本文のうち，基本設計方針に記載しないことの考え方 

No. 項目 考え方 説明資料等 

山□1  安全施設 
「安全施設」については，技術基準規則の要求事項を受け，

「外部事象防護対象施設」とする。 
― 

山□2  記載の明細化 
設置許可本文の記載を具体的に記載・修文して基本設計方

針に記載するため，記載しない。 
― 

 3. 設置許可添八のうち，基本設計方針に記載しないことの考え方 

No. 項目 考え方 説明資料等 

山◇1  安全施設 
「安全施設」については，技術基準規則の要求事項を受け，

「外部事象防護対象施設」とする。 
― 

山◇2  
設置許可本文との重

複記載 

設置許可本文にある同趣旨の記載を採用するため記載し

ない。 
― 

山◇3  
文章，表又は図の呼

込み 

設置許可内での文章，表又は図の呼込みであるため記載し

ない。 
― 



 

 

 

設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-6 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（火山の影響）】 

様式-6 

7 条（火山）－2 

―：該当なし 

※：条文全体に関わる説明書 

あ：前回提出時からの変更箇所 

山◇4  
火山事象に対する基

本方針 

火山防護の方針に係る詳細な説明事項であるため，記載し

ない。 
― 

山◇5  
降下火砕物の設計条

件 

降下火砕物の設計条件の設定に係る説明項目であるため，

記載しない。詳細は添付書類に記載する。 
山 a 

山◇6  評価対象施設の抽出 
評価対象施設の抽出に係る具体的な説明項目であるため，

記載しない。詳細は添付書類に記載する。 
山 a 

山◇7  
降下火砕物による影

響の選定 

降下火砕物の特徴を踏まえた影響因子の選定に係る具体

的な説明項目であるため，記載しない。 
― 

山◇8  設計の詳細 

具体的な設計については「発電用原子炉施設の自然現象等

による損傷の防止に関する説明書」に記載するため，記載

しない。 

山 a 

山◇9  運用，手順 保安規定で対応するため記載しない。 ― 

4. 詳細な検討が必要な事項 

No. 記載先 

山 a 発電用原子炉施設の自然現象等による損傷の防止に関する説明書 

山 b 強度に関する説明書 

※ 発電用原子炉の設置の許可（本文（五号））との整合性に関する説明書 

※ 設計及び工事に係る品質マネジメントシステムに関する説明書 

 



 

 

 

設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-6 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 

様式-6 

7 条（外部火災）－1 

―：該当なし 

※：条文全体に関わる説明書 

あ：前回提出時からの変更箇所 

各条文の設計の考え方                                

第 7 条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災） 

1. 技術基準規則の条文，解釈への適合性に関する考え方 

No. 
基本設計方針で 

記載する事項 
適合性の考え方（理由） 項・号 解釈 説明資料等 

外① 
外部火災防護設計の

基本方針 

技術基準規則の要求事項及びその

解釈を受けている内容を記載する。 
2 項 3,4 外 a 

外② 
防火帯幅の設定に対

する設計方針 

外部火災防護のための必要な措置

を記載する。 
2 項 3,4 外 a 

外③ 
森林火災に対する設

計方針 

外部火災防護のための必要な措置

を記載する。 
2 項 3,4 外 a 

外④ 

発電所敷地内に設置

する危険物タンク等

の火災に対する設計

方針 

外部火災防護のための必要な措置

を記載する。 
2 項 3,4 外 a 

外⑤ 
航空機墜落による火

災に対する設計方針 

外部火災防護のための必要な措置

を記載する。 
2 項 3,4 外 a 

外⑥ 
重畳火災に対する設

計方針 

外部火災防護のための必要な措置

を記載する。 
2 項 3,4 外 a 

外⑦ 

石油コンビナート施

設の火災・爆発に対

する設計方針 

外部火災防護のための必要な措置

を記載する。 
2 項 3,4 外 a 

外⑧ 
危険物貯蔵施設の火

災に対する設計方針 

外部火災防護のための必要な措置

を記載する。 
2 項 3,4 外 a 

外⑨ 

高圧ガス貯蔵施設の

火災・爆発に対する

設計方針 

外部火災防護のための必要な措置

を記載する。 
2 項 3,4 外 a 

外⑩ 

燃料輸送車両の火

災・爆発に対する設

計方針 

外部火災防護のための必要な措置

を記載する。 
2 項 3,4 外 a 

外⑪ 
漂流船舶の火災・爆

発に対する設計方針 

外部火災防護のための必要な措置

を記載する。 
2 項 3,4 外 a 

外⑫ 
二次的影響（ばい煙）

に対する設計方針 

外部火災防護のための必要な措置

を記載する。 
2 項 3,4 外 a 

外⑬ 
有毒ガスに対する設

計方針 

外部火災防護のための必要な措置

を記載する。 
2 項 3,4 外 a 



 

 

 

設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-6 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 

様式-6 

7 条（外部火災）－2 

―：該当なし 

※：条文全体に関わる説明書 

あ：前回提出時からの変更箇所 

外⑭ 外部火災防護措置 

外部火災事象に対する防護のため

の必要な措置について保安規定に

定める旨を記載する。 

2 項 3,4 外 a 

外⑮ 
重大事故等対処設備

への措置 

技術基準規則の要求事項及びその

解釈を受けている内容を記載する。 
― ― 外 a 

 2. 設置許可本文のうち，基本設計方針に記載しないことの考え方 

No. 項目 考え方 説明資料等 

外□1  安全施設 
「安全施設」については，技術基準規則の要求事項を受け，

「外部事象防護対象施設」とするため，記載しない。 
― 

外□2  記載の明細化 
設置許可本文の記載を具体的に記載・修文して基本設計方

針に記載するため，記載しない。 
― 

 3. 設置許可添八のうち，基本設計方針に記載しないことの考え方 

No. 項目 考え方 説明資料等 

外◇1  安全施設 
「安全施設」については，技術基準規則の要求事項を受け，

「外部事象防護対象施設」とするため，記載しない。 
― 

外◇2  
設置許可本文との重

複記載 

設置許可本文にある同趣旨の記載を採用するため記載し

ない。 
― 

外◇3  
設置許可添八内の重

複記載 

設置許可添八内にある同趣旨の記載を採用するため記載

しない。 
― 

外◇4  
文章，表又は図の呼

込み 

設置許可内での文章，表又は図の呼込みであるため記載し

ない。 
― 

外◇5  評価対象施設の抽出 

「発電用原子炉施設の自然現象等による損傷の防止に関

する説明書」にて説明するため，基本設計方針に記載しな

い。 

外 a 

外◇6  

森林火災 

・森林火災の想定 

・防火帯幅の設定 

・評価対象範囲 

・評価条件 

・危険距離評価 

具体的な評価条件及び評価結果は，「発電用原子炉施設の

自然現象等による損傷の防止に関する説明書」にて説明す

るため，基本設計方針に記載しない。 

外 a 



 

 

 

設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-6 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 

様式-6 

7 条（外部火災）－3 

―：該当なし 

※：条文全体に関わる説明書 

あ：前回提出時からの変更箇所 

外◇7  

発電所敷地内に設置

する危険物タンク等

の火災 

・発電所敷地内に設

置する危険物タン

ク等の火災の想定 

・評価対象範囲 

・評価条件 

・外部火災防護施設

への熱影響 

具体的な評価条件及び評価結果は，「発電用原子炉施設の

自然現象等による損傷の防止に関する説明書」にて説明す

るため，基本設計方針に記載しない。 

外 a 

外◇8  

航空機墜落による火

災 

・対象航空機の選定

方法 

・航空機墜落による

火災の想定 

・評価対象範囲 

・評価条件 

・外部火災防護施設

への熱影響 

具体的な評価条件及び評価結果は，「発電用原子炉施設の

自然現象等による損傷の防止に関する説明書」にて説明す

るため，基本設計方針に記載しない。 

外 a 

外◇9  

重畳火災 

・敷地内危険物タン

クの火災と航空機

墜落による火災と

の重畳火災の想定 

・評価対象範囲 

・評価条件 

・外部火災防護施設

への熱影響 

具体的な評価条件及び評価結果は，「発電用原子炉施設の

自然現象等による損傷の防止に関する説明書」にて説明す

るため，基本設計方針に記載しない。 

外 a 

外◇10  

石油コンビナート施

設の火災・爆発 

・石油コンビナート

施設の位置 

具体的な評価条件及び評価結果は，「発電用原子炉施設の

自然現象等による損傷の防止に関する説明書」にて説明す

るため，基本設計方針に記載しない。 

外 a 



 

 

 

設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-6 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 

様式-6 

7 条（外部火災）－4 

―：該当なし 

※：条文全体に関わる説明書 

あ：前回提出時からの変更箇所 

外◇11  

危険物貯蔵施設の火

災 

・危険物貯蔵施設の

火災の想定 

・評価対象範囲 

・評価条件 

・危険距離評価 

具体的な評価条件及び評価結果は，「発電用原子炉施設の

自然現象等による損傷の防止に関する説明書」にて説明す

るため，基本設計方針に記載しない。 

外 a 

外◇12  

高圧ガス貯蔵施設の

火災・爆発 

・高圧ガス貯蔵施設

の火災・爆発の想

定 

・評価対象範囲 

・評価条件 

・危険距離評価 

・爆風圧影響評価 

・爆発飛来物影響評

価 

具体的な評価条件及び評価結果は，「発電用原子炉施設の

自然現象等による損傷の防止に関する説明書」にて説明す

るため，基本設計方針に記載しない。 

外 a 

外◇13  

燃料輸送車両の火

災・爆発 

・燃料輸送車両の火

災・爆発の想定 

・評価対象範囲 

・評価条件 

・危険距離評価 

・爆風圧影響評価 

・爆発飛来物影響評

価 

具体的な評価条件及び評価結果は，「発電用原子炉施設の

自然現象等による損傷の防止に関する説明書」にて説明す

るため，基本設計方針に記載しない。 

外 a 

外◇14  

漂流船舶の火災・爆

発 

・漂流船舶の火災 

・爆発の想定 

・評価対象範囲 

・評価条件 

・危険距離評価 

・爆風圧影響評価 

具体的な評価条件及び評価結果は，「発電用原子炉施設の

自然現象等による損傷の防止に関する説明書」にて説明す

るため，基本設計方針に記載しない。 

外 a 



 

 

 

設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書に係る様式-6 

【第 7条 外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）】 

様式-6 

7 条（外部火災）－5 

―：該当なし 

※：条文全体に関わる説明書 

あ：前回提出時からの変更箇所 

外◇15  
二次的影響（ばい

煙） 

具体的な評価条件及び評価結果については，「発電用原子

炉施設の自然現象等による損傷の防止に関する説明書」に

て説明するため，基本設計方針に記載しない。 

外 a 

外◇16  有毒ガスの影響 

具体的な評価条件及び評価結果については，「発電用原子

炉施設の自然現象等による損傷の防止に関する説明書」に

て説明するため，基本設計方針に記載しない。 

外 a 

外◇17  体制・手順 
設備設計の前提となる運用ではなく，保安規定にて詳細に

説明するため，基本設計方針に記載しない。 
― 

4. 詳細な検討が必要な事項 

No. 記載先 

外 a 発電用原子炉施設の自然現象等による損傷の防止に関する説明書 

※ 発電用原子炉の設置の許可（本文（五号））との整合性に関する説明書 

※ 設計及び工事に係る品質マネジメントシステムに関する説明書 

 



 

 

比較表（外部からの衝撃による損傷の防止の基本設計方針）－ 1 
青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（外部からの衝撃による損傷の防止の基本設計方針） 

本資料のうち枠囲みの内容は，他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

   2.3 外部からの衝撃による損傷の防止 

 

 設計基準対象施設は，外部からの衝撃のう

ち自然現象による損傷の防止において，発電

所敷地で想定される風（台風），竜巻，低温

（凍結），降水，積雪，落雷，地滑り，火山

の影響及び生物学的事象の自然現象（地震及

び津波を除く。）又は地震及び津波を含む自

然現象の組合せに遭遇した場合において，自

然現象そのものがもたらす環境条件及びそ

の結果として施設で生じ得る環境条件にお

いて，その安全性を損なうおそれがある場合

は，防護措置，基礎地盤の改良その他，供用

中における運転管理等の運用上の適切な措

置を講じる。 

【7条共通1】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地震及び津波を含む自然現象の組合せに

ついて，火山については地震（年超過確率10-

2相当地震動）と積雪，基準地震動Ｓｓについ

ては積雪，基準津波については弾性設計用地

震動Ｓｄ－１と積雪の荷重を，施設の形状及

び配置に応じて考慮する。 

【7条共通2】 

 

 

 

 

 

 

 組み合わせる主荷重と従荷重の規模は，基

本的には主荷重[設計基準規模]×従荷重[年

超過確率10-2規模]の組合せを想定する。 

【7条共通3】 

 

 

 従荷重として組み合わせる地震，積雪深の

大きさはそれぞれ年超過確率10-2相当地震

動，柏崎市における1日当たりの積雪量の年

超過確率10-2規模の値84.3cmとし，また，従

 

 

 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（設置変更許可を受けた設計基準事象の抽

出結果及び事象個別名称が異なる）（説明書

（Ⅴ-1-1-3-1-1）比較表【共通2】に整合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

差異なし 

（PWRとの差異…設置変更許可において考慮

する必要がないことを説明済であるため省

略している） 

 

 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（柏崎刈羽では，自然現象の組合せを確率論

をベースに整理しているため，組み合わせる

事象が異なる）（説明書（Ⅴ-1-1-3-1-1）比

較表【共通56】に整合） 

 

 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（柏崎刈羽では，自然現象の組合せを確率論

をベースに整理しているため，組み合わせる

事象が異なる） 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（柏崎刈羽では，自然現象の組合せを確率論

をベースに整理しているため，組み合わせる

事象及び規模が異なる）（説明書（Ⅴ-1-1-

3-1-1）比較表【共通56】に整合） 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（柏崎刈羽では，自然現象の組合せを確率論

をベースに整理しているため，組み合わせる

事象及び規模が異なる）（説明書（Ⅴ-1-1-



 

 

比較表（外部からの衝撃による損傷の防止の基本設計方針）－ 2 
青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（外部からの衝撃による損傷の防止の基本設計方針） 

本資料のうち枠囲みの内容は，他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

荷重とは別に，ベース負荷として日最深積雪

量の平均値に当たる積雪量31.1cmを考慮す

る。 

【7条共通4】 

 

 設計基準対象施設は，外部からの衝撃のう

ち人為による損傷の防止において，発電所敷

地又はその周辺において想定される火災・爆

発（森林火災，近隣工場等の火災・爆発，航

空機墜落による火災），有毒ガス，船舶の衝

突及び電磁的障害により発電用原子炉施設

の安全性を損なわせる原因となるおそれが

ある事象であって人為によるもの（故意によ

るものを除く。）（以下「人為事象」という。）

に対してその安全性が損なわれないよう，防

護措置その他，対象とする発生源から一定の

距離を置くことによる適切な措置を講じる。 

【7条共通5】 

 

 

 

 想定される人為事象のうち，航空機の墜落

については，防護設計の要否を判断する基準

を超えないことを評価して設置（変更）許可

を受けている。工事計画認可申請時に，設置

（変更）許可申請時から，防護設計の要否を

判断する基準を超えるような航空路の変更

がないことを確認していることから，設計基

準対象施設に対して防護措置その他の適切

な措置を講じる必要はない。 

【7条共通6】 

 

 なお，定期的に航空路の変更状況を確認

し，防護措置の要否を判断することを保安規

定に定めて管理する。 

【7条共通7】 

 

 航空機の墜落及び爆発以外に起因する飛

来物については，発電所周辺の社会環境から

みて，発生源が設計基準対象施設から一定の

距離が確保されており，設計基準対象施設が

安全性を損なうおそれがないため，防護措置

その他の適切な措置を講じる必要はない。 

【7条共通8】 

 

 

 

3-1-1）比較表【共通56】に整合） 

 

 

 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（設置変更許可を受けた設計基準事象の抽

出結果及び事象個別名称が異なる）（説明書

（Ⅴ-1-1-3-1-1）比較表【共通6】に整合） 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異 

（技術基準規則第七条第2項及び解釈第4項

への適合性を示すため，【7条共通1】の文末

と同等の記載表現に統一している）（説明書

（Ⅴ-1-1-3-1-1）比較表【共通6】に整合） 

 

表現上の差異 

（技術基準規則第七条第3項及び解釈第5項

への適合性を示すため，技術基準規則上の名

称「航空機の墜落」を記載している。また，

対応する添付書類（Ⅴ-1-1-3）の説明性と記

載の整合性を考慮し，「航空機の墜落」と記

載している）（説明書（Ⅴ-1-1-3-1-1）比較

表【共通8】に整合） 

 

 

 

差異なし（説明書（Ⅴ-1-1-3-1-1）比較表【共

通8】に整合） 

 

 

 

表現上の差異 

（技術基準規則への適合性を示すため，技術

基準規則上の名称「航空機の墜落」を記載し

ている。また，対応する添付書類（Ⅴ-1-1-

3）の説明性と記載の整合性を考慮し，「航

空機の墜落」と記載している）（説明書（Ⅴ

-1-1-3-1-1）比較表【共通9】に整合） 

 

差異なし 

（PWRとの差異…設置変更許可において考慮



 

 

比較表（外部からの衝撃による損傷の防止の基本設計方針）－ 3 
青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（外部からの衝撃による損傷の防止の基本設計方針） 

本資料のうち枠囲みの内容は，他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

 

 

 

 

また，想定される自然現象（地震及び津波

を除く。）及び人為事象に対する防護措置に

は，設計基準対象施設が安全性を損なわない

ために必要な設計基準対象施設以外の施設

又は設備等（重大事故等対処設備を含む。）

への措置を含める。 

【7条共通9】 

 

重大事故等対処設備は，外部からの衝撃に

よる損傷の防止において，想定される自然現

象（地震及び津波を除く。）及び人為事象に

対して，「5.1.2 多様性，位置的分散等」

及び「5.1.5 環境条件等」の基本設計方針

に基づき，必要な機能が損なわれることがな

いよう，防護措置その他の適切な措置を講じ

る。 

【7条共通10】 

 

設計基準対象施設又は重大事故等対処設

備に対して講じる防護措置として設置する

施設は，その設置状況並びに防護する施設の

耐震重要度分類及び重大事故等対処施設の

設備分類に応じた地震力に対し構造強度を

確保し，外部からの衝撃を考慮した設計とす

る。 

【7条共通11】 

 

2.3.1 外部からの衝撃より防護すべき施設 

 

 設計基準対象施設が外部からの衝撃によ

りその安全性を損なうことがないよう，外部

からの衝撃より防護すべき施設は，設計基準

対象施設のうち，「発電用軽水型原子炉施設

の安全機能の重要度分類に関する審査指針」

で規定されている安全重要度分類のクラス

１，クラス２及び安全評価上その機能に期待

するクラス３に属する構築物，系統及び機器

とする。その上で，安全重要度分類のクラス

１，クラス２及び安全評価上その機能に期待

するクラス３に属する構築物，系統及び機器

に加え，それらを内包する建屋を外部事象か

ら防護する対象（以下「外部事象防護対象施

設」という。）とする。 

する必要がないことを説明済であるため省

略している） 

 

 

差異なし（説明書（Ⅴ-1-1-3-1-1）比較表【共

通3,7】に整合） 

 

 

 

 

 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（柏崎刈羽の重大事故等対処設備の自然現

象（地震及び津波を除く。（以下同じ。））

及び人為事象に対する設計においては，（KK

は敷地が広く）位置的分散にて悪影響防止を

図っているため，「5.1.3 悪影響防止等」

を読み込む記載はしない） 

 

 

 

差異なし（説明書（Ⅴ-1-1-3-1-1）比較表【共

通5,11】に整合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（設置変更許可で説明している外部事象防

護対象施設の定義が異なる） 

 

 

 



 

 

比較表（外部からの衝撃による損傷の防止の基本設計方針）－ 4 
青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（外部からの衝撃による損傷の防止の基本設計方針） 

本資料のうち枠囲みの内容は，他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

また，外部事象防護対象施設の防護設計に

ついては，外部からの衝撃により外部事象防

護対象施設に波及的影響を及ぼすおそれの

ある外部事象防護対象施設以外の施設につ

いても考慮する。 

さらに，重大事故等対処設備についても，

重大事故防止設備が，設計基準事故等対処設

備並びに使用済燃料貯蔵槽（使用済燃料貯蔵

プール）の冷却設備及び注水設備（以下「設

計基準事故対処設備等」という。）の安全機

能と同時に必要な機能が損なわれることが

ないよう，外部からの衝撃より防護すべき施

設に含める。 

 

 

 

上記以外の設計基準対象施設については，

外部からの衝撃に対して機能を維持するこ

と若しくは損傷を考慮して代替設備により

必要な機能を確保すること，安全上支障のな

い期間での修復等の対応を行うこと又はそ

れらを適切に組み合わせることにより，その

安全性を損なわない設計とする。 

【7条共通 12】 

 

2.3.2 設計基準事故時及び重大事故等時に

生じる荷重との組合せ 

 

科学的技術的知見を踏まえ，外部事象防護

対象施設及び重大事故等対処設備のうち， 

 

特に自然現象（地震及び津波を除く。）の影

響を受けやすく，かつ，代替手段によってそ

の機能の維持が困難であるか，又はその修復

が著しく困難な構築物，系統及び機器は， 

 

 

 

 

 

 

 

 

建屋内に設置すること，又は可搬型重大事故

等対処設備によるバックアップが可能とな

るように位置的分散を考慮して可搬型重大

事故等対処設備を複数保管すること等によ

差異なし 

 

 

 

 

 

表現上の差異 

（技術基準規則第54条第2項第三号及び第3

項第七号で要求されている共通要因として

の自然現象及び人為事象に対する適合性を

示すため，共通要因（＝自然現象及び人為事

象）によって重大事故等対処設備が「設計基

準事故対処設備等と同時に」必要な機能を損

なわないことの記載を明確にしている）（説

明書（Ⅴ-1-1-3-1-1）比較表【共通12】に整

合） 

 

表現上の差異 

（設置変更許可における対応箇所の記載表

現を引用している（参考：様式-7【7条共通

12】⑤-3対応箇所））（説明書（Ⅴ-1-1-3-1-

1）比較表【共通12】に整合） 

 

 

 

 

 

 

 

設備構成の差異 

（柏崎刈羽では，屋外に存在する一部の重大

事故等対処設備で，可搬型重大事故等対処設

備に頼らない設備があるため（例：格納容器

逃がし装置），柏崎刈羽の実態に則した記載

表現である「建屋内に設置すること，又は可

搬型重大事故等対処設備によるバックアッ

プが可能となるなように位置的分散を考慮

して複数保管すること」，及び，具体的には

【7条共通14】に示す設計方針とすることに

よって，自然現象（地震及び津波を除く。）

による衝撃が設計基準事故時荷重及び重大

事故等時に生じる荷重と重なり合わないこ

とを示している） 

表現上の差異 

（外部事象防護対象施設及び重大事故等対

処設備は，建屋内に設置すること，可搬型重

大事故等対処設備を位置的分散を考慮して



 

 

比較表（外部からの衝撃による損傷の防止の基本設計方針）－ 5 
青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（外部からの衝撃による損傷の防止の基本設計方針） 

本資料のうち枠囲みの内容は，他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

り， 

当該施設に 

大きな影響を及ぼすおそれがあると 

想定される自然現象（地震及び津波を除く。）

により作用する衝撃が設計基準事故時及び

重大事故等時に生じる荷重と重なり合わな

い設計とする。 

【7条共通 13】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 具体的には，建屋内に設置される外部事象

防護対象施設及び重大事故等対処設備につ

いては，建屋によって自然現象（地震及び津

波を除く。）の影響を防止することにより，

設計基準事故又は重大事故等が発生した場

合でも，自然現象（地震及び津波を除く。）

による影響を受けない設計とする。 

 屋外に設置されている外部事象防護対象

施設については，設計基準事故が発生した場

合でも，機器の運転圧力や温度等が変わらな

いため，設計基準事故時荷重が発生するもの

ではなく，自然現象（地震及び津波を除く。）

による衝撃と重なることはない。 

 屋外に設置される重大事故等対処設備に

ついて，竜巻に対しては位置的分散を考慮し

た配置とするなど，重大事故等が発生した場

合でも，重大事故等時の荷重と自然現象（地

震及び津波を除く。）による衝撃を同時に考

慮する必要のない設計とする。 

 

 

 したがって，自然現象（地震及び津波を除

く。）による衝撃と設計基準事故又は重大事

故等時の荷重は重なることのない設計とす

る。 

【7条共通 14】 

複数保管すること，地滑り地形を考慮した配

置とすることや除雪・除灰の実施による措置

（「～複数保管すること「等」」に相当）を考

慮することにより，左記の荷重が重なり合わ

ないことを示している。また，本節「2.3.2」

の標題に合わせて，「設計基準事故「時」及

び重大事故等時に生じる「荷重」」と記載し

ている）（説明書（Ⅴ-1-1-3-1-1）比較表【共

通15】に整合） 

 

設備構成の差異 

（柏崎刈羽では，屋外に存在する一部の重大

事故等対処設備で，可搬型重大事故等対処設

備に頼らない設備があるため（例：格納容器

逃がし装置），柏崎刈羽の実態に則した記載

表現とするために，本内容を【7条共通13】

に統合し，自然現象（地震及び津波を除く。）

による衝撃が設計基準事故時荷重及び重大

事故等時に生じる荷重と重なり合わないこ

とを示している） 

 

 

 

表現上の差異 

（基本設計方針「2.3 外部からの衝撃によ

る損傷の防止」内で「自然現象（地震及び津

波を除く。）」の表現を統一している（以下同

じ）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（柏崎刈羽の屋外に設置される重大事故等

対処設備の竜巻防護の設計は，位置的分散で

対応する設計としており，悪影響防止の対応

は必要としていないため，「並びに竜巻防護

設計によって保管中に機能を損なわない設

計」は記載しない（位置的分散と竜巻防護設

計は並列ではなく，位置的分散自体が竜巻防

護設計に相当するという設計））（説明書（Ⅴ

-1-1-3-1-1）比較表【共通58】に整合） 



 

 

比較表（外部からの衝撃による損傷の防止の基本設計方針）－ 6 
青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（外部からの衝撃による損傷の防止の基本設計方針） 

本資料のうち枠囲みの内容は，他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

 

2.3.3 設計方針 

 

外部事象防護対象施設及び重大事故等対

処設備は，以下の自然現象（地震及び津波を

除く。）及び人為事象に係る設計方針に基づ

き設計する。 

人為事象のうち火災・爆発（森林火災，近

隣工場等の火災・爆発，航空機墜落による火

災）及び有毒ガスの設計方針については

「(2)a. 外部火災」の設計方針に基づき設

計する。 

【7条共通 15】 

 

 なお，危険物を搭載した車両については，

燃料輸送車両の火災・爆発として近隣工場等

の火災・爆発及び有毒ガスの中で取り扱う。 

【7条共通 16】 

 

 

(1) 自然現象 

a. 竜巻 

 

（中略） 

 

b. 火山 

 

（中略） 

 

c. 風（台風） 

 

外部事象防護対象施設は，設計基準風速に

よる風荷重に対して，機械的強度を有するこ

とにより，安全機能を損なわない設計とす

る。 

【7条風 1】 

 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故等対処設備は，建屋内への設置又

は設計基準事故対処設備等及び同じ機能を

有する他の重大事故等対処設備と位置的分

 

 

 

 

 

 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（設置変更許可を受けた設計基準事象の抽

出結果及び事象個別名称並びに抽出結果を

踏まえた文書構成が異なる） 

 

 

 

 

表現上の差異 

（設置変更許可を受けた設計基準事象の抽

出結果及び事象個別名称が異なる。また，対

応する添付書類（Ⅴ-1-1-3）の説明性と記載

の整合性を考慮し記載している） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（ここでは，設置変更許可で説明している外

部事象防護対象施設の各事象に対する設計

方針を具体的に示すため，設置変更許可の主

な引用先を添付書類八で統一しており，ま

た，添付書類八に倣い，各事象で「安全機能

を損なわない設計とする」の記載表現の統一

を図っている（様式-7参照）。また，対応す

る添付書類（Ⅴ-1-1-3）の説明性と記載の整

合性を考慮し記載している（以下同様））（説

明書（Ⅴ-1-1-3-1-1）比較表【共通18】に整

合） 

 

 

表現上の差異 

（技術基準規則第54条第2項第三号及び第3



 

 

比較表（外部からの衝撃による損傷の防止の基本設計方針）－ 7 
青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（外部からの衝撃による損傷の防止の基本設計方針） 

本資料のうち枠囲みの内容は，他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

散を図り設置するとともに，環境条件等を考

慮することにより，設計基準事故対処設備等

の安全機能と同時にその機能を損なわない

設計とする。 

【7条風 2】 

 

 

 

 

 

 

d. 低温（凍結） 

 

外部事象防護対象施設は，設計基準温度に

よる低温（凍結）に対して，屋内設備につい

ては換気空調系により環境温度を維持し，屋

外設備については保温等の凍結防止対策を

必要に応じて行うことにより，安全機能を損

なわない設計とする。 

【7条低温 1】 

 

 

 

 

 

 重大事故等対処設備は，建屋内への設置又

は設計基準事故対処設備等及び同じ機能を

有する他の重大事故等対処設備と位置的分

散を図り設置するとともに，環境条件等を考

慮することにより，設計基準事故対処設備等

の安全機能と同時にその機能を損なわない

設計とする。 

【7条低温 2】 

 

 

 

 

 

 

e. 降水 

 

 外部事象防護対象施設は，設計基準降水量

の降水による浸水に対して，設計基準降水量

を上回る排水能力を有する構内排水路によ

る海域への排水及び建屋止水処置等を行う

とともに，設計基準降水量の降水による荷重

に対して，排水口による海域への排水を行う

項第七号で要求されている共通要因として

の自然現象に対する適合性を示すため，及

び，【7条共通10】内既出文「「5.1.2 多様

性，位置的分散等」及び「5.1.5 環境条件等」

の基本設計方針に基づき～」に関連して，共

通要因（＝自然現象）によって重大事故等対

処設備が「設計基準事故対処設備等の安全機

能と同時にその機能を損なわないこと」と

「環境条件等を考慮すること」の記載を明確

にしている）（説明書（Ⅴ-1-1-3-1-1）比較

表【共通18】に整合） 

 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（ここでは，設置変更許可で説明している外

部事象防護対象施設の各事象に対する設計

方針を具体的に示すため，設置変更許可の主

な引用先を添付書類八で統一しており，ま

た，添付書類八に倣い，各事象で「安全機能

を損なわない設計とする」の記載表現の統一

を図っている（様式-7参照）。また，対応す

る添付書類（Ⅴ-1-1-3）の説明性と記載の整

合性を考慮し記載している）（説明書（Ⅴ-

1-1-3-1-1）比較表【共通20】に整合） 

 

表現上の差異 

（技術基準規則第54条第2項第三号及び第3

項第七号で要求されている共通要因として

の自然現象に対する適合性を示すため，及

び，【7条共通10】内既出文「「5.1.2 多様

性，位置的分散等」及び「5.1.5 環境条件等」

の基本設計方針に基づき～」に関連して，共

通要因（＝自然現象）によって重大事故等対

処設備が「設計基準事故対処設備等の安全機

能と同時にその機能を損なわないこと」と

「環境条件等を考慮すること」の記載を明確

にしている）（説明書（Ⅴ-1-1-3-1-1）比較

表【共通20】に整合） 

 

 

 

表現上の差異 

（ここでは，設置変更許可で説明している外

部事象防護対象施設の各事象に対する設計

方針を具体的に示すため，設置変更許可の主

な引用先を添付書類八で統一しており，ま

た，添付書類八に倣い，各事象で「安全機能



 

 

比較表（外部からの衝撃による損傷の防止の基本設計方針）－ 8 
青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（外部からの衝撃による損傷の防止の基本設計方針） 

本資料のうち枠囲みの内容は，他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

ことにより，安全機能を損なわない設計とす

る。 

【7条降水 1】 

 

 

 

 重大事故等対処設備は，建屋内への設置又

は設計基準事故対処設備等及び同じ機能を

有する他の重大事故等対処設備と位置的分

散を図り設置するとともに，環境条件等を考

慮することにより，設計基準事故対処設備等

の安全機能と同時にその機能を損なわない

設計とする。 

【7条降水 2】 

 

 

 

 

 

 

f. 積雪 

 

 外部事象防護対象施設は，設計基準積雪量

による積雪荷重に対して，機械的強度を有す

ること，また，閉塞に対して，非常用換気空

調系の給・排気口を設計基準積雪量より高所

に設置することにより，安全機能を損なわな

い設計とする。 

【7条積雪 1】 

 

 

 

 

 

 重大事故等対処設備は，建屋内への設置又

は設計基準事故対処設備等及び同じ機能を

有する他の重大事故等対処設備と位置的分

散を図り設置するとともに，環境条件等を考

慮すること，及び除雪を実施することによ

り，設計基準事故対処設備等の安全機能と同

時にその機能を損なわない設計とする。 

【7条積雪 2】 

 

 

 

 

 

を損なわない設計とする」の記載表現の統一

を図っている（様式-7参照）。また，対応す

る添付書類（Ⅴ-1-1-3）の説明性と記載の整

合性を考慮し記載している）（説明書（Ⅴ-

1-1-3-1-1）比較表【共通21】に整合） 

 

表現上の差異 

（技術基準規則第54条第2項第三号及び第3

項第七号で要求されている共通要因として

の自然現象に対する適合性を示すため，及

び，【7条共通10】内既出文「「5.1.2 多様

性，位置的分散等」及び「5.1.5 環境条件等」

の基本設計方針に基づき～」に関連して，共

通要因（＝自然現象）によって重大事故等対

処設備が「設計基準事故対処設備等の安全機

能と同時にその機能を損なわないこと」と

「環境条件等を考慮すること」の記載を明確

にしている）（説明書（Ⅴ-1-1-3-1-1）比較

表【共通21】に整合） 

 

 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（ここでは，設置変更許可で説明している外

部事象防護対象施設の各事象に対する設計

方針を具体的に示すため，設置変更許可の主

な引用先を添付書類八で統一しており，ま

た，添付書類八に倣い，各事象で「安全機能

を損なわない設計とする」の記載表現の統一

を図っている（様式-7参照）。また，対応す

る添付書類（Ⅴ-1-1-3）の説明性と記載の整

合性を考慮し記載している）（説明書（Ⅴ-

1-1-3-1-1）比較表【共通22】に整合） 

 

表現上の差異 

（技術基準規則第54条第2項第三号及び第3

項第七号で要求されている共通要因として

の自然現象に対する適合性を示すため，及

び，【7条共通10】内既出文「「5.1.2 多様

性，位置的分散等」及び「5.1.5 環境条件等」

の基本設計方針に基づき～」に関連して，共

通要因（＝自然現象）によって重大事故等対

処設備が「設計基準事故対処設備等の安全機

能と同時にその機能を損なわないこと」，「環

境条件等を考慮すること」と「除雪の実施」

の記載を明確にしている）（説明書（Ⅴ-1-

1-3-1-1）比較表【共通22】に整合） 



 

 

比較表（外部からの衝撃による損傷の防止の基本設計方針）－ 9 
青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（外部からの衝撃による損傷の防止の基本設計方針） 

本資料のうち枠囲みの内容は，他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

 

 なお，除雪を適宜実施することを保安規定

に定めて管理する。 

【7条積雪 3】 

 

g. 落雷 

 

 外部事象防護対象施設は，発電所の雷害防

止対策として，原子炉建屋等への避雷針の設

置を行うとともに，設計基準電流値による雷

サージに対して，接地網の敷設による接地抵

抗の低減等及び安全保護系への雷サージ侵

入の抑制を図る回路設計を行うことにより，

安全機能を損なわない設計とする。 

【7条落雷 1】 

 

 

 

 

 重大事故等対処設備は，建屋内への設置又

は設計基準事故対処設備等及び同じ機能を

有する他の重大事故等対処設備と位置的分

散を図り設置するとともに，必要に応じ避雷

設備又は接地設備により防護することによ

り，設計基準事故対処設備等の安全機能と同

時にその機能を損なわない設計とする。 

【7条落雷 2】 

 

 

 

 

 

 

h. 地滑り 

 

 外部事象防護対象施設は，地滑りに対し

て，斜面からの離隔距離を確保し地滑りのお

それがない位置に設置することにより，安全

機能を損なわない設計とする。 

【7条地滑り 1】 

 

 重大事故等対処設備は，建屋内への設置又

は設計基準事故対処設備等及び同じ機能を

有する他の重大事故等対処設備と位置的分

散を図り設置することにより，設計基準事故

対処設備等の安全機能と同時にその機能を

損なわない設計とする。 

 

差異なし（説明書（Ⅴ-1-1-3-1-1）比較表【共

通22】に整合） 

 

 

 

 

表現上の差異 

（ここでは，設置変更許可で説明している外

部事象防護対象施設の各事象に対する設計

方針を具体的に示すため，設置変更許可の主

な引用先を添付書類八で統一しており，ま

た，添付書類八に倣い，各事象で「安全機能

を損なわない設計とする」の記載表現の統一

を図っている（様式-7参照）。また，対応す

る添付書類（Ⅴ-1-1-3）の説明性と記載の整

合性を考慮し記載している）（説明書（Ⅴ-

1-1-3-1-1）比較表【共通23】に整合） 

 

表現上の差異 

（技術基準規則第54条第2項第三号及び第3

項第七号で要求されている共通要因として

の自然現象に対する適合性を示すため，及

び，【7条共通10】内既出文「「5.1.2 多様

性，位置的分散等」及び「5.1.5 環境条件等」

の基本設計方針に基づき～」に関連して，共

通要因（＝自然現象）によって重大事故等対

処設備が「設計基準事故対処設備等の安全機

能と同時にその機能を損なわないこと」と

「避雷設備等により防護すること」の記載を

明確にしている）（説明書（Ⅴ-1-1-3-1-1）

比較表【共通23】に整合） 

 

 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（設置変更許可を受けた設計基準事象の抽

出結果が異なる）（説明書（Ⅴ-1-1-3-1-1）

比較表【共通24】に整合） 

 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（設置変更許可を受けた設計基準事象の抽

出結果が異なる）（説明書（Ⅴ-1-1-3-1-1）

比較表【共通24】に整合） 

 

 



 

 

比較表（外部からの衝撃による損傷の防止の基本設計方針）－ 10 
青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（外部からの衝撃による損傷の防止の基本設計方針） 

本資料のうち枠囲みの内容は，他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

【7条地滑り 2】 

 

i. 生物学的事象 

 

外部事象防護対象施設は，生物学的事象に

対して，海洋生物であるクラゲ等の発生を考

慮して除塵装置及び海水ストレーナを設置

し，必要に応じて塵芥を除去すること，また，

小動物の侵入に対して，屋内設備は建屋止水

処置等により，屋外設備は端子箱貫通部の閉

止処置等を行うことにより，安全機能を損な

わない設計とする。 

【7条生物 1】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故等対処設備は，生物学的事象に対

して，小動物の侵入を防止し，海洋生物に対

して，予備を有することにより，設計基準事

故対処設備等の安全機能と同時にその機能

を損なわない設計とする。 

【7条生物 2】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異 

（ここでは，設置変更許可で説明している外

部事象防護対象施設の各事象に対する設計

方針を具体的に示すため，設置変更許可の主

な引用先を添付書類八で統一しており，ま

た，添付書類八に倣い，各事象で「安全機能

を損なわない設計とする」の記載表現の統一

を図っている（様式-7参照）。また，対応す

る添付書類（Ⅴ-1-1-3）の説明性と記載の整

合性を考慮し記載している） 

表現上の差異 

（柏崎刈羽では，小動物の侵入に対して，「止

水処置」，「閉止処置」の他に，閉止板の設置，

水密扉の設置，貫通部シール，防護対策施設

の設置による侵入防止効果を期待している

ことから，「建屋止水処置等」，「閉止処置等」

と記載している）（説明書（Ⅴ-1-1-3-1-1）

比較表【共通26】に整合） 

 

 

表現上の差異 

（技術基準規則第54条第2項第三号及び第3

項第七号で要求されている共通要因として

の自然現象に対する適合性を示すため，及

び，【7条共通10】内既出文「「5.1.2 多様

性，位置的分散等」及び「5.1.5 環境条件等」

の基本設計方針に基づき～」に関連して，共

通要因（＝自然現象）によって重大事故等対

処設備が「設計基準事故対処設備等の安全機

能と同時にその機能を損なわないこと」と

「予備を有すること」の記載を明確にしてい

る）（説明書（Ⅴ-1-1-3-1-1）比較表【共通

26】に整合） 

 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（設置変更許可を受けた設計基準事象の抽

出結果が異なる） 

 

 

 

 



 

 

比較表（外部からの衝撃による損傷の防止の基本設計方針）－ 11 
青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（外部からの衝撃による損傷の防止の基本設計方針） 

本資料のうち枠囲みの内容は，他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

(2) 人為事象 

a. 外部火災 

（中略） 

 

 

 

b. 船舶の衝突 

 

 外部事象防護対象施設は，航路からの離隔

距離を確保すること，小型船舶が発電所近傍

で漂流した場合でも，防波堤等に衝突して止

まること及び深層から取水することにより，

安全機能を損なわない設計とする。 

【7条船舶 1】 

 

 重大事故等対処設備は，航路からの離隔距

離を確保すること，小型船舶が発電所近傍で

漂流した場合でも， 

 

 

 

 

 

 

 

 

防波堤等に衝突して止まること及び設計基

準事故対処設備等と位置的分散を図り設置

することにより，船舶の衝突による取水性を

損なうことのない設計とする。 

【7条船舶 2】 

 

 

 

 

c. 電磁的障害 

 

 外部事象防護対象施設及び重大事故等対

処設備のうち電磁波に対する考慮が必要な

機器は，電磁波によりその機能を損なうこと

がないよう，ラインフィルタや絶縁回路の設

置，又は鋼製筐体や金属シールド付ケーブル

の適用等により，電磁波の侵入を防止する設

計とする。 

【7条電磁 1】 

 

d. 航空機の墜落 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（設置変更許可で説明している船舶の衝突

に対する設計方針が異なる） 

 

表現上の差異 

（技術基準規則第54条第2項第三号及び第3

項第七号で要求されている共通要因として

の人為事象に対する適合性を示すため，及

び，【7条共通10】内既出文「「5.1.2 多様

性，位置的分散等」及び「5.1.5 環境条件等」

の基本設計方針に基づき～」に関連して，共

通要因（＝人為事象）によって重大事故等対

処設備が設計基準事故対処設備等と同時に

取水性を損なわないことの記載を明確にし

ている） 

表現上の差異 

（外部事象防護対象施設と重大事故等対処

設備で「防波堤等」の記載表現を統一してい

る。また，SA設備である6号機取水設備が，

設計基準事故対処設備等である7号機取水設

備と位置的分散が図られていることを示し

ている）（説明書（Ⅴ-1-1-3-1-1）比較表【共

通47】に整合） 

 

 

 

差異なし（説明書（Ⅴ-1-1-3-1-1）比較表【共

通48】に整合） 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

比較表（外部からの衝撃による損傷の防止の基本設計方針）－ 12 
青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（外部からの衝撃による損傷の防止の基本設計方針） 

本資料のうち枠囲みの内容は，他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

 

 可搬型重大事故等対処設備は，建屋内に保

管するか，又は屋外において設計基準対象施

設等と位置的分散を図り保管する。 

【7条航空機 1】 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異 

（技術基準規則第54条第3項第七号で要求さ

れている共通要因としての人為事象のうち，

故意による大型航空機の衝突その他のテロ

リズムによる影響に対する適合性を示すた

め，「位置的分散を図り保管すること」の記

載を明確にしている）（説明書（Ⅴ-1-1-3-

1-1）比較表【共通30】に整合） 

 

 
 



 

 

 

 

比較表（核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の基本設計方針）－ 1 
青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の基本設計方針） 

本資料のうち枠囲みの内容は，他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

   2. 燃料貯蔵設備 

使用済燃料を貯蔵する乾式キャスク（兼用

キャスクを含む。）は保有しない。 

【7条共通17】 

【4条】【5条】【6条】【26条】 

 

 

設備構成の差異 

 



 

 

 

 

比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）の基本設計方針）－ 1 
青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）の基本設計方針） 

本資料のうち枠囲みの内容は，他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

   2.3 外部からの衝撃による損傷の防止 

 

（中略） 

 

(1) 自然現象 

 

a. 竜巻 

外部事象防護対象施設は竜巻防護に係る

設計時に，設置（変更）許可を受けた最大風

速 92m/s の竜巻（以下「設計竜巻」という。）

が発生した場合について竜巻より防護すべ

き施設に作用する荷重を設定し，外部事象防

護対象施設が安全機能を損なわないよう，そ

れぞれの施設の設置状況等を考慮して影響

評価を実施し，外部事象防護対象施設が安全

機能を損なうおそれがある場合は，影響に応

じた防護措置その他の適切な措置を講じる

設計とする。 

【7条竜巻 1】 

 

また，重大事故等対処設備は，建屋内への

設置又は設計基準事故対処設備等及び同じ

機能を有する他の重大事故等対処設備と位

置的分散を図り設置することにより，設計基

準事故対処設備等の安全機能と同時にその

機能を損なわない設計とする。 

【7条竜巻 2】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに，外部事象防護対象施設に機械的，

機能的及び二次的な波及的影響を及ぼす可

能性がある施設の影響について考慮した設

計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（設置変更許可を受けた設計基準が異なる） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異 

（技術基準規則第 54 条第 2 項第三号及び第

3 項第七号で要求されている共通要因とし

ての自然現象に対する適合性を示すため，及

び，【7 条共通 10】内既出文「「5.1.2 多様

性，位置的分散等」及び～の基本設計方針に

基づき～」に関連して，共通要因（＝自然現

象）によって重大事故等対処設備が「設計基

準事故対処設備等 

の安全機能と同時にその機能を損なわない

こと」の記載を明確にしている） 

設置変更許可における設計方針の差異 

（柏崎刈羽の重大事故等対処設備の竜巻防

護の設計は，位置的分散で対応する設計とし

ており，悪影響防止の対応は必要としていな

いため，「5.1.3 悪影響防止等」を読み込

む記載はしない） 

設置変更許可における設計方針の差異 

（柏崎刈羽では，設置変更許可で設定してい

る重大事故等時の環境条件に竜巻は選定し

ていないため，「「5.1.5 環境条件等」を

考慮した設計」は記載しない） 

 

表現上の差異 

（柏崎刈羽では，設置変更許可において「竜

巻の随伴事象による影響」を「二次的な波及

的影響」として説明しているため，「機械的，



 

 

 

 

比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）の基本設計方針）－ 2 
青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）の基本設計方針） 

本資料のうち枠囲みの内容は，他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

【7条竜巻 3】 

 

 

なお，定期的に新知見の確認を行い，新知

見が得られた場合に評価を行うことを保安

規定に定めて管理する。 

【7条竜巻 4】 

 

(a) 影響評価における荷重の設定 

構造強度評価においては，風圧力による荷

重，気圧差による荷重及び飛来物の衝撃荷重

を組み合わせた設計竜巻荷重並びに竜巻以

外の荷重を適切に組み合わせた設計荷重を

設定する。 

【7条竜巻 5】 

 

風圧力による荷重及び気圧差による荷重

としては，設計竜巻の特性値に基づいて設定

する。 

【7条竜巻 6】 

 

飛来物の衝撃荷重としては，設置（変更）

許可を受けた設計飛来物である鋼製足場板

（長さ 4m×幅 0.25m×奥行き 0.04m，質量

14kg，飛来時の水平速度 55m/s，飛来時の鉛

直速度 18m/s）及び足場パイプ（長さ 4m×幅

0.05m×奥行き 0.05m，質量 11kg，飛来時の

水平速度 42m/s，飛来時の鉛直速度 38m/s）

よりも運動エネルギ又は貫通力が大きな重

大事故等対処設備，資機材等は設置場所及び

障害物の有無を考慮し，固縛，固定又は外部

事象防護対象施設等からの離隔を実施する

こと，並びに車両については構内管理及び退

避を実施することにより飛来物とならない

措置を講じることから，設計飛来物が衝突す

る場合の荷重を設定することを基本とする。 

 

 

 

 

 

 

さらに，設計飛来物に加えて，竜巻の影響

を考慮する施設の設置状況その他環境状況

を考慮し，評価に用いる飛来物の衝突による

荷重を設定する。 

【7条竜巻 7】 

機能的及び二次的な波及的影響」と記載して

いる） 

 

差異なし 

 

 

 

 

 

差異なし 

 

 

 

 

 

 

差異なし 

 

 

 

 

プラント固有条件の差異 

（発電所敷地の立地条件が異なるため，「～

当社敷地内において，」は記載しない） 

設置変更許可における設計方針の差異 

（設置変更許可で説明している設計飛来物

の諸条件が異なる） 

 

 

 

表現上の差異 

（柏崎刈羽では，発電所敷地が広く構内で車

両管理を実施することから「構内管理」と記

載している） 

 

 

 

 

 

 

 

 

差異なし 

 

 

 

 



 

 

 

 

比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）の基本設計方針）－ 3 
青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）の基本設計方針） 

本資料のうち枠囲みの内容は，他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお，飛来した場合の運動エネルギ又は貫

通力が設計飛来物である足場パイプ及び鋼

製足場板よりも大きな重大事故等対処設備，

資機材等については，その保管場所，設置場

所及び障害物の有無を考慮し，外部事象防護

対象施設及び飛来物の衝突により外部事象

防護対象施設の安全機能を損なわないよう

防護措置として設置する施設（以下「防護対

策施設」という。）に衝突し，外部事象防護

対象施設の機能に影響を及ぼす可能性があ

る場合には，固縛，固定又は外部事象防護対

象施設等からの離隔によって浮き上がり又

は横滑りにより外部事象防護対象施設の機

能に影響を及ぼすような飛来物とならない

設計とする。 

【7条竜巻 8】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故等対処設備，資機材等の固縛，固

定又は外部事象防護対象施設からの離隔を

 

プラント固有条件の差異 

（柏崎刈羽には，考慮すべき隣接事業所がな

いため記載しない） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（設置変更許可で説明している設計飛来物

の諸条件が異なる） 

表現上の差異 

（柏崎刈羽では，定義として「外部事象防護

対象施設」に「建屋」を含むことから（【7条

共通 12】参照），「及び外部事象防護対象施設

を内包する施設」は記載しない） 

表現上の差異 

（他事象（火山・外部火災）間で「防護措置

として設置する」の記載表現を統一している

（【7 条火山 6，20】，【7 条外部火災 14】参

照）） 

 

 

 

 

差異なし 

（PWR との差異…設置変更許可における設

計方針の差異） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）の基本設計方針）－ 4 
青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）の基本設計方針） 

本資料のうち枠囲みの内容は，他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

実施すること，並びに車両については構内管

理及び退避を実施することを保安規定に定

めて管理する。 

【7条竜巻 9】 

 

(b) 竜巻に対する影響評価及び竜巻防護対

策 

 

屋外の外部事象防護対象施設（建屋を除

く。）は，安全機能を損なわないよう，設計

荷重に対して外部事象防護対象施設の構造

強度評価を実施し，要求される機能を維持す

る設計とすることを基本とする。 

【7条竜巻 10】 

 

 

 

 

 

外部事象防護対象施設及び重大事故等対

処設備を内包する施設については，設計荷重

に対する構造強度評価を実施し，内包する外

部事象防護対象施設及び重大事故等対処設

備の機能を損なわないよう，飛来物が，内包

する外部事象防護対象施設及び重大事故等

対処設備に衝突することを防止可能な設計

とすることを基本とする。 

【7条竜巻 11】 

 

飛来物が，内包する外部事象防護対象施設

及び重大事故等対処設備に衝突し，その機能

を損なうおそれがある場合には，防護措置そ

の他の適切な措置を講じる設計とする。 

【7条竜巻 12】 

 

屋内の外部事象防護対象施設については，

設計荷重に対して安全機能を損なわないよ

う，外部事象防護対象施設を内包する施設に

より防護する設計とすることを基本とし，外

気と繋がっている屋内の外部事象防護対象

施設及び建屋等による飛来物の防護が期待

できない屋内の外部事象防護対象施設は，加

わるおそれがある設計荷重に対して外部事

象防護対象施設の構造強度評価を実施し，安

全機能を損なわないよう，要求される機能を

維持する設計とすることを基本とする。 

【7条竜巻 13】 

表現上の差異 

（柏崎刈羽では，発電所敷地が広く構内で車

両管理を実施することから「構内管理」と記

載している） 

 

 

 

 

表現上の差異 

（柏崎刈羽では，定義として「外部事象防護

対象施設」に「建屋」を含むことから（【7条

共通 12】参照），「建屋を除く」を記載してい

る） 

 

差異なし 

（PWR との差異…設置変更許可における設

計方針の差異） 

 

 

差異なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

差異なし 

 

 

 

 

 

差異なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）の基本設計方針）－ 5 
青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）の基本設計方針） 

本資料のうち枠囲みの内容は，他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

 

外部事象防護対象施設の安全機能を損な

うおそれがある場合には，防護措置その他の

適切な措置を講じる設計とする。 

【7条竜巻 14】 

 

屋外の重大事故等対処設備は，竜巻による

風圧力による荷重に対し，設計基準事故対処

設備等及び同じ機能を有する他の重大事故

等対処設備と位置的分散を考慮した配置と

することにより，重大事故等に対処するため

に必要な機能を有効に発揮する設計とする。 

【7条竜巻 15】 

 

 

 

また，飛来した場合の運動エネルギ又は貫

通力が設計飛来物よりも大きな屋外の重大

事故等対処設備は，その保管場所及び設置場

所を考慮し，外部事象防護対象施設及び防護

対策施設に衝突し，外部事象防護対象施設の

機能に影響を及ぼす可能性がある場合には，

浮き上がり又は横滑りを拘束することによ

り，飛来物とならない設計とする。 

 

ただし，浮き上がり又は横滑りを拘束する

車両等の重大事故等対処設備のうち，地震時

の移動等を考慮して地震後の機能を維持す

る設備は，重大事故等に対処するために必要

な機能を損なわないよう，たるみを有する固

縛で拘束する。 

 

 

なお，たるみを有する固縛のうち，設計竜

巻の風圧力に対し機能維持が困難な固縛に

ついては，竜巻襲来のおそれがある場合に固

縛のたるみを巻き取ることで拘束する。 

 

 

 

たるみを巻き取る運用については，保安規

定に定めて管理する。 

【7条竜巻 16】 

 

 

屋内の重大事故等対処設備は，竜巻による

風圧力による荷重に対し，設計基準事故対処

 

差異なし 

 

 

 

 

 

 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（柏崎刈羽の屋外の重大事故等対処設備の

竜巻防護の設計は，「位置的分散を考慮した

配置とする」ことを既出文【7条共通 14】に

て説明しているため，記載表現を統一してい

る） 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（柏崎刈羽の屋外の重大事故等対処設備の

竜巻防護の設計は，位置的分散で対応する設

計としており，悪影響防止の対応は必要とし

ていないため，悪影響防止に関する記載はせ

ず，外部事象防護対象施設の機能に影響を及

ぼさないように重大事故等対処設備が飛来

物とならないことの記載を明確にしている） 

 

 

 

 

 

表現上の差異 

（たるみで統一している） 

 

 

設計方針の差異 

（柏崎刈羽の屋外の重大事故等対処設備の

固縛設計はたるみを有する固縛のうち，設計

竜巻の風圧力に対し機能維持が困難な固縛

については，竜巻襲来のおそれがある場合に

たるみを巻き取り拘束する設計としている） 

 

設計方針の差異 

（柏崎刈羽は，たるみを巻き取り拘束する固

縛について，たるみを巻き取る運用を保安規

定に定めて管理することとしている） 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（柏崎刈羽では，設置変更許可で設定してい



 

 

 

 

比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）の基本設計方針）－ 6 
青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）の基本設計方針） 

本資料のうち枠囲みの内容は，他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

設備等の安全機能と同時に重大事故等に対

処するために必要な機能を損なわないよう，

重大事故等対処設備を内包する施設により

防護する設計とすることを基本とする。 

【7条竜巻 17】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防護措置として設置する防護対策施設と

しては，竜巻防護ネット（防護ネット（硬鋼

線材：線径φ4mm，網目寸法 83mm×130mm）及

び架構により構成する。），竜巻防護フード

（防護鋼板（ステンレス鋼：板厚 17mm 以上）

及び架構又は防護壁（鉄筋コンクリート：厚

さ 21cm 以上）により構成する。），竜巻防護

扉（ステンレス鋼：板厚 17mm 以上）及び竜

巻防護鋼板（防護鋼板（炭素鋼：板厚 17mm 以

上又はステンレス鋼：板厚 9mm 以上）及び架

構により構成する。）を設置し，内包する外

部事象防護対象施設の機能を損なわないよ

う，外部事象防護対象施設の機能喪失に至る

可能性のある飛来物が外部事象防護対象施

設に衝突することを防止する設計とする。防

護対策施設は，地震時において外部事象防護

対象施設に波及的影響を及ぼさない設計と

する。 

【7条竜巻 18】 

 

 

また，外部事象防護対象施設は，設計荷重

により，機械的，機能的及び二次的な波及的

影響により機能を損なわない設計とする。 

【7条竜巻 19】 

 

 

 

 

 

外部事象防護対象施設に対して，重大事故

等対処設備を含めて機械的な影響を及ぼす

る重大事故等時の環境条件に竜巻は選定し

ていないため，「環境条件を考慮して竜巻に

よる荷重により」は記載しない） 

設置変更許可における設計方針の差異 

（技術基準規則第 54 条第 2 項第三号及び第

3 項第七号で要求されている共通要因とし

ての自然現象に対する適合性を示すため，及

び，【7 条共通 10】内既出文「「5.1.2 多様

性，位置的分散等」及び～の基本設計方針に

基づき～」に関連して，共通要因（＝自然現

象）によって重大事故等対処設備が「設計基

準事故対処設備等の安全機能と同時にその

機能を損なわないこと」の記載を明確にして

いる） 

 

 

設備構成の差異 

（防護対策施設の詳細設計が異なる） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（柏崎刈羽では，重大事故等対処設備を波及

的影響の考慮対象としていないため，「及び

重大事故等対処設備」は記載しない） 

表現上の差異 

（設置変更許可で説明している柏崎刈羽の

波及的影響の固有名称（機械的・機能的・二

次的）が異なる） 

 

差異なし 

 



 

 

 

 

比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）の基本設計方針）－ 7 
青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（竜巻）の基本設計方針） 

本資料のうち枠囲みの内容は，他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

可能性がある施設は，設計荷重に対し，当該

施設の倒壊，損壊等により外部事象防護対象

施設に損傷を与えない設計とする。 

【7条竜巻 20】 

 

当該施設が機能喪失に陥った場合に外部

事象防護対象施設も機能喪失させる機能的

影響を及ぼす可能性がある施設は，設計荷重

に対し，必要な機能を維持する設計とするこ

とを基本とする。 

【7条竜巻 21】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

二次的な波及的影響である竜巻随伴事象

を考慮する施設は，過去の竜巻被害の状況及

び発電所における施設の配置から竜巻の随

伴事象として想定される火災，溢水及び外部

電源喪失による影響を考慮し，竜巻の随伴事

象に対する影響評価を実施し，外部事象防護

対象施設に竜巻による随伴事象の影響を及

ぼさない設計とする。 

 

 

竜巻随伴による火災に対しては，火災によ

る損傷の防止における想定に包絡される設

計とする。 

また，竜巻随伴による溢水に対しては，溢

水による損傷の防止における溢水量の想定

に包絡される設計とする。 

さらに，竜巻随伴による外部電源喪失に対

しては，非常用ディーゼル発電機による電源

供給が可能な設計とする。 

【7条竜巻 22】 

 

 

 

 

 

差異なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（柏崎刈羽の屋外に設置される重大事故等

対処設備の竜巻防護の設計は，位置的分散で

対応する設計としており，悪影響防止の対応

は必要としていないため記載しない） 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異 

（設置変更許可で説明している柏崎刈羽の

波及的影響の固有名称（機械的・機能的・二

次的）が異なる） 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（柏崎刈羽では，重大事故等対処設備を波及

的影響の考慮対象としていないため，「及び

重大事故等対処設備」は記載しない） 

 

差異なし 

 

 

差異なし 

 

 

 

表現上の差異 

（設備固有名称が異なる） 

 
  



 

 

 

 

比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（火山）の基本設計方針）－ 1 
青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（火山の影響）の基本設計方針） 

本資料のうち枠囲みの内容は，他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

   2.3 外部からの衝撃による損傷の防止 

 

（中略） 

 

b. 火山 

外部事象防護対象施設は，発電所の運用期

間中において発電所の安全性に影響を及ぼ

し得る火山事象として設置（変更）許可を受

けた降下火砕物の特性を設定し，その降下火

砕物が発生した場合においても，外部事象防

護対象施設が安全機能を損なうおそれがな

い設計とする。 

【7条火山 1】 

 

重大事故等対処設備は，建屋内への設置又

は設計基準事故対処設備等及び同じ機能を

有する他の重大事故等対処設備と位置的分

散を図り設置することにより，設計基準事故

対処設備等の安全機能と同時にその機能を

損なわない設計とする。 

【7条火山 2】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 なお，定期的に新知見の確認を行い，新知

見が得られた場合に評価することを保安規

定に定めて管理する。 

【7条火山 3】 

 

(a) 防護設計における降下火砕物の特性の

設定 

設計に用いる降下火砕物は，設置（変更）

許可を受けた，層厚 35cm，粒径 8.0mm 以下，

密度 1.5g/cm3（湿潤状態）と設定する。 

【7条火山 4】 

 

 

 

 

 

 

 

差異なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（柏崎刈羽では，設置変更許可で設定してい

る重大事故等時の環境条件に火山の影響は

選定していないため，「「5.1.5 環境条件

等」を考慮した設計」は記載しない）（説明

書（Ⅴ-1-1-3-1-1）比較表【共通 25】及び説

明書（Ⅴ-1-1-3-4-1）比較表【火山 2】に整

合） 

表現上の差異 

（技術基準規則第 54 条第 2 項第三号及び第

3 項第七号で要求されている共通要因とし

ての自然現象に対する適合性を示すため，及

び，【7 条共通 10】内既出文「「5.1.2 多様

性，位置的分散等」及び～の基本設計方針に

基づき～」に関連して，共通要因（＝自然現

象）によって重大事故等対処設備が「設計基

準事故対処設備等の安全機能と同時にその

機能を損なわないこと」の記載を明確にして

いる） 

 

差異なし 

 

 

 

 

 

 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（設置変更許可を受けた設計基準が異なる） 

 

 

 



 

 

 

 

比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（火山）の基本設計方針）－ 2 
青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（火山の影響）の基本設計方針） 

本資料のうち枠囲みの内容は，他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

(b) 降下火砕物に対する防護対策 

降下火砕物の影響を考慮する施設は，降下

火砕物による「直接的影響」及び「間接的影

響」に対して，以下の適切な防護措置を講じ

ることで必要な機能を損なうおそれがない

設計とする。 

【7条火山 5】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ. 直接的影響に対する設計方針 

(イ) 構造物への荷重 

外部事象防護対象施設のうち，屋外に設置

している施設及び外部事象防護対象施設を

内包する施設，並びに防護措置として設置す

る防護対策施設については，降下火砕物が堆

積しやすい構造を有する場合には荷重によ

る影響を考慮する。 

【7条火山 6】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらの施設については，降下火砕物を除

去することにより，降下火砕物による荷重並

びに火山と組み合わせる地震及び積雪の荷

重を短期的な荷重として考慮し，機能を損な

うおそれがないよう構造健全性を維持する

設計とする。 

【7条火山 7】 

 

なお，降下火砕物が長期的に堆積しないよ

う，当該施設に堆積する降下火砕物を適宜除

去することを保安規定に定めて管理する。 

 

 

 

 

表現上の差異 

（「降下火砕物の影響を考慮する施設」には，

安全機能を持たない施設（防護措置として設

置する防護対策施設）が含まれるため，技術

基準規則への適合性を考慮し，「必要な機能」

と記載している（記載の適正化）） 

 

設備構成の差異 

（設置変更許可で説明している降下火砕物

の影響を考慮する施設の選定結果が異なる） 

 

 

 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（設置変更許可で説明している降下火砕物

の影響を考慮する施設の選定方法が異なる

ことによる差異。柏崎刈羽では，東海第二記

載の「外部事象防護対象施設に影響を及ぼす

可能性のあるクラス３に属する施設」に該当

する施設を，「外部事象防護対象施設」のな

かで選定している）（以下同様） 

表現上の差異 

（対応する添付書類（説明書（Ⅴ-1-1-3-4-

3）比較表【火山 35】に整合）の説明性と記

載の整合性を考慮し，外部事象防護対象施設

と防護対策施設を一文にまとめる記載とし

ている。また，他事象（竜巻・外部火災）間

で「防護措置として設置する防護対策施設」

の記載表現を統一している（【7条火山 20】，

【7条竜巻 8】，【7条外部火災 14】参照）） 

 

 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（柏崎刈羽では，自然現象の組合せを確率論

をベースに整理しているため，組み合わせる

事象が異なる） 

 

 

 

表現上の差異 

（グランドルール「3.4 具体的記載を行う



 

 

 

 

比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（火山）の基本設計方針）－ 3 
青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（火山の影響）の基本設計方針） 

本資料のうち枠囲みの内容は，他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

【7条火山 8】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

屋内の重大事故等対処設備については，降

下火砕物による短期的な荷重により機能を

損なわないように，降下火砕物による組合せ

を考慮した荷重に対し安全裕度を有する建

屋内に設置する設計とする。 

【7条火山 9】 

 

屋外の重大事故等対処設備については，降

下火砕物による荷重により機能を損なわな

いように，降下火砕物を適宜除去することに

より，設計基準事故対処設備等の安全機能と

同時に重大事故等対処設備の重大事故等に

対処するために必要な機能が損なわれるお

それがない設計とする。 

【7条火山 10】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお，降下火砕物により必要な機能を損な

うおそれがないよう，屋外の重大事故等対処

設備に堆積する降下火砕物を適宜除去する

ことを保安規定に定めて管理する。 

【7条火山 11】 

 

 

 

 

(ロ) 閉塞 

にあたっての注意事項」の記載例に基づき，

「◯◯しないよう，△△することを保安規定

に定める」の記載表現をベースに統一してい

る）（以下同様） 

表現上の差異 

（除雪と除灰の体制整備に厳密な違いはな

いため，除雪・除灰ともに「適宜（＝その状

況に合っていること）」実施することとして，

基本設計方針・添付書類（Ⅴ-1-1-3）ともに

記載表現を統一している（【7条火山 11，24】，

【7条積雪 3】参照）） 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（柏崎刈羽では，設置変更許可で設定してい

る重大事故等時の環境条件に火山の影響は

選定していないため，「環境条件を考慮して」

は記載しない（【7条火山 2】参照）） 

 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（【7条火山 9】参照） 

表現上の差異 

（除雪と除灰の体制整備に厳密な違いはな

いため，除雪・除灰ともに「適宜（＝その状

況に合っていること）」実施することとして，

基本設計方針・添付書類（Ⅴ-1-1-3）ともに

記載表現を統一している（【7条火山 11，24】，

【7条積雪 3】参照）） 

表現上の差異 

（技術基準規則第 54 条第 2 項第三号及び第

3 項第七号で要求されている共通要因とし

ての自然現象に対する適合性を示すため，共

通要因（＝自然現象）によって重大事故等対

処設備が「設計基準事故対処設備等の安全機

能と同時にその機能を損なわないこと」の記

載を明確にしている） 

 

表現上の差異 

（「降下火砕物が堆積しないよう」の場合，

全く積もらせないようにも読めるため，運用

ガイド側との整合を考慮し「降下火砕物によ

り必要な機能を損なうおそれがないよう，」

と記載している。また，除灰に関する記載は，

【7 条火山 8,24】と記載表現を統一してい

る） 

 

 



 

 

 

 

比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（火山）の基本設計方針）－ 4 
青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（火山の影響）の基本設計方針） 

本資料のうち枠囲みの内容は，他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

i. 水循環系の閉塞 

外部事象防護対象施設のうち，降下火砕物

を含む海水の流路となる施設については，降

下火砕物に対し，機能を損なうおそれがない

よう，降下火砕物の粒径より大きな流路幅を

設けることにより，水循環系の狭隘部が閉塞

しない設計とする。 

【7条火山 12】 

 

 

 

ii. 換気系，電気系及び計測制御系に対す

る機械的影響（閉塞） 

外部事象防護対象施設のうち，降下火砕物

を含む空気の流路となる非常用換気空調系

については，降下火砕物に対し，機能を損な

うおそれがないよう， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外気取入口にバグフィルタを設置すること

により，フィルタメッシュより大きな降下火

砕物が内部に侵入しにくい設計とし，さらに

降下火砕物がバグフィルタに付着した場合

でも取替え又は清掃が可能な構造とするこ

とで，降下火砕物により閉塞しない設計とす

る。 

【7条火山 13】 

 

 

 

 

 

 

 

非常用換気空調系以外の降下火砕物を含

む空気の流路となる換気系，電気系及び計測

制御系の施設についても，降下火砕物に対

し，機能を損なうおそれがないよう，降下火

砕物が侵入しにくい構造，又は降下火砕物が

侵入した場合でも，降下火砕物により流路が

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（【7条火山 6】参照） 

 

表現上の差異 

（設置変更許可で説明している外部事象防

護対象施設の設計方針を具体的に示すため，

対応する添付書類（Ⅴ-1-1-3）の説明性と記

載の整合性を考慮し，「より大きな」と記載

している） 

 

 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（【7条火山 6】参照） 

設備構成の差異 

（設置変更許可で説明している降下火砕物

の影響を考慮する施設の選定結果及び設備

固有名称が異なることによる差異。柏崎刈羽

では，「非常用換気空調系」と「非常用換気

空調系以外」の２つの主語で説明できるため

設備ごとの詳細な記載はせずに，PWR 電力実

績に倣い二段落にまとめる記載としている。

また，「主排気筒」，「非常用ガス処理系排気

筒」に相当する記載は【7 条火山 14】に記載

している） 

表現上の差異 

（各因子（閉塞・摩耗他）で「降下火砕物に

対し，機能を損なうおそれがないよう，」の

記載表現を統一している（【7 条火山

12,14,16,18 他】参照）） 

 

 

 

 

 

表現上の差異 

（「ディーゼル発電機機関」に相当する記載

は【7条火山 14】に記載している） 

 

 

設備構成の差異 

（設置変更許可で説明している降下火砕物

の影響を考慮する施設の選定結果及び設備

固有名称が異なる） 

 

 



 

 

 

 

比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（火山）の基本設計方針）－ 5 
青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（火山の影響）の基本設計方針） 

本資料のうち枠囲みの内容は，他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

閉塞しない設計とする。 

【7条火山 14】 

 

 なお，降下火砕物により閉塞しないよう，

外気取入ダンパの閉止，換気空調系の停止，

再循環運転の実施等を保安規定に定めて管

理する。 

【7条火山 15】 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ハ) 摩耗 

i. 水循環系の内部における摩耗 

外部事象防護対象施設のうち，降下火砕物

を含む海水の流路となる施設の内部におけ

る摩耗については，主要な降下火砕物は砂と

同等又は砂より硬度が低くもろいことから

摩耗による影響は小さいが，降下火砕物に対

し，機能を損なうおそれがないよう，定期的

な内部点検及び日常保守管理により，摩耗し

にくい設計とする。 

【7条火山 16】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 なお，降下火砕物により摩耗が進展しない

よう，日常保守管理における点検及び必要に

応じた補修の実施を保安規定に定めて管理

する。 

【7条火山 17】 

 

 

 

ii. 換気系，電気系及び計測制御系に対す

る機械的影響（摩耗） 

外部事象防護対象施設のうち，降下火砕物

 

 

 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（柏崎刈羽では，閉塞に対して「バグフィル

タの取替え及び清掃の実施」についても保安

規定に定めるとしており，対応する添付書類

（Ⅴ-1-1-3）の説明性と記載の整合性を考慮

し，「再循環運転の実施“等”」と記載してい

る）（説明書（Ⅴ-1-1-3-4-3）比較表【火山

127,128】に整合） 

設備構成の差異 

（設置変更許可で説明している降下火砕物

の影響を考慮する施設の選定結果，設備固

有名称及び操作名称が異なる） 

 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（【7条火山 6】参照） 

 

 

表現上の差異 

（各因子（閉塞・摩耗他）で「降下火砕物に

対し，機能を損なうおそれがないよう，」の

記載表現を統一している（【7 条火山

12,13,14,18 他】参照）） 

表現上の差異 

（各因子（閉塞・摩耗他）で「（～という対

策）をすることにより，（各因子）しない設

計とする」の記載表現を統一している。また，

対応する添付書類（Ⅴ-1-1-3）の説明性と記

載の整合性を考慮し，「摩耗による影響は小

さいが，～により，摩耗しにくい設計とする」

と記載している） 

 

表現上の差異 

（柏崎刈羽では，「水循環系の内部における

摩耗」に対して「点検及び必要に応じた補修

の実施」を保安規定に定めるとしており，対

応する添付書類（Ⅴ-1-1-3）の説明性と記載

の整合性を考慮し記載している）（説明書（Ⅴ

-1-1-3-4-3）比較表【火山 131,132,133】に

整合） 

 

 

設置変更許可における設計方針の差異 



 

 

 

 

比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（火山）の基本設計方針）－ 6 
青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（火山の影響）の基本設計方針） 

本資料のうち枠囲みの内容は，他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

を含む空気を取り込みかつ摺動部を有する

換気系，電気系及び計測制御系の施設につい

ては，降下火砕物に対し，機能を損なうおそ

れがないよう，降下火砕物が侵入しにくい構

造とすること又は摩耗しにくい材料を使用

することにより，摩耗しにくい設計とする。 

【7条火山 18】 

 

 

 なお，降下火砕物により摩耗が進展しない

よう，外気取入ダンパの閉止，換気空調系の

停止等を保安規定に定めて管理する。 

【7条火山 19】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ニ) 腐食 

i. 構造物の化学的影響（腐食） 

外部事象防護対象施設のうち，屋外に設置

している施設及び外部事象防護対象施設を

内包する施設，並びに防護措置として設置す

る防護対策施設については，降下火砕物に対

し，機能を損なうおそれがないよう，耐食性

のある材料の使用又は塗装を実施すること

により，降下火砕物による短期的な腐食が発

生しない設計とする。 

【7条火山 20】 

 

 

 

 

 

 

（【7条火山 6】参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異 

（保安規定に関する記載については，「降下

火砕物により（各因子（閉塞・摩耗他））し

ないよう，～を保安規定に定めて管理する」

の記載表現を統一している（【7 条火山

15,17,21,24 他】参照）） 

表現上の差異 

（柏崎刈羽では，「換気系，電気系及び計測

制御系に対する機械的影響（摩耗）」に対し

て「バグフィルタの取替え及び清掃の実施」，

「再循環運転の実施」，「点検及び必要に応じ

た補修の実施」についても保安規定に定める

としており，対応する添付書類（Ⅴ-1-1-3）

の説明性と記載の整合性を考慮し，「換気空

調系の停止“等“」と記載している）（説明

書 （ Ⅴ -1-1-3-4-3 ） 比 較 表 【 火 山

129,130,134,135 他】に整合） 

設備構成の差異 

（設置変更許可で説明している降下火砕物

の影響を考慮する施設の選定結果，設備固有

名称及び操作名称が異なる） 

 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（【7条火山 6】参照） 

表現上の差異 

（対応する添付書類（説明書（Ⅴ-1-1-3-4-

3）比較表【火山 39】に整合）の説明性と記

載の整合性を考慮し，外部事象防護対象施設

と防護対策施設を一文にまとめる記載とし

ている。また，各事象（竜巻・外部火災）間

で「防護措置として設置する防護対策施設」

の記載表現を統一している（【7 条火山 6】，

【7条竜巻 8】，【7条外部火災 14】参照）） 

 

 

 

 



 

 

 

 

比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（火山）の基本設計方針）－ 7 
青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（火山の影響）の基本設計方針） 

本資料のうち枠囲みの内容は，他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

 

 なお，降下火砕物により長期的な腐食の影

響が生じないよう，日常保守管理における点

検及び補修の実施を保安規定に定めて管理

する。 

【7条火山 21】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

屋内の重大事故等対処設備については，降

下火砕物による短期的な腐食により機能を

損なわないように，耐食性のある塗装を実施

した建屋内に設置する設計とする。 

【7条火山 22】 

 

屋外の重大事故等対処設備については，降

下火砕物を適宜除去することにより，降下火

砕物による腐食に対して，設計基準事故対処

設備等の安全機能と同時に重大事故等対処

設備の重大事故等に対処するために必要な

機能が損なわれるおそれがない設計とする。 

【7条火山 23】 

 

 

 

 

 なお，降下火砕物により腐食の影響が生じ

ないよう，屋外の重大事故等対処設備に堆積

する降下火砕物を適宜除去することを保安

規定に定めて管理する。 

【7条火山 24】 

 

 

 

 

 

ii. 水循環系の化学的影響（腐食） 

 

表現上の差異 

（保安規定に関する記載については，「降下

火砕物により（各因子（閉塞・摩耗他））し

ないよう，～を保安規定に定めて管理する」

の記載表現を統一している（【7 条火山

15,17,19,24 他】参照）） 

表現上の差異 

（柏崎刈羽では，「構造物の化学的影響（腐

食）」に対して「点検及び補修の実施」を保

安規定に定めるとしており，対応する添付書

類（Ⅴ-1-1-3）の説明性と記載の整合性を考

慮し記載している）（説明書（Ⅴ-1-1-3-4-3）

比較表【火山 136,138～143】に整合） 

表現上の差異 

（長期的な腐食に対する点検及び補修の実

施の記載については，【7 条火山 26,28】と記

載表現を統一している） 

 

差異なし 

 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異 

（技術基準規則第 54 条第 2 項第三号及び第

3 項第七号で要求されている共通要因とし

ての自然現象に対する適合性を示すため，共

通要因（＝自然現象）によって重大事故等対

処設備が「設計基準事故対処設備等の安全機

能と同時にその機能を損なわないこと」の記

載を明確にしている） 

 

表現上の差異 

（保安規定に関する記載については，「降下

火砕物により（各因子（閉塞・摩耗他））し

ないよう，～を保安規定に定めて管理する」

の記載表現を統一している（【7 条火山

15,17,19,21 他】参照）） 

表現上の差異 

（除灰に関する記載は，【7条火山 8,11】と

記載表現を統一している） 

 

 



 

 

 

 

比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（火山）の基本設計方針）－ 8 
青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（火山の影響）の基本設計方針） 

本資料のうち枠囲みの内容は，他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

外部事象防護対象施設のうち，降下火砕物

を含む海水の流路となる施設については，降

下火砕物に対し，機能を損なうおそれがない

よう，耐食性のある材料の使用又は塗装等を

実施することにより，降下火砕物による短期

的な腐食が発生しない設計とする。 

【7条火山 25】 

 

 

 なお，降下火砕物により長期的な腐食の影

響が生じないよう，日常保守管理における点

検及び補修の実施を保安規定に定めて管理

する。 

【7条火山 26】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

iii. 換気系，電気系及び計測制御系に対す

る化学的影響（腐食） 

外部事象防護対象施設のうち，降下火砕物

を含む空気の流路となる施設については，降

下火砕物に対し，機能を損なうおそれがない

よう，降下火砕物が侵入しにくい構造とする

こと，耐食性のある材料の使用又は塗装を実

施することにより，降下火砕物による短期的

な腐食が発生しない設計とする。 

【7条火山 27】 

 

 

 なお，降下火砕物により長期的な腐食の影

響が生じないよう，日常保守管理における点

検，補修の実施等を保安規定に定めて管理す

る。 

【7条火山 28】 

 

 

 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（【7条火山 6】参照） 

 

設備構成の差異 

（柏崎刈羽では，「耐食性のある材料の使

用」，「塗装」又は「ライニング」の対策があ

るため，「塗装等」と記載している） 

 

 

表現上の差異 

（保安規定に関する記載については，「降下

火砕物により（各因子（閉塞・摩耗他））し

ないよう，～を保安規定に定めて管理する」

の記載表現を統一している（【7 条火山

15,17,19,21 他】参照）） 

表現上の差異 

（柏崎刈羽では，「水循環系の化学的影響（腐

食）」に対して「点検及び補修の実施」を保

安規定に定めるとしており，対応する添付書

類（Ⅴ-1-1-3）の説明性と記載の整合性を考

慮し記載している）（説明書（Ⅴ-1-1-3-4-3）

比較表【火山 144～146】に整合） 

表現上の差異 

（長期的な腐食に対する点検及び補修の実

施の記載については，【7 条火山 21,28】と記

載表現を統一している） 

 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（【7条火山 6】参照） 

 

表現上の差異 

（「ii. 水循環系の化学的影響（腐食）」の

文章【7条火山 25】と記載表現を統一し，「降

下火砕物を含む空気の流路となる施設」と記

載している） 

 

 

表現上の差異 

（保安規定に関する記載については，「降下

火砕物により（各因子（閉塞・摩耗他））し

ないよう，～を保安規定に定めて管理する」

の記載表現を統一している（【7 条火山

15,17,19,21 他】参照）） 

表現上の差異 

（柏崎刈羽では，「換気系，電気系及び計測

制御系に対する化学的影響（腐食）」に対し



 

 

 

 

比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（火山）の基本設計方針）－ 9 
青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（火山の影響）の基本設計方針） 

本資料のうち枠囲みの内容は，他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ホ) 発電所周辺の大気汚染 

外部事象防護対象施設のうち，中央制御室

換気空調系（「6,7 号機共用」（以下同じ。））

については，降下火砕物に対し，機能を損な

うおそれがないよう，バグフィルタを設置す

ることにより，降下火砕物が中央制御室

（「6,7 号機共用」（以下同じ。））に侵入しに

くい設計とする。 

【7条火山 29】 

 

 また，中央制御室換気空調系については，

外気取入ダンパの閉止及び再循環運転を可

能とすることにより，中央制御室内への降下

火砕物の侵入を防止する。さらに外気取入遮

断時において，酸素濃度及び二酸化炭素濃度

の影響評価を実施し，室内の居住性を確保す

る設計とする。 

【7条火山 30】 

 

 なお，降下火砕物による中央制御室の大気

汚染を防止するよう，再循環運転の実施等を

保安規定に定めて管理する。 

【7条火山 31】 

 

(ヘ) 絶縁低下 

外部事象防護対象施設のうち，空気を取り

込む機構を有する電気系及び計測制御系の

盤の絶縁低下については，降下火砕物に対

し，機能を損なうおそれがないよう，安全保

護系盤の設置場所の換気空調系にバグフィ

ルタを設置することにより，降下火砕物が侵

入しにくい設計とする。 

【7条火山 32】 

 

 

 なお，中央制御室換気空調系については，

て「バグフィルタの取替え及び清掃の実施」，

「点検及び補修の実施」についても保安規定

に定めるとしており，対応する添付書類（Ⅴ

-1-1-3）の説明性と記載の整合性を考慮し，

「補修の実施“等“」と記載している）（説

明 書 （ Ⅴ -1-1-3-4-3 ） 比 較 表 【 火 山

137,147,148】に整合） 

表現上の差異 

（長期的な腐食に対する点検及び補修の実

施の記載については，【7 条火山 21,26】と記

載表現を統一している） 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（【7条火山 6】参照） 

設備構成の差異 

（設置変更許可で説明している降下火砕物

の影響を考慮する施設の選定結果及び設備

固有名称が異なる） 

 

 

 

設備構成の差異 

（設備固有名称及び操作名称が異なる） 

 

 

 

 

 

 

 

 

設備構成の差異 

（設備固有名称及び操作名称が異なる） 

 

 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（【7条火山 6】参照） 

 

設備構成の差異 

（設置変更許可で説明している降下火砕物

の影響を考慮する施設の選定結果及び設備

固有名称が異なる） 

 

 

 

設備構成の差異 



 

 

 

 

比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（火山）の基本設計方針）－ 10 
青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（火山の影響）の基本設計方針） 

本資料のうち枠囲みの内容は，他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

降下火砕物による安全保護系盤の絶縁低下

を防止するよう，外気取入ダンパの閉止，再

循環運転の実施等を保安規定に定めて管理

する。 

【7条火山 33】 

 

 

 

 

 

 

 

ロ. 間接的影響に対する設計方針 

降下火砕物による間接的影響である長期

（7日間）の外部電源喪失及び発電所外での

交通の途絶によるアクセス制限事象に対し，

発電用原子炉及び使用済燃料貯蔵プールの

安全性を損なわないようにするために，7日

間の電源供給が継続できるよう，非常用ディ

ーゼル発電機の燃料を貯蔵するための軽油

タンク（「重大事故等時のみ 6,7 号機共用」

（以下同じ。）），燃料を移送するための非常

用ディーゼル発電設備燃料移送ポンプ等を

降下火砕物の影響を受けないよう設置する

設計とする。 

【7条火山 34】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（設置変更許可で説明している降下火砕物

の影響を考慮する施設の選定結果，設備固有

名称及び操作名称が異なる） 

表現上の差異 

（柏崎刈羽では，「絶縁低下」に対して「バ

グフィルタの取替え及び清掃の実施」，「外気

取入ダンパの閉止」，「再循環運転の実施」に

ついても保安規定に定めるとしており，対応

する添付書類（Ⅴ-1-1-3）の説明性と記載の

整合性を考慮し，「再循環運転の実施“等“」

と記載している）（説明書（Ⅴ-1-1-3-4-3）

比較表【火山150】に整合） 

 

 

 

 

表現上の差異 

（設置変更許可添付書類八を引用し「発電用

原子炉」と記載している） 

設備構成の差異 

（設置変更許可で説明している間接的影響

を考慮する施設の選定結果及び設備固有名

称が異なる） 

 

 

 

差異なし 

（PWR との差異…設備構成の差異） 

 

 

 

 



 

 

 

 

比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）の基本設計方針）－ 1 
青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）の基本設計方針） 

本資料のうち枠囲みの内容は，他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

   2.3 外部からの衝撃による損傷の防止 

 

（中略） 

 

(2) 人為事象 

 

a. 外部火災 

想定される外部火災において，火災・爆発

源を発電所敷地内及び敷地外に設定し外部

事象防護対象施設に係る温度や距離を算出

し，それらによる影響評価を行い，最も厳し

い火災・爆発が発生した場合においても安全

機能を損なわない設計とする。 

【7条外部火災 1】 

 

外部事象防護対象施設は，防火帯の設置，

離隔距離の確保，建屋による防護によって，

安全機能を損なわない設計とする。 

【7条外部火災 2】 

 

 

重大事故等対処設備は，建屋内への設置又

は設計基準事故対処設備等及び同じ機能を

有する他の重大事故等対処設備と位置的分

散を図り設置するとともに，防火帯により防

護することにより，設計基準事故対処設備等

の安全機能と同時にその機能を損なわない

設計とする。 

【7条外部火災 3】 

 

 

 

 

 外部火災の影響については，定期的な評価

の実施を保安規定に定めて管理する。 

【7条外部火災 4】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異 

（設置変更許可を受けた外部火災の事象個

別名称との整合を考慮し，「火災・爆発源」

と記載している） 

 

 

 

 

差異なし 

 

 

 

 

 

表現上の差異 

（技術基準規則第 54 条第 2 項第三号及び第

3 項第七号で要求されている共通要因とし

ての人為事象に対する適合性を示すため，及

び，【7条共通 10】内既出文「「5.1.2 多様

性，位置的分散等」及び～の基本設計方針に

基づき～」に関連して，共通要因（＝人為事

象）によって重大事故等対処設備が「設計基

準事故対処設備等の安全機能と同時にその

機能を損なわないこと」の記載を明確にして

いる） 

 

差異なし 

 

 

 

設備構成の差異 

（設置変更許可で説明している外部火災の

影響を考慮する施設の選定結果が異なる） 

プラント固有条件の差異 

（柏崎刈羽には，考慮すべき隣接事業所がな

いため記載しない） 

 

 

 

 



 

 

 

 

比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）の基本設計方針）－ 2 
青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）の基本設計方針） 

本資料のうち枠囲みの内容は，他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

 

 

 

 

 

 

(a) 防火帯幅の設定に対する設計方針 

人為事象として想定される森林火災につ

いては，森林火災シミュレーション解析コー

ドを用いて求めた最大火線強度から設定し，

設置（変更）許可を受けた防火帯（約 20m）

を敷地内に設ける設計とする。 

【7条外部火災 5】 

 

 

 また，防火帯は延焼防止効果を損なわない

設計とし，防火帯に可燃物を含む機器等を設

置する場合は必要最小限とすることを保安

規定に定めて管理する。 

【7条外部火災 6】 

 

(b) 発電所敷地内の火災源に対する設計方

針 

火災源として，森林火災，発電所敷地内に

設置する屋外の危険物タンク等の火災，航空

機墜落による火災，敷地内の危険物タンクの

火災と航空機墜落による火災が同時に発生

した場合の重畳火災を想定し，火災源からの

外部事象防護対象施設への熱影響を評価す

る。 

【7条外部火災 7】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（柏崎刈羽では，森林火災を人為事象の位置

付けとして整理し設置変更許可を受けてい

る） 

設置変更許可における設計方針の差異 

（設置変更許可を受けた設計基準が異なる） 

 

 

 

 

表現上の差異 

 

 

 

 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（柏崎刈羽には，発電所敷地内に考慮すべき

爆発源がないため，「・爆発源」は記載しな

い） 

設置変更許可における設計方針の差異 

（設置変更許可で説明している発電所敷地

内で考慮すべき火災源及び火災の固有名称

が異なる（参考：様式-7【7 条外部火災 7】

引用箇所）。また，対応する添付書類（Ⅴ-1-

1-3）の説明性と記載の整合性を考慮し記載

している）（説明書（Ⅴ-1-1-3-5-1）比較表

【外部火災 7】他に整合） 

 

設備構成の差異 

（設置変更許可で説明している外部火災の

影響を考慮する施設の選定結果が異なる） 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）の基本設計方針）－ 3 
青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）の基本設計方針） 

本資料のうち枠囲みの内容は，他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

 

外部事象防護対象施設の評価条件を以下

のように設定し，評価する。 

 

評価結果より火災源ごとに輻射強度，燃焼

継続時間等を求め，外部事象防護対象施設を

内包する建屋（垂直外壁面及び天井スラブか

ら選定した，火災の輻射に対して最も厳しい

箇所）の表面温度が許容温度（200℃）とな

る危険距離 

及び建屋を除く屋外の外部事象防護対象施

設の温度が許容温度 

 

 

 

 

（軽油タンクの軽油温度 225℃，非常用ディ

ーゼル発電設備燃料移送ポンプの周囲温度

100℃，主排気筒の表面温度 325℃） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

となる危険距離を算出し，その危険距離を上

回る離隔距離を確保する設計，又は 

建屋表面温度及び建屋を除く屋外の外部事

象防護対象施設の温度を算出し，その温度が

許容温度を満足する設計とする。 

【7条外部火災 8】 

 

 

 

 

 

・森林火災については，発電所周辺の植生を

確認し，作成した植生データ等をもとに求め

た， 

 

 

設置（変更）許可を受けた防火帯の外縁（火

炎側）における 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異 

（柏崎刈羽では，定義として「外部事象防護

対象施設」に「建屋」を含むことから（【7条

共通 12】参照），「建屋を除く」を記載してい

る）（以下同様） 

 

設備構成の差異 

（設置変更許可で説明している外部火災の

影響を考慮する施設の選定結果及び設備仕

様が異なる） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（柏崎刈羽には，発電所敷地内に考慮すべき

爆発源がないため記載しない） 

 

 

 

表現上の差異 

（設置変更許可本文を引用し「もとに」と記

載している（参考：様式-7【7 条外部火災 9】

外③-21 引用箇所）） 

表現上の差異 

（設置変更許可本文に記載され，設置許可審



 

 

 

 

比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）の基本設計方針）－ 4 
青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）の基本設計方針） 

本資料のうち枠囲みの内容は，他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

 

 

 

 

 

 

最大火線強度から算出される火炎輻射発散

度（100kW/m2）による危険距離を求め評価す

る。 

【7条外部火災 9】 

 

・発電所敷地内に設置する危険物タンク等

の火災については，貯蔵量等を勘案して火災

源ごとに建屋表面温度 

 

 

 

及び建屋を除く屋外の外部事象防護対象施

設の温度を求め評価する。 

【7条外部火災 10】 

 

 また，燃料補充用のタンクローリ火災が発

生した場合の影響については，燃料補充時は

監視人が立会を実施することを保安規定に

定めて管理し，万一の火災発生時は速やかに

消火活動が可能とすることにより，外部事象

防護対象施設に影響がない設計とする。 

【7条外部火災 11】 

 

 

 

 

 

・航空機墜落による火災については，「実用

発電用原子炉施設への航空機落下確率の評

価基準について」（平成 21・06・25 原院第 1

号（平成 21 年 6 月 30 日原子力安全・保安院

一部改正））により落下確率が 10-7（回／炉・

年）となる面積及び離隔距離を算出し，外部

事象防護対象施設への影響が最も厳しくな

る地点で火災が起こることを想定し，建屋表

面温度及び建屋を除く屋外の外部事象防護

対象施設の温度を求め評価する。 

【7条外部火災 12】 

 

・敷地内の危険物タンクの火災と航空機墜

落による火災の重畳については，各々の火災

査の結果定められた数値（数値に相当する語

句）については，「設置（変更）許可を受け

た」の文言を添えて記載しており，各事象（竜

巻・火山）間で記載表現を統一している（【7

条竜巻 1】，【7条火山 4】参照））（説明書（Ⅴ

-1-1-3-5-3）比較表【外部火災 65】に整合） 

設置変更許可における設計方針の差異 

（設置変更許可を受けた設計基準が異なる） 

 

 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（設置変更許可で説明している発電所敷地

内で考慮すべき火災源及び火災の固有名称

が異なる。また，対応する添付書類（Ⅴ-1-

1-3）の説明性と記載の整合性を考慮し記載

している） 

表現上の差異 

（【7条外部火災 8】参照） 

 

 

差異なし 

 

 

 

 

 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（柏崎刈羽には，発電所敷地内に考慮すべき

爆発源がないため記載しない） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異 

（【7条外部火災 8】参照） 

 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（設置変更許可で説明している発電所敷地



 

 

 

 

比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）の基本設計方針）－ 5 
青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）の基本設計方針） 

本資料のうち枠囲みの内容は，他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

の評価条件により算出した輻射強度，燃焼継

続時間等により，外部事象防護対象施設の受

熱面に対し，最も厳しい条件となる火災源と

外部事象防護対象施設を選定し，建屋表面温

度及び建屋を除く屋外の外部事象防護対象

施設の温度を求め評価する。 

【7条外部火災 13】 

 

 

 

 

 

 

・防護措置として設置する防護対策施設と

しては，非常用ディーゼル発電設備燃料移送

ポンプの周囲温度が許容温度以下となるよ

う耐火性能を確認した防護板を非常用ディ

ーゼル発電設備燃料移送ポンプ周辺に鋼材

で支持する設計とする。防護板は，外部事象

防護対象施設である非常用ディーゼル発電

設備燃料移送ポンプに用いる地震力に対し

て，支持部材の構造強度を維持することによ

り非常用ディーゼル発電設備燃料移送ポン

プに波及的影響を及ぼさない設計とする。 

【7条外部火災 14】 

 

(c) 発電所敷地外の火災・爆発源に対する

設計方針 

発電所敷地外での火災・爆発源に対して，

必要な離隔距離を確保することで，外部事象

防護対象施設の安全機能を損なわない設計

とする。 

【7条外部火災 15】 

 

 

 

 

・発電所敷地外 10km 以内の範囲において，

火災・爆発により発電用原子炉施設に影響を

及ぼすような石油コンビナート施設は存在

しないため，火災・爆発による発電用原子炉

施設への影響については考慮しない。 

【7条外部火災 16】 

 

 

 

 

内で考慮すべき火災源及び火災の固有名称

が異なる。また，対応する添付書類（Ⅴ-1-

1-3）の説明性と記載の整合性を考慮し記載

している） 

表現上の差異 

（【7条外部火災 8】参照） 

 

 

差異なし 

（PWR との差異…柏崎刈羽では，貯蔵量低減

対策は実施しない） 

 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（柏崎刈羽では，非常用ディーゼル発電設備

燃料移送ポンプの周辺に，防護措置として防

護対策施設を設置することとしている。ま

た，他事象（竜巻・火山）間で「防護措置と

して設置する防護対策施設」の記載表現を統

一している（【7条竜巻 8】，【7条火山 6，20】

参照）） 

 

 

 

 

 

 

 

差異なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異 

（「原子力発電所の外部火災影響評価ガイ

ド」の要求を踏まえ，火災源と爆発源の両方

になり得る石油コンビナート施設に関して

は，火災だけでなく爆発による影響も考慮

し，「火災・爆発」と記載としている） 

 

差異なし 

（PWR との差異…プラント固有条件の差異） 



 

 

 

 

比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）の基本設計方針）－ 6 
青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）の基本設計方針） 

本資料のうち枠囲みの内容は，他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

 

 

 

 

 

・発電所敷地外半径 10km 以内の危険物貯蔵

施設，高圧ガス貯蔵施設，燃料輸送車両及び

漂流船舶の火災については，火災源ごとに外

部事象防護対象施設を内包する建屋 

（垂直外壁面及び天井スラブから選定した，

火災の輻射に対して最も厳しい箇所） 

の表面温度が許容温度となる危険距離及び

建屋を除く屋外の外部事象防護対象施設の

温度が許容温度となる危険距離を求め評価

する。 

【7条外部火災 17】 

 

 

 

 

 

 

 

・発電所敷地外半径 10km 以内の高圧ガス貯

蔵施設，燃料輸送車両及び漂流船舶の爆発に

ついては，爆発源ごとにガス爆発の爆風圧が

0.01MPa となる危険限界距離及びガス爆発

による容器破裂時の破片の最大飛散距離を

求め評価する。 

【7条外部火災 18】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(d) 二次的影響（ばい煙）に対する設計方

針 

屋外に開口しており空気の流路となる施

設及び換気空調系に対し，ばい煙の侵入を防

止するため適切な防護対策を講じることで，

 

 

 

 

 

プラント固有条件の差異及び設置変更許可

における設計方針の差異 

（設置変更許可で説明している発電所敷地

外で考慮すべき火災源及び火災の固有名称

が異なる。また，対応する添付書類（Ⅴ-1-

1-3）の説明性と記載の整合性を考慮し記載

している）（説明書（Ⅴ-1-1-3-5-1）比較表

【外部火災 8】他に整合） 

表現上の差異 

（火災源又は爆発源を複数含むケースの文

章【7 条外部火災 10,18】と記載表現を統一

し「火災源ごとに」又は「爆発源ごとに」を

記載している） 

表現上の差異 

（評価方針を記載している文章【7条外部火

災 9,10,12,13,18】と記載表現を統一し，「～

を求め評価する」と記載している） 

 

プラント固有条件の差異及び設置変更許可

における設計方針の差異 

（設置変更許可で説明している発電所敷地

外で考慮すべき爆発源及び爆発の固有名称

が異なる。また，対応する添付書類（Ⅴ-1-

1-3）の説明性と記載の整合性を考慮し記載

している）（説明書（Ⅴ-1-1-3-5-1）比較表

【外部火災 8】他に整合） 

表現上の差異 

（評価方針を記載している文章【7条外部火

災 9,10,12,13,17】と記載表現を統一し，「～

を求め評価する」と記載している。また，対

応する添付書類（Ⅴ-1-1-3）の説明性と記載

の整合性を考慮し，外部火災で評価指標とな

る「最大飛散距離」についても「危険距離」，

「危険限界距離」と合わせて記載を明確にし

ている（「石油コンビナートの防災アセスメ

ント指針」との整合を考慮し，「破裂」と記

載している）） 

 

 

 

設備構成の差異 

（設置変更許可で説明している二次的影響



 

 

 

 

比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）の基本設計方針）－ 7 
青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）の基本設計方針） 

本資料のうち枠囲みの内容は，他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

外部事象防護対象施設の安全機能を損なわ

ない設計とする。 

【7条外部火災 19】 

 

イ. 換気空調系 

外部火災によるばい煙が発生した場合に

は，侵入を防止するためバグフィルタを設置

する設計とする。 

【7条外部火災 20】 

 

なお，室内に滞在する人員の環境劣化を防

止するために，ばい煙の侵入を防止するよう

外気取入ダンパの閉止及び再循環運転の実

施による外気の遮断を保安規定に定めて管

理する。 

【7条外部火災 21】 

 

ロ. 非常用ディーゼル発電機 

 

 非常用ディーゼル発電機については，バグ

フィルタを設置することによりばい煙が容

易に侵入しにくい設計とする。 

【7条外部火災 22】 

 

 また，ばい煙が侵入したとしてもばい煙が

流路に溜まりにくい構造とし，ばい煙により

閉塞しない設計とする。 

【7条外部火災 23】 

 

ハ. 安全保護系 

 外部事象防護対象施設のうち空調系統に

て空調管理されており間接的に外気と接す

る安全保護系盤については，空調系統にバグ

フィルタを設置することによりばい煙が侵

入しにくい設計とする。 

【7条外部火災 24】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ばい煙）を考慮する施設の選定結果が異な

る） 

 

 

 

 

設備構成の差異 

（設備仕様が異なる） 

 

 

 

 

設備構成の差異 

（操作名称が異なる） 

 

 

 

 

 

設備構成の差異 

（設置変更許可で説明している二次的影響

（ばい煙）を考慮する施設の選定結果及び設

備仕様が異なる） 

 

差異なし 

 

 

 

 

 

 

 

設備構成の差異 

（設置変更許可で説明している二次的影響

（ばい煙）を考慮する施設の選定結果及び設

備仕様が異なる） 

 

 

 

 

設備構成の差異 

（設置変更許可で説明している二次的影響

（ばい煙）を考慮する施設の選定結果が異な

る） 

 

 

 



 

 

 

 

比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）の基本設計方針）－ 8 
青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

先行審査プラントの記載との比較表（外部からの衝撃による損傷の防止（外部火災）の基本設計方針） 

本資料のうち枠囲みの内容は，他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

伊方発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

玄海原子力発電所3号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

東海第二発電所 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 

柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 

工事計画認可申請書 基本設計方針（変更後） 
東海第二発電所との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(e) 有毒ガスに対する設計方針 

外部火災起因を含む有毒ガスが発生した

場合には，中央制御室内に滞在する人員の環

境劣化を防止するために設置した外気取入

ダンパの閉止，中央制御室内の空気を循環さ

せる再循環運転の実施及び必要に応じ中央

制御室以外の空調ファンの停止により，有毒

ガスの侵入を防止する設計とする。 

【7条外部火災 25】 

 

 

 

なお，有毒ガスの侵入を防止するよう，外

気取入ダンパの閉止，再循環運転の実施によ

る外気の遮断及び空調ファンの停止による

外気流入の抑制を保安規定に定めて管理す

る。 

【7条外部火災 26】 

 

 

 

 

 

 

 

 

主要道路，鉄道路線，一般航路及び石油コ

ンビナート施設は離隔距離を確保すること

で事故等による火災に伴う発電所への有毒

ガスの影響がない設計とする。 

【7条外部火災 27】 

 

 

 

 

 

 

 

差異なし 

（PWR との差異…設備構成の差異） 

 

 

 

 

 

 

 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（設置変更許可において「外気取入ダンパの

閉止」，「再循環運転の実施」，「空調ファンの

停止」を行うこととしており，対応する添付

書類（Ⅴ-1-1-3）の説明性と記載の整合性を

考慮し記載している）（説明書（Ⅴ-1-1-3-1-

1）比較表【共通 46】，説明書（Ⅴ-1-1-3-5-

1）比較表【外部火災 28】に整合） 

 

表現上の差異 

（「～の侵入を防止するよう，～を保安規定

に定めて管理する。」の記載表現を統一して

いる（【7 条外部火災 21】にも記載表現を合

わせている）） 

設置変更許可における設計方針の差異 

（設置変更許可において「外気取入ダンパの

閉止」，「再循環運転の実施」，「空調ファンの

停止」を行うとしており，対応する添付書類

（Ⅴ-1-1-3）の説明性と記載の整合性を考慮

し記載している）（説明書（Ⅴ-1-1-3-1-1）

比較表【共通 46】，説明書（Ⅴ-1-1-3-5-1）

比較表【外部火災 29】に整合） 

 

設置変更許可における設計方針の差異 

（設置変更許可添付書類八を引用し「主要道

路，鉄道路線，一般航路及び石油コンビナー

ト施設」と記載している（参考：様式-7【7

条外部火災 27】外⑬-10 引用箇所）） 

 

差異なし 

（PWR との差異…既出文【7条外部火災 27】

にて記載している） 
 


